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経営トップ
株式会社南都
沖縄の魅力ある自然を世界の人たちに伝えたい。

起業家訪問　An Entrepreneur
的エンタープライズ株式会社

梅雨早く

明けてほしい
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株式会社南都
～沖縄の魅力ある自然を世界の人たちに伝えたい～
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的エンタープライズ株式会社
～県内14カ所でTシャツのプリントショップを展開する～

代表取締役社長　  伊佐　信広
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メディアセクションリーダー　名取　薫
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アジア便り 香港
～香港における不動産状況について～

レポーター：村井　俊秀（琉球銀行）
沖縄県香港事務所に出向中（副所長）

りゅうぎんビジネスクラブ
～「りゅうぎんビジネスクラブ」入会のご案内～

～「第5期りゅうぎんマネジメントスクール（第2回）」を開催しました～

行政情報66
沖縄総合事務局経済産業部の最近の取組等について
内閣府沖縄総合事務局経済産業部

県内大型プロジェクトの動向64

特別寄稿　県内の植物工場について
比嘉　盛樹（琉球銀行コンサルティング営業部）

沖縄県の景気動向（2015年4月）
～観光関連の入域観光客数や消費関連の百貨店売上等が前年を上回り、建設関連も
公共工事が好調に推移しており、県内景気拡大の動きは8カ月連続で強まっている～

学びバンク
・信用リスクと信用格付制度　～会社情報　多角的に分析～
琉球銀行審査部融資企画課　新垣　雄一（あらかき　ゆういち）

・「アーサ」産地の北中城村　～ブランド確立　続く挑戦～
琉球銀行北中城支店長　梅木　克代（うめき　かつよ）

・住宅ローンと火災保険　～将来設計に大事な備え～
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■平成25年

７月（No.525） An Entrepreneur　株式会社 Ｚenエンタープライズ
特集　沖縄県内における2013年プロ野球

　　　　　　　　　　春季キャンプの経済効果

８月（No.526） 経営トップに聞く　株式会社仲本工業
An Entrepreneur　タイヤランド沖縄

９月（No.527） 経営トップに聞く　文教楽器株式会社
An Entrepreneur　株式会社沖縄海星物産
特集　太陽光発電システムについて

10月（No.528） 経営トップに聞く　株式会社エスアールデザイン
An Entrepreneur　有限会社ホーセル

11月（No.529） 経営トップに聞く　株式会社アメニティ
An Entrepreneur　琉球フットボールクラブ株式会社

12月（No.530） 経営トップに聞く　株式会社スタジオチャーリー
An Entrepreneur　株式会社アースティック那覇

■平成26年

１月（No.531） 経営トップに聞く　沖縄ツーリスト株式会社
An Entrepreneur　株式会社スペースチャイナ
特集　沖縄県経済2013年の回顧と2014年の展望

２月（No.532） 経営トップに聞く　株式会社島袋
An Entrepreneur　有限会社丸玉製菓

３月（No.533） 経営トップに聞く　株式会社レキオス
An Entrepreneur　農業生産法人株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　アセローラフレッシュ

４月（No.534） 経営トップに聞く　有限会社金武酒造
An Entrepreneur　錦屋旗店株式会社

５月（No.535） 経営トップに聞く　株式会社T&T
An Entrepreneur　有限会社グリーンフィールド

　　　　　　　特集１　沖縄県の主要経済指標
　　　　　　　特集２　2013年度の沖縄県経済の動向
６月（No.536） 経営トップに聞く　沖縄県花卉園芸農業協同組合

An Entrepreneur　株式会社PBコミュニケーションズ

７月（No.537） 経営トップに聞く　沖縄港運株式会社
An Entrepreneur　農業生産法人株式会社マルシェ沖縄

８月（No.538） 経営トップに聞く　沖縄テクノクリート株式会社
An Entrepreneur　株式会社　幸

９月（No.539） 経営トップに聞く　株式会社前田産業
An Entrepreneur　天妃前まんじゅう「ペーチン屋」
特集　宮古アイランドロックフェスティバル　

　　　　　　　　　  2014の経済効果

10月（No.540） 経営トップに聞く　株式会社照正組
An Entrepreneur　株式会社シュガートレイン
特集　県内女性の社会進出

11月（No.541） 経営トップに聞く　沖縄メディカルグループ
An Entrepreneur　DIRECT CHINA株式会社
特集　県内におけるレンタカー需要の動向

12月（No.542） 経営トップに聞く　株式会社新垣通商
An Entrepreneur　株式会社グラスアート藍

■平成27年

１月（No.543） 経営トップに聞く　特定医療法人葦の会
An Entrepreneur　有限会社水実
特集　沖縄県経済2014年の回顧と2015年の展望

２月（No.544） 経営トップに聞く　株式会社石垣エスエスグループ
An Entrepreneur　有限会社ペンギン食堂

３月（No.545） 経営トップに聞く　住宅情報センター株式会社
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An Entrepreneur　株式会社ポイントピュール

５月（No.547） 経営トップに聞く　学校法人みのり学園
An Entrepreneur　株式会社インターナショナリー・ローカル
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創業からこれまでの歩みをお聞かせください。

　珊瑚礁が隆起してできた沖縄には、琉球石灰

岩の洞窟が数多くあります。その中でも 1967

年に玉城村（現在の南城市）で発見された洞窟

は、美しい鍾乳石が見事に残り、全長が約５キ

ロメートルと広大なものでした。

　当時、県内各地の洞窟で発掘調査を行ってい

た創業メンバーは、「この洞窟なら一大観光拠

点が築ける」と判断し、1971 年６月に「ケイ

ブランド観光株式会社」を設立、施設の開発に

着手しました。このときが当社のスタートです。

現会長の大城宗憲（宗直氏の尊父）は、その中

心的なメンバーでした。

　施設は 1972 年４月に完成。観光鍾乳洞「玉

泉洞」と名付け、県内で初めての有料観光施設

として開業しました。当初から多くのお客さま

が訪れ、４年目には入場者数が山口県の「秋芳

洞」を超えるほどに人気を集め、沖縄観光の定

番ルートに位置付けられるようになりました。

　その後、施設内に「ハブ博物公園」を開設し

沖
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魅
力
あ
る
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然
を

世
界
の
人
た
ち
に
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株式会社 南都

大
おおしろ

城　宗
むね

直
なお

 社長

1972年４月に観光鍾乳洞「玉泉洞」を開業。開園当初から人気を集め、沖縄を代表する観光施設
に成長した。「ハブ博物公園」、「南都酒造所」、「スーパーエイサー」、「琉球王国城下町」などの整備
を進め、1996年に「玉泉洞王国村」として本格的テーマパークをスタートさせた。2002年に名
称を「おきなわワールド」に変更し、現在に至る。入場者数は年間100万人を超え、昨年から一段
と伸びを示している。那覇市牧志の本社をお訪ねし、大城社長にこれまでの歩み、事業内容、経営理
念、ビジョンなどをお聞きした。

インタビューとレポート　照屋　正
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（1979年）、1992には「南都酒造所」を開業しました。

本格的テーマパークとして大規模にリニューアル

したのが 1996 年でした。現在の「おきなわワー

ルド」の誕生です。文化とエンターテイメントの

要素をより充実させたのが特徴です。

　施設内の琉球王国城下町には、国登録有形文

化財に認定された古民家が並び、アトラクショ

ン会場ではスーパーエイサーが毎日公演されま

す。このときの大規模なリニューアルは当社に

とって、新たな成長へのステップになったとい

えます。

　当社は、ほかにも県内各地で観光施設を運営

しています。

　本島最北端に位置し、やんばるの大自然が楽

しめる観光施設「大石林山」を開業したのが

2002 年です。

　おきなわワールドに隣接する「ガンガラーの

谷」は、2008 年に開業しました。また、石垣

島では観光鍾乳洞「石垣島鍾乳洞」、「石垣島サ

ンセットビーチ」を運営しています。

　社名を現在の「株式会社南都」に変更したの

は 2006 年でした。

　私は関西の大学在学中に 1995 年の阪神・淡路

大震災にあい、一時沖縄に帰省。そのときに当

社に入社しました。総務や営業などの業務を経

て 2014 年、38 歳のときに社長に就任しました。

大きく５つの事業を運営されています。それぞ

れの内容について教えてください。

「おきなわワールド 文化王国・玉泉洞」

　５万４千坪の広大な敷地に玉泉洞をはじめハ

ブ博物公園、琉球王朝時代の街並みを再現した

琉球王国城下町、スーパーエイサーの公演など

沖縄の自然と文化の要素を魅力的に一つに詰め

たテーマパークです。

　年間 100 万人を超える来場があり、昨年か

ら伸びが顕著になってきました。とくに外国人

のお客さまが増えており、入場者数の約 15％

を占めるまでになっています。

　観光のニーズは体験型へと移行しており、現

在当社もそこに力を入れています。最近の企画

では、玉泉洞内非公開エリアを探検する洞くつ

探検ツアーが人気を集めています。専門ガイド

とともに水につかりながら探検する本格的なケ

イビングで、全国でもまだ少ない取り組みです。

海外では子どもから大人まで楽しめるスポーツ

「おきなわワールド」の中核施設として
人気の「玉泉洞」

南都グループ施設のご来場者が 5000
万人を突破

琉球王国城下町に開設した「王国歴
史博物館」

南都酒造所で製造する沖縄の地
ビール「ニヘデビール」が「イ
ンターナショナルビアコンティ
ション」で連続受賞

「琉球王国城下町」の古民家
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としてもケイビングは普及しており、大きく育

てたいと考えています。

「ガンガラーの谷」

　数 10 万年前に鍾乳洞だった場所が崩壊して

できた谷間を、専門ガイドとともに散策します。

緑で囲まれ神秘的な空間に、樹齢約 150 年のガ

ジュマル、命の誕生を願う洞窟、旧石器時代の

遺跡など興味の尽きないスポットが続きます。

　施設内は、遺跡発掘の研究の場にもなって

います。2014 年２月には、サキタリ洞窟から

２万年前の貝器と人骨の化石が発見され、国内

最古の例として全国的に注目を集めました。発

掘調査は沖縄県立博物館と協力して続けてお

り、ガイドツアーではその現場を見学すること

ができます。

「大石林山」

　辺戸岬や与論島が一望できる国頭村字宜名真

の景勝地に開設した観光施設です。世界最北端

の熱帯カルスト地形を中心に大自然が広がる同

地域は、沖縄県の国定公園に指定されています。

　観光、トレッキング、キャンプ、自然体験と

多様な楽しみ方を提供しています。施設内の４

つの散策コースは、車いすで参加できるコース

もあり、好評をいただいています。

「石垣島鍾乳洞」

　石垣市石垣で運営する観光鍾乳洞で、1995

年に開業しました。全長約 3.2 キロメートルの

うち 660 メートルを公開しています。鍾乳洞

内の自然と調和したイルミネーションが特徴

で、施設内には石垣島物産館、石垣島食堂といっ

た付帯施設を設けています。

「石垣島サンセットビーチ」

　石垣市平久保の西海岸に面したビーチで、

2004 年に開業しました。マリンレジャーのメ

ニューを豊富にそろえています。

観光振興に貢献し、これまでに多くの賞を受賞

されています。主な受賞をご紹介ください。

　2013 年、「ガンガラーの谷」の事業に対して

「第８回ＪＴＢ交流文化賞優秀賞」をいただき

ました。これは（株）ジェイティービーが、地

域の魅力の創出と活性化に貢献している事業を

全国から選び、表彰するものです。

　2014 年には、（財）地域総合整備財団が主催

する「ふるさと企業大賞（総務大臣賞）」をい

ただきました。沖縄本島南部観光の中心的役割

毎日公演する「スーパーエイ
サー」アトラクション

南都酒造所で製造する果実
酒「島のなごみ」

1979 年に開設した「ハブ博物公園」

「ガンガラーの谷」

旧石器時代の遺跡の発掘調査

自然の音楽ホールと評される「ガンガラーの谷」入口
にある「ケイブカフェ」
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を担い、特産品の開発や雇用に貢献しているこ

となどが評価されたものです。

経営理念についてお聞かせください。

社是

「旅は知性の源であり、郷土を現し郷土に奉ずる。」

　旅をすることは、未知の世界を探求すること

です。異文化を見て、触れて、学び、その経験

が人の心を豊かにします。その提供者として私

たちは、沖縄の魅力的な自然（素材）を磨き、

観光という舞台に乗せてそれらを世に送り出し

ています。

　そして多くの人に訪れていただき、そのこと

によって沖縄の発展に貢献する、これが当社の

基本的な理念であり、これまで続けてきた実践

でもあります。

　その際、自然の開発と保全は大変難しいバラ

ンスが求められます。当社は、最低限の開発に

留め、できるだけ自然を残すというコンセプト

で事業に取り組んでいます。

　一方、事業を進めるうえで大事にしているの

が、新しいことへのチャレンジです。既成概念

にとらわれずに積極的にチャレンジする姿勢

は、成長の原動力になります。

　例えば、「おきなわワールド」で公演するスー

パーエイサーは、当初からショーアップしたや

り方を採用しましたが、当時は伝統的なエイ

サーとの比較から批判もいただきました。しか

し、今では一つのエンターテイメントとして認

知され、いろいろな場で演舞されるようになっ

ています。既成概念にとらわれない創意工夫が、

沖縄の新しい観光文化を生んだとも言えるので

はないでしょうか。

　現在、若手社員が中心になってイベント実行

委員会、海外受入委員会など４つの委員会を設

け、新しい企画づくりにチャレンジしています。

自主性を尊重する一方できちんとした結果を求

めますが、活動はとても活発です。企画の中か

ら大きなイベントに成長したものもいくつかあ

り、この取り組みが当社のこれからの成長のカ

ギを握るのは間違いありません。

人材育成について教えてください。

　年に１回、施設の改善や人材育成の課題、新

規の企画案件について討論会を実施し、意識の

向上と施設の改善に努めています。

石垣島の観光鍾乳洞
「石垣島鍾乳洞」

平久保の西海岸に面した

「石垣島サンセットビーチ」

人気の体験ツアー「南の島の洞くつ探検」

2014 年に「ふるさと企業大賞（総
務大臣賞）」を受賞 .

「ＪＴＢ交流文化賞優秀賞」を受賞

した「ガンガラーの谷」の運営ス

タッフ

カルスト地形を中心にした大自然
に圧倒される「大石林山」
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　また、知識とスキルの向上を目的に定期的に

セミナーを開催しています。例えば、毎週火曜

日に「中国語講座」（10 回コース）を実施して

おり、５月で５回目を数えます。

　さらに、沖縄の伝統工芸継承者育成のため、

県立芸術大学卒業生を積極的に採用し、育成に

取り組んでいます。これまでに「沖展」に多く

の職員が入選しています。

社会貢献活動についてはいかがでしょうか。

　環境問題への取り組みとして、施設内の電気

設備の見直し、電気式溶解炉の導入などを進め、

二酸化炭素の排出量を大幅に削減しました。こ

の取り組みによって 2015 年２月、経済産業省・

環境省・農林水産省が管理する「J -クレジット

制度」の認定を受けました。県内企業では初め

ての認定です。

　また、自然環境保全を目的に、地元小学校の

授業の一環としてガンガラーの谷を流れる河川

を教材に取りあげ、河川環境についての授業を

行いました。

これからの事業展開についてお聞かせください。

　沖縄観光の課題の一つが、家族で楽しめる夜

の観光スポットやエンターテイメントの不足で

す。当社は豊富な素材を活用して独自のナイト

エンターテイメントを創出し、この課題にチャ

レンジしたいと考えています。

　例えば、鍾乳洞のナイトツアー、アトラクショ

ンのナイトステージ、レストランでのディナーの

提供などです。道路網の整備が進み、那覇から当

施設までの時間はどんどん短くなっています。那

覇市内に宿泊するお客さまが、夕暮れから「おき

なわワールド」にやって来て夜の観光を楽しむ、

そうした仕組みをつくりたいと思います。

　当社は今年で創業から 44 年目を迎えました。

この間、需要動向はいろいろと変化してきまし

たが、最近の外国人客の急増はこれまでにはな

かった変化です。これからも外国人客の増加は

続くと予想されます。また、国内景気の回復に

よって全体の入場者数が増加するとともに、旅

行形態の多様化も進んできています。

　こうした動きに対応するため、当社も次の大き

なステップに踏み出す時期に来ていると考えてお

り、しっかりと準備を進めているところです。

チャレンジの姿勢が企業の成長の原動力

新しい企画が次々と生まれる自由な組織風土

会社概要
商　　 　号：
本　　 　社：

創　　　 業：
役　　　 員：

職　　　 員：
事 業 内 容：

事 業 所 ：

関 連 会 社：

株式会社南都
沖縄県那覇市牧志 1 丁目 3 番 24 号
098-867-0020
1971 年（昭和 46 年）6 月
代表取締役会長　　大城　宗憲
代表取締役社長　　大城　宗直
取締役専務　　　　仲地　政英
常務取締役　　　　松茂良　英次
219 名（パート含む）
観光に関する事業、酒類製造販売に関
する事業
おきなわワールド　文化王国・玉泉洞
ガンガラーの谷
大石林山
石垣島鍾乳洞
石垣島サンセットビーチ
南都物産株式会社



起業家訪問
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起
業
家
訪
問

的
エ
ン
タ
ー
プ
ラ
イ
ズ
株
式
会
社

Vol.

89
セールス・アピール
自社主催による「オリジナルＴシャツグランプリ」を昨年か
ら実施しています。仲間でオリジナルＴシャツを作り、競技
や活動の際のエピソードを写真とともに送っていただきま
す。その中から当社が『感動賞』と『ユーモア賞』を選び表
彰します。「サークル結成のきっかけになった」、「チームワー
クが高まった」などの楽しい声をいただいています。

伊
い さ

佐　信
のぶひろ

広　社長

起
業
へ
の
道
の
り

　
現
在
の
会
社
を
起
業
す
る
前
は
、
婦
人
服
の
卸
し

会
社
に
勤
務
し
、
卸
し
業
務
の
傍
ら
Ｔ
シ
ャ
ツ
の
プ

リ
ン
ト
を
担
当
し
て
い
ま
し
た
。２
５
歳
で
独
立
し
、

婦
人
服
メ
ー
カ
ー
の
店
を
立
ち
上
げ
ま
し
た
が
、
経

営
的
に
続
か
ず
閉
鎖
。
こ
の
と
き
の
経
験
を
踏
ま
え

て
、
再
度
起
業
に
挑
戦
し
た
の
が
Ｔ
シ
ャ
ツ
の
プ
リ

ン
ト
シ
ョ
ッ
プ
で
し
た
。
そ
れ
が
現
在
の
事
業
の
ス

タ
ー
ト
に
な
り
ま
す
。
１
９
９
２
年
、
３
０
歳
の
と

き
で
し
た
。

　
場
所
は
今
の
那
覇
泊
店
で
す
。
一
人
で
の
ス
タ
ー

ト
で
し
た
の
で
、
や
れ
る
範
囲
で
コ
ツ
コ
ツ
と
進
め

て
い
こ
う
と
決
め
て
い
ま
し
た
。

　
Ｔ
シ
ャ
ツ
の
プ
リ
ン
ト
は
、
生
地
の
質
や
プ
リ
ン

ト
方
法
な
ど
、
デ
ザ
イ
ン
制
作
以
外
に
も
専
門
的
な

技
術
が
求
め
ら
れ
ま
す
。そ
の
た
め
お
客
さ
ま
に
は
、

「
プ
ロ
と
し
て
丁
寧
に
ア
ド
バ
イ
ス
し
、
き
め
細
か

く
調
整
を
繰
り
返
し
な
が
ら
満
足
の
い
く
製
品
を
提

供
す
る
」、
そ
ん
な
こ
だ
わ
り
を
持
っ
て
接
し
て
い

ま
し
た
。

　
周
囲
か
ら
は
、「
手
間
ひ
ま
を
か
け
過
ぎ
で
、
経

営
的
に
成
り
立
た
な
い
の
で
は
」
と
言
わ
れ
ま
し
た

が
、
そ
の
こ
だ
わ
り
が
結
果
と
し
て
事
業
を
成
功
に

導
い
て
く
れ
ま
し
た
。
ほ
と
ん
ど
の
お
客
さ
ま
が
リ

ピ
ー
ト
し
て
く
れ
た
の
で
す
。

店
舗
展
開

　
４
年
目
で
２
店
舗
目
を
沖
縄
市
に
出
店
、
そ
の
こ

ろ
か
ら
学
校
や
会
社
の
団
体
の
お
客
さ
ま
が
増
え
、

売
り
上
げ
が
大
き
く
伸
び
始
め
ま
し
た
。
も
ち
ろ
ん

営
業
に
も
力
を
入
れ
、
地
域
の
イ
ベ
ン
ト
に
は
積
極

的
に
顔
を
出
し
て
い
ま
し
た
。

　
６
店
目
を
出
し
た
２
０
０
２
年
に
、
個
人
事
業
か

ら
有
限
会
社
へ
移
行
し
、翌
年
、現
在
の
的
エ
ン
タ
ー

プ
ラ
イ
ズ
株
式
会
社
と
し
ま
し
た
。

　
現
在
、
店
舗
数
は
１
４
カ
店
。
県
内
の
Ｔ
シ
ャ
ツ

プ
リ
ン
ト
事
業
者
で
は
最
も
多
い
店
舗
数
で
す
。
こ

の
う
ち
２
カ
店
は
店
頭
販
売
を
専
門
に
扱
う
店
で
、

「
Ｂ
ｌ
ｕ
ｅ
ｃ
ｏ
ｃ
ｏ
」（
ブ
ル
ー
コ
コ
）
と
名
付

け
、
国
際
通
り
に
出
店
し
て
い
ま
す
。
い
ず
れ
も

県
内
14
カ
所
で
Ｔ
シ
ャ
ツ
の
プ
リ
ン
ト
シ
ョ
ッ
プ
を
展
開

す
る
。
顧
客
の
描
く
イ
メ
ー
ジ
を
上
手
に
デ
ザ
イ
ン
し
て

プ
リ
ン
ト
す
る
技
術
が
好
評
で
、
業
容
は
順
調
に
拡
大
し

て
い
る
。

シルクスクリーン作業 国際通りの「ブルーココ」

丁寧に仕上げる技術力が評判 沖国前店
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事業概要

会社名　的エンタープライズ株式会社
代表者　伊佐　信広（いさ　のぶひろ）
事　業　オリジナルＴシャツの製造・販売
所在地　沖縄県中頭郡中城村字南上原 612
ＴＥＬ　098-895-9588
創　業　1992年 4月
従業員　28名

２
０
１
２
年
に
オ
ー
プ
ン
し
ま
し
た
。

プ
リ
ン
ト
の
方
法
と
受
注
先

　
プ
リ
ン
ト
の
方
法
に
は
、
シ
ル
ク
ス
ク
リ
ー
ン
を

は
じ
め
と
し
て
デ
ジ
タ
ル
、
塩
ビ
ラ
バ
ー
転
写
、
イ

ン
ク
ジ
ェ
ッ
ト
ダ
イ
レ
ク
ト
印
刷
、
昇
華
印
刷
な
ど

が
あ
り
ま
す
が
、
当
社
で
は
７
割
が
シ
ル
ク
ス
ク

リ
ー
ン
で
す
。
工
法
は
、
ま
ず
パ
ソ
コ
ン
で
作
成
し

た
デ
ザ
イ
ン
を
出
力
し
て
製
版
し
ま
す
。
次
に
調
合

し
た
イ
ン
ク
を
版
型
に
乗
せ
、
ス
キ
ー
ジ
で
刷
り
込

み
、
最
後
に
熱
処
理
を
施
し
て
仕
上
げ
ま
す
。

　
デ
ザ
イ
ン
に
つ
い
て
は
、
お
客
さ
ま
が
完
全
デ
ー

タ
を
提
示
す
る
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
。
お
客
さ
ま
が

描
い
た
ラ
フ
図
案
か
ら
、
私
た
ち
が
お
客
さ
ま
の
イ

メ
ー
ジ
す
る
デ
ザ
イ
ン
に
仕
上
が
る
ま
で
サ
ポ
ー
ト

し
ま
す
。

　
オ
リ
ジ
ナ
ル
Ｔ
シ
ャ
ツ
の
作
成
依
頼
は
、
ク
ラ
ス

Ｔ
シ
ャ
ツ
・
部
活
Ｔ
シ
ャ
ツ
な
ど
の
学
校
関
連
か
ら

サ
ー
ク
ル
、
会
社
ユ
ニ
ホ
ー
ム
、
シ
ョ
ッ
プ
販
売
用

オ
リ
ジ
ナ
ル
シ
ャ
ツ
、
地
域
イ
ベ
ン
ト
用
と
さ
ま
ざ

ま
で
す
。
県
外
派
遣
の
た
め
の
資
金
造
成
用
の
需
要

も
増
え
て
お
り
多
様
化
し
て
い
ま
す
。

　
マ
ラ
ソ
ン
イ
ベ
ン
ト
で
は
、
那
覇
マ
ラ
ソ
ン
、
尚

巴
志
マ
ラ
ソ
ン
、
あ
や
は
し
ロ
ー
ド
レ
ー
ス
、
沖
縄

マ
ラ
ソ
ン
、
古
宇
利
島
マ
ジ
ッ
ク
ア
ワ
ー
ラ
ン
な
ど

の
実
績
が
あ
り
ま
す
。

手
づ
く
り
の
店
舗

　
各
店
舗
に
は
、
大
き
く
目
立
つ
文
字
で
「
Ｍ
Ａ
Ｔ

Ｏ
」
の
看
板
を
掲
げ
て
い
ま
す
。「
一
度
入
っ
て
み

た
い
」と
思
わ
せ
る
ユ
ニ
ー
ク
な
外
観
が
特
徴
で
す
。

入
り
口
か
ら
内
装
に
至
る
ま
で
海
で
集
め
た
流
木
を

活
用
し
、
南
国
の
テ
イ
ス
ト
を
感
じ
さ
せ
る
統
一
感

で
仕
上
げ
て
い
ま
す
。

　
店
舗
の
ほ
と
ん
ど
を
私
が
設
計
し
、
手
づ
く
り
で

仕
上
げ
ま
し
た
。
も
と
も
と
私
は
モ
ノ
づ
く
り
に
夢

中
に
な
る
タ
イ
プ
。
加
え
て
、
仕
事
で
培
っ
た
デ
ザ

イ
ン
力
を
い
ろ
い
ろ
な
場
面
で
表
現
し
た
い
と
い
う

気
持
ち
が
あ
る
の
で
、
店
舗
づ
く
り
に
苦
労
を
感
じ

た
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん
。
楽
し
み
な
が
ら
取
り
組
ん

で
い
ま
す
。

今
後
の
取
り
組
み

　
こ
れ
か
ら
も
店
舗
を
増
や
す
予
定
で
す
。
そ
の
た

め
に
人
材
育
成
・
後
継
者
育
成
に
よ
り
力
を
入
れ
て

い
き
ま
す
。
技
術
の
習
得
に
は
そ
れ
な
り
の
時
間
が

か
か
り
ま
す
が
、
社
員
は
熱
心
に
学
ん
で
お
り
、
私

も
経
営
者
と
し
て
で
き
る
限
り
の
応
援
を
続
け
ま

す
。

　
当
社
の
事
業
は
現
在
、受
注
生
産
が
主
体
で
す
が
、

少
し
ず
つ
店
頭
販
売
の
ウ
ェ
ー
ト
を
高
め
た
い
と
考

え
て
い
ま
す
。
例
え
ば
、
観
光
客
向
け
の
販
売
を
増

や
し
ま
す
。
店
頭
販
売
は
、
社
員
が
デ
ザ
イ
ナ
ー
と

し
て
自
ら
制
作
し
た
作
品
の
発
表
の
場
に
も
な
り
ま

す
。
技
術
者
が
、
張
り
合
い
を
持
っ
て
仕
事
に
打
ち

込
め
る
職
場
づ
く
り
を
今
後
も
進
め
て
い
き
ま
す
。

　「
想
い
を
カ
タ
チ
に
夢
広
が
る
、
お
客
さ
ま
に
夢

広
が
る
商
品
」
を
提
供
し
続
け
て
い
き
ま
す
。

（
レ
ポ
ー
ト
　
照
屋
　
正
）

大山店幅広いファンを持ち、リピーターも多い

店舗はほとんど手づくり 豊富なデザインをそろえる
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　OISTでの展示会の開催を記念して、去る5月

19日にはオープニングセレモニーを開催しま

した。セレモニーには、北窯の4名の親方の

他、読谷村の石嶺傳實村長、浦添工業高校写真

部の生徒さん8名および元顧問の照屋友里先

生、そしてOIST側からは、ノーベル賞受賞者

を含む理事会メンバーと評議委員一同が出席し

ました。

　冒頭挨拶に立ったOISTのジョナサン・ドー

ファン学長は、本展示会が、北窯の陶工の皆さん

が連綿と受け継いでいる伝統的な「やちむん」の

技法について、OIST研究員が最先端研究機器

を駆使して、陶土を混ぜて作る標準土や釉薬の

構成成分の分析を行うなど、科学的に分析した

非常にユニークな企画であることを紹介しまし

た。また、浦添工業高校写真部の生徒さんたち

の作品が展示会をより一層充実したものにして

いると語りました。

　親方を代表してご挨拶された松田米司親方

は、展示会開催のきっかけを作ってくれた

OIST佐二木博士に感謝の念を述べた上で、沖

縄の素晴らしい焼き物の文化をより深く理解す

ると同時に、北窯の焼き物を科学的に分析した

資料を残すことで、伝統を受け継ぐ人たちと貴

重な情報を分かち合いたいとその抱負を述べま

した。また、セレモニーでは北窯の親方4人よ

り、浦添工業高校写真部の生徒4名に表彰状と

記念品の贈呈がありました。

　歴史上、時間の流れとともに忘れ去られてし

まった技法もありますが、今回やちむん作りの

情報を詳細に記録したことで、今ある伝統的技

法を後世に確実に残すことができるでしょう。

ます。「多くの陶工が、伝統的な焼成技術やス

タイルから離れていくなか、北窯は忠実に伝統

を守っています。」

 北窯には、松田米司さんと双子の弟の松田共

司さん、宮城正享さん、與那原正守さんの4名

の親方がおり、OISTとの科学的共同研究の機

会を快く受け入れてくれました。世界に誇る名

工である親方たちでさえ、自分たちが慣れ親し

んだ技法が実際にどのような仕組みの上に成り

立っているのかは知らなかったのです。

　佐二木博士とOIST研究員アニャ・ダニ氏

は、X線回析装置や、蛍光X線分析装置、走査

型電子顕微鏡などの最先端機器を用い、陶土を

混ぜて作る標準土や釉薬の構成成分を分析しま

した。また、焼成の際に温度測定用のチップ

（陶片）を窯全体に設置したことで、陶工たち

は窯内の温度勾配を正確に把握することができ

ました。OISTの研究者たちはこのような測定

方法を駆使することで、望み通りの器を生みだ

すための熱や酸素、釉薬の化学組成、陶土の配

合の組み合わせについて正確に記録することが

できました。

　沖縄科学技術大学院大学（OIST）は、科学

技術分野における国際的な拠点となることを目

指しています。その成功には、より広範な文化

的な要素を取り込んでいくことが不可欠です。

それによって、本学が、芸術、音楽、舞踊、演

劇といった多岐にわたる文化の発信地になるこ

とが期待されます。

　現在OIST では、読谷山焼・北窯による作品

展「北窯×OIST～伝統と科学～」を7月31日

まで開催しています。沖縄の陶工の技法は、幾

世代にもわたり親方から弟子へと連綿と受け継

がれてきました。しかし、沖縄特有の美しい焼

き物の作り方を説明する教科書はありません。

熟練した陶工は手触りや色彩、炎の形などを手

掛かりに作品を生みだします。今日では、現代

的技法を取り入れる陶工も少なくありません。

さらに、陶土として本来入手可能な地元の粘土

資源の減少により、伝統的な技法に関する知識

が沖縄から失われつつあります。

　そこで、OISTと北窯が協力し、沖縄陶芸の

伝統技法を科学的に解析・記録しました。

OISTの研究者らは最先端機器を駆使し、沖縄

の伝統的な焼き物である「やちむん」に使われ

る様々な材料や技法を研究しました。本展示会

では、その科学的研究の成果が、200点以上の

焼き物とともに紹介されています。また、沖縄

県立浦添工業高等学校写真部の生徒たちがカメ

ラで追い続け、写真甲子園2014の出展作品に

もなった北窯の陶工たちの制作工程を紹介した

写真21点も同時に展示中です。

　本プロジェクトを率いたOIST研究者の佐二

木健一博士は、「沖縄の伝統と文化の保存へと

つながる特別な機会です」と述べた上で、「地

元の粘土資源はやちむんの素地となりますが、

土地開発に伴い採土場が舗装されていってし

まっています。陶工たちが代わりの粘土資源を

導入する際にも最適な配合が実現できるよう

に、陶土の理想的な配合を詳しく理解すること

が重要です」と説明しました。

　北窯は読谷村やちむんの里にあり、OISTか

ら南に車で20分ほどの距離です。この県内最

大の13連窯の登窯では、年に5回火入れが行わ

れます。巨大な登窯に何千もの器が詰められた

後、3日3晩窯焚きが行われ、その間北窯の親

方たちと弟子たちは交代で寝ずに火の番をしま

す。このとき窯内の最高温度は1400℃近くま

で上がります。「この貴重な技術を今日も維持

するのは大変なことです」と佐二木博士は語り

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

　OISTではこれまで様々な芸術作品の展示会

や演奏会、講演会などの多岐にわたる文化イベ

ントを開催してきました。これらの催しは、

OISTひいては沖縄が、多彩な文化や文明が混

ざり合う世界レベルの文化活動の交流拠点へと

発展していけるようにという願いが込められて

います。偉大な芸術作品が科学技術の拠点に居

場所を見つける ― そのような素晴らしい融合

が実現するよう、今後も地元沖縄および国内外

から芸術家や音楽家の方々をご招待し、本学の

多様な国籍の教職員・学生およびその家族が地

域の皆さまと交流することで、文化の発信地と

して発展していくことを目指します。

国際色豊かな地域振興：文化の発信地をめざして

窯詰めの際、使用した陶土の構成成分や釉薬の色によって、

どの器を窯内の手前、中央、奥に置くかを決めます。

火入れ

炎の大きさを見極め、数分ごとに薪をくべます。
1つの窯（燃焼室）の焼成には約4時間かかります。

13 連窯を焚くには3日3晩かかり、その間、

チーム交代制で寝ずに火の番をします。

宮城正享親方北窯は読谷村にある県内最大の13連窯の登窯です。

May 18-July 31 2015

新時代の教育研究を切り拓く
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

読谷山焼・北窯の親方たち（左から）宮城正享、松田米司、與那原正守、松田共司
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　OISTでの展示会の開催を記念して、去る5月

19日にはオープニングセレモニーを開催しま

した。セレモニーには、北窯の4名の親方の

他、読谷村の石嶺傳實村長、浦添工業高校写真

部の生徒さん8名および元顧問の照屋友里先

生、そしてOIST側からは、ノーベル賞受賞者

を含む理事会メンバーと評議委員一同が出席し

ました。

　冒頭挨拶に立ったOISTのジョナサン・ドー

ファン学長は、本展示会が、北窯の陶工の皆さん

が連綿と受け継いでいる伝統的な「やちむん」の

技法について、OIST研究員が最先端研究機器

を駆使して、陶土を混ぜて作る標準土や釉薬の

構成成分の分析を行うなど、科学的に分析した

非常にユニークな企画であることを紹介しまし

た。また、浦添工業高校写真部の生徒さんたち

の作品が展示会をより一層充実したものにして

いると語りました。

　親方を代表してご挨拶された松田米司親方

は、展示会開催のきっかけを作ってくれた

OIST佐二木博士に感謝の念を述べた上で、沖

縄の素晴らしい焼き物の文化をより深く理解す

ると同時に、北窯の焼き物を科学的に分析した

資料を残すことで、伝統を受け継ぐ人たちと貴

重な情報を分かち合いたいとその抱負を述べま

した。また、セレモニーでは北窯の親方4人よ

り、浦添工業高校写真部の生徒4名に表彰状と

記念品の贈呈がありました。

　歴史上、時間の流れとともに忘れ去られてし

まった技法もありますが、今回やちむん作りの

情報を詳細に記録したことで、今ある伝統的技

法を後世に確実に残すことができるでしょう。

ます。「多くの陶工が、伝統的な焼成技術やス

タイルから離れていくなか、北窯は忠実に伝統

を守っています。」

 北窯には、松田米司さんと双子の弟の松田共

司さん、宮城正享さん、與那原正守さんの4名

の親方がおり、OISTとの科学的共同研究の機

会を快く受け入れてくれました。世界に誇る名

工である親方たちでさえ、自分たちが慣れ親し

んだ技法が実際にどのような仕組みの上に成り

立っているのかは知らなかったのです。

　佐二木博士とOIST研究員アニャ・ダニ氏

は、X線回析装置や、蛍光X線分析装置、走査

型電子顕微鏡などの最先端機器を用い、陶土を

混ぜて作る標準土や釉薬の構成成分を分析しま

した。また、焼成の際に温度測定用のチップ

（陶片）を窯全体に設置したことで、陶工たち

は窯内の温度勾配を正確に把握することができ

ました。OISTの研究者たちはこのような測定

方法を駆使することで、望み通りの器を生みだ

すための熱や酸素、釉薬の化学組成、陶土の配

合の組み合わせについて正確に記録することが

できました。

　沖縄科学技術大学院大学（OIST）は、科学

技術分野における国際的な拠点となることを目

指しています。その成功には、より広範な文化

的な要素を取り込んでいくことが不可欠です。

それによって、本学が、芸術、音楽、舞踊、演

劇といった多岐にわたる文化の発信地になるこ

とが期待されます。

　現在OIST では、読谷山焼・北窯による作品

展「北窯×OIST～伝統と科学～」を7月31日

まで開催しています。沖縄の陶工の技法は、幾

世代にもわたり親方から弟子へと連綿と受け継

がれてきました。しかし、沖縄特有の美しい焼

き物の作り方を説明する教科書はありません。

熟練した陶工は手触りや色彩、炎の形などを手

掛かりに作品を生みだします。今日では、現代

的技法を取り入れる陶工も少なくありません。

さらに、陶土として本来入手可能な地元の粘土

資源の減少により、伝統的な技法に関する知識

が沖縄から失われつつあります。

　そこで、OISTと北窯が協力し、沖縄陶芸の

伝統技法を科学的に解析・記録しました。

OISTの研究者らは最先端機器を駆使し、沖縄

の伝統的な焼き物である「やちむん」に使われ

る様々な材料や技法を研究しました。本展示会

では、その科学的研究の成果が、200点以上の

焼き物とともに紹介されています。また、沖縄

県立浦添工業高等学校写真部の生徒たちがカメ

ラで追い続け、写真甲子園2014の出展作品に

もなった北窯の陶工たちの制作工程を紹介した

写真21点も同時に展示中です。

　本プロジェクトを率いたOIST研究者の佐二

木健一博士は、「沖縄の伝統と文化の保存へと

つながる特別な機会です」と述べた上で、「地

元の粘土資源はやちむんの素地となりますが、

土地開発に伴い採土場が舗装されていってし

まっています。陶工たちが代わりの粘土資源を

導入する際にも最適な配合が実現できるよう

に、陶土の理想的な配合を詳しく理解すること

が重要です」と説明しました。

　北窯は読谷村やちむんの里にあり、OISTか

ら南に車で20分ほどの距離です。この県内最

大の13連窯の登窯では、年に5回火入れが行わ

れます。巨大な登窯に何千もの器が詰められた

後、3日3晩窯焚きが行われ、その間北窯の親

方たちと弟子たちは交代で寝ずに火の番をしま

す。このとき窯内の最高温度は1400℃近くま

で上がります。「この貴重な技術を今日も維持

するのは大変なことです」と佐二木博士は語り

～沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて～

　OISTではこれまで様々な芸術作品の展示会

や演奏会、講演会などの多岐にわたる文化イベ

ントを開催してきました。これらの催しは、

OISTひいては沖縄が、多彩な文化や文明が混

ざり合う世界レベルの文化活動の交流拠点へと

発展していけるようにという願いが込められて

います。偉大な芸術作品が科学技術の拠点に居

場所を見つける ― そのような素晴らしい融合

が実現するよう、今後も地元沖縄および国内外

から芸術家や音楽家の方々をご招待し、本学の

多様な国籍の教職員・学生およびその家族が地

域の皆さまと交流することで、文化の発信地と

して発展していくことを目指します。

国際色豊かな地域振興：文化の発信地をめざして

窯詰めの際、使用した陶土の構成成分や釉薬の色によって、

どの器を窯内の手前、中央、奥に置くかを決めます。

火入れ

炎の大きさを見極め、数分ごとに薪をくべます。
1つの窯（燃焼室）の焼成には約4時間かかります。

13 連窯を焚くには3日3晩かかり、その間、

チーム交代制で寝ずに火の番をします。

宮城正享親方北窯は読谷村にある県内最大の13連窯の登窯です。
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沖縄科学技術大学院大学の取り組みについて

読谷山焼・北窯の親方たち（左から）宮城正享、松田米司、與那原正守、松田共司
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　OISTでの展示会の開催を記念して、去る5月

19日にはオープニングセレモニーを開催しま

した。セレモニーには、北窯の4名の親方の

他、読谷村の石嶺傳實村長、浦添工業高校写真

部の生徒さん8名および元顧問の照屋友里先

生、そしてOIST側からは、ノーベル賞受賞者

を含む理事会メンバーと評議委員一同が出席し

ました。

　冒頭挨拶に立ったOISTのジョナサン・ドー

ファン学長は、本展示会が、北窯の陶工の皆さん

が連綿と受け継いでいる伝統的な「やちむん」の

技法について、OIST研究員が最先端研究機器

を駆使して、陶土を混ぜて作る標準土や釉薬の

構成成分の分析を行うなど、科学的に分析した

非常にユニークな企画であることを紹介しまし

た。また、浦添工業高校写真部の生徒さんたち

の作品が展示会をより一層充実したものにして

いると語りました。

　親方を代表してご挨拶された松田米司親方

は、展示会開催のきっかけを作ってくれた

OIST佐二木博士に感謝の念を述べた上で、沖

縄の素晴らしい焼き物の文化をより深く理解す

ると同時に、北窯の焼き物を科学的に分析した

資料を残すことで、伝統を受け継ぐ人たちと貴

重な情報を分かち合いたいとその抱負を述べま

した。また、セレモニーでは北窯の親方4人よ

り、浦添工業高校写真部の生徒4名に表彰状と

記念品の贈呈がありました。

　歴史上、時間の流れとともに忘れ去られてし

まった技法もありますが、今回やちむん作りの

情報を詳細に記録したことで、今ある伝統的技

法を後世に確実に残すことができるでしょう。

ます。「多くの陶工が、伝統的な焼成技術やス

タイルから離れていくなか、北窯は忠実に伝統

を守っています。」

 北窯には、松田米司さんと双子の弟の松田共

司さん、宮城正享さん、與那原正守さんの4名

の親方がおり、OISTとの科学的共同研究の機

会を快く受け入れてくれました。世界に誇る名

工である親方たちでさえ、自分たちが慣れ親し

んだ技法が実際にどのような仕組みの上に成り

立っているのかは知らなかったのです。

　佐二木博士とOIST研究員アニャ・ダニ氏

は、X線回析装置や、蛍光X線分析装置、走査

型電子顕微鏡などの最先端機器を用い、陶土を

混ぜて作る標準土や釉薬の構成成分を分析しま

した。また、焼成の際に温度測定用のチップ

（陶片）を窯全体に設置したことで、陶工たち

は窯内の温度勾配を正確に把握することができ

ました。OISTの研究者たちはこのような測定

方法を駆使することで、望み通りの器を生みだ

すための熱や酸素、釉薬の化学組成、陶土の配

合の組み合わせについて正確に記録することが

できました。

　沖縄科学技術大学院大学（OIST）は、科学

技術分野における国際的な拠点となることを目

指しています。その成功には、より広範な文化

的な要素を取り込んでいくことが不可欠です。

それによって、本学が、芸術、音楽、舞踊、演

劇といった多岐にわたる文化の発信地になるこ

とが期待されます。

　現在OIST では、読谷山焼・北窯による作品

展「北窯×OIST～伝統と科学～」を7月31日

まで開催しています。沖縄の陶工の技法は、幾

世代にもわたり親方から弟子へと連綿と受け継

がれてきました。しかし、沖縄特有の美しい焼

き物の作り方を説明する教科書はありません。

熟練した陶工は手触りや色彩、炎の形などを手

掛かりに作品を生みだします。今日では、現代

的技法を取り入れる陶工も少なくありません。

さらに、陶土として本来入手可能な地元の粘土

資源の減少により、伝統的な技法に関する知識

が沖縄から失われつつあります。

　そこで、OISTと北窯が協力し、沖縄陶芸の

伝統技法を科学的に解析・記録しました。

OISTの研究者らは最先端機器を駆使し、沖縄

の伝統的な焼き物である「やちむん」に使われ

る様々な材料や技法を研究しました。本展示会

では、その科学的研究の成果が、200点以上の

焼き物とともに紹介されています。また、沖縄

県立浦添工業高等学校写真部の生徒たちがカメ

ラで追い続け、写真甲子園2014の出展作品に

もなった北窯の陶工たちの制作工程を紹介した

写真21点も同時に展示中です。

　本プロジェクトを率いたOIST研究者の佐二

木健一博士は、「沖縄の伝統と文化の保存へと

つながる特別な機会です」と述べた上で、「地

元の粘土資源はやちむんの素地となりますが、

土地開発に伴い採土場が舗装されていってし

まっています。陶工たちが代わりの粘土資源を

導入する際にも最適な配合が実現できるよう

に、陶土の理想的な配合を詳しく理解すること

が重要です」と説明しました。

　北窯は読谷村やちむんの里にあり、OISTか

ら南に車で20分ほどの距離です。この県内最

大の13連窯の登窯では、年に5回火入れが行わ

れます。巨大な登窯に何千もの器が詰められた

後、3日3晩窯焚きが行われ、その間北窯の親

方たちと弟子たちは交代で寝ずに火の番をしま

す。このとき窯内の最高温度は1400℃近くま

で上がります。「この貴重な技術を今日も維持

するのは大変なことです」と佐二木博士は語り

　OISTではこれまで様々な芸術作品の展示会

や演奏会、講演会などの多岐にわたる文化イベ

ントを開催してきました。これらの催しは、

OISTひいては沖縄が、多彩な文化や文明が混

ざり合う世界レベルの文化活動の交流拠点へと

発展していけるようにという願いが込められて

います。偉大な芸術作品が科学技術の拠点に居

場所を見つける ― そのような素晴らしい融合

が実現するよう、今後も地元沖縄および国内外

から芸術家や音楽家の方々をご招待し、本学の

多様な国籍の教職員・学生およびその家族が地

域の皆さまと交流することで、文化の発信地と

して発展していくことを目指します。

「北窯×OIST ～伝統と科学～」展に関する詳細は地域連携セ

クション 098(966)2184 までお問い合わせください。

OISTについてより詳しくお知りになりたい方はwww.oist.jp 

をご覧下さい。

松田米司親方と松田共司親方に走査型電子顕微鏡を用いて

撮影した釉薬サンプルの画像を見せる佐二木健一博士。

OIST研究員のアニャ・ダニ氏は、持ち運び可能な蛍光X線

分析装置を用いて、焼き物の元素組成を解析しました。

何千点ものカラフルな器が窯焚きの度に作られます。「北窯×OIST ～伝統と科学～」展
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　OISTでの展示会の開催を記念して、去る5月

19日にはオープニングセレモニーを開催しま

した。セレモニーには、北窯の4名の親方の

他、読谷村の石嶺傳實村長、浦添工業高校写真

部の生徒さん8名および元顧問の照屋友里先

生、そしてOIST側からは、ノーベル賞受賞者

を含む理事会メンバーと評議委員一同が出席し

ました。

　冒頭挨拶に立ったOISTのジョナサン・ドー

ファン学長は、本展示会が、北窯の陶工の皆さん

が連綿と受け継いでいる伝統的な「やちむん」の

技法について、OIST研究員が最先端研究機器

を駆使して、陶土を混ぜて作る標準土や釉薬の

構成成分の分析を行うなど、科学的に分析した

非常にユニークな企画であることを紹介しまし

た。また、浦添工業高校写真部の生徒さんたち

の作品が展示会をより一層充実したものにして

いると語りました。

　親方を代表してご挨拶された松田米司親方

は、展示会開催のきっかけを作ってくれた

OIST佐二木博士に感謝の念を述べた上で、沖

縄の素晴らしい焼き物の文化をより深く理解す

ると同時に、北窯の焼き物を科学的に分析した

資料を残すことで、伝統を受け継ぐ人たちと貴

重な情報を分かち合いたいとその抱負を述べま

した。また、セレモニーでは北窯の親方4人よ

り、浦添工業高校写真部の生徒4名に表彰状と

記念品の贈呈がありました。

　歴史上、時間の流れとともに忘れ去られてし

まった技法もありますが、今回やちむん作りの

情報を詳細に記録したことで、今ある伝統的技

法を後世に確実に残すことができるでしょう。

ます。「多くの陶工が、伝統的な焼成技術やス

タイルから離れていくなか、北窯は忠実に伝統

を守っています。」

 北窯には、松田米司さんと双子の弟の松田共

司さん、宮城正享さん、與那原正守さんの4名

の親方がおり、OISTとの科学的共同研究の機

会を快く受け入れてくれました。世界に誇る名

工である親方たちでさえ、自分たちが慣れ親し

んだ技法が実際にどのような仕組みの上に成り

立っているのかは知らなかったのです。

　佐二木博士とOIST研究員アニャ・ダニ氏

は、X線回析装置や、蛍光X線分析装置、走査

型電子顕微鏡などの最先端機器を用い、陶土を

混ぜて作る標準土や釉薬の構成成分を分析しま

した。また、焼成の際に温度測定用のチップ

（陶片）を窯全体に設置したことで、陶工たち

は窯内の温度勾配を正確に把握することができ

ました。OISTの研究者たちはこのような測定

方法を駆使することで、望み通りの器を生みだ

すための熱や酸素、釉薬の化学組成、陶土の配

合の組み合わせについて正確に記録することが

できました。

　沖縄科学技術大学院大学（OIST）は、科学

技術分野における国際的な拠点となることを目

指しています。その成功には、より広範な文化
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の伝統的な焼き物である「やちむん」に使われ

る様々な材料や技法を研究しました。本展示会

では、その科学的研究の成果が、200点以上の

焼き物とともに紹介されています。また、沖縄

県立浦添工業高等学校写真部の生徒たちがカメ

ラで追い続け、写真甲子園2014の出展作品に

もなった北窯の陶工たちの制作工程を紹介した

写真21点も同時に展示中です。

　本プロジェクトを率いたOIST研究者の佐二

木健一博士は、「沖縄の伝統と文化の保存へと
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　北窯は読谷村やちむんの里にあり、OISTか

ら南に車で20分ほどの距離です。この県内最

大の13連窯の登窯では、年に5回火入れが行わ

れます。巨大な登窯に何千もの器が詰められた

後、3日3晩窯焚きが行われ、その間北窯の親

方たちと弟子たちは交代で寝ずに火の番をしま

す。このとき窯内の最高温度は1400℃近くま

で上がります。「この貴重な技術を今日も維持

するのは大変なことです」と佐二木博士は語り

　OISTではこれまで様々な芸術作品の展示会

や演奏会、講演会などの多岐にわたる文化イベ

ントを開催してきました。これらの催しは、

OISTひいては沖縄が、多彩な文化や文明が混

ざり合う世界レベルの文化活動の交流拠点へと

発展していけるようにという願いが込められて

います。偉大な芸術作品が科学技術の拠点に居

場所を見つける ― そのような素晴らしい融合

が実現するよう、今後も地元沖縄および国内外

から芸術家や音楽家の方々をご招待し、本学の

多様な国籍の教職員・学生およびその家族が地

域の皆さまと交流することで、文化の発信地と

して発展していくことを目指します。

「北窯×OIST ～伝統と科学～」展に関する詳細は地域連携セ
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はじめに

　ＯＣＶＢはソウルと台北に海外事務所を設置

しており、台北事務所は 1995 年に設立、今年

で 20 周年を迎えます。

　20 年前と現在の台湾―沖縄間の状況は大き

く変化しました。本レポートでは、台湾におけ

る沖縄観光の人気の要因、今後どのように期待

されているのか、それらを過去の経緯を振り返

りながら考察します。

台湾における沖縄観光の位置付け

　台湾の面積は九州とほぼ同じ大きさで、南部

には沖縄と同様にビーチリゾートがあります。

　かつて台湾人が抱いていた沖縄のイメージは、

「田舎」「台湾と食や気候が似ている」「年配の皆

さんが行くところ」などでしたが、最近の状況

は異なります。Hotels.com の調査によると、台

湾観光客が選ぶ 10 大ビーチリゾートランキング

で沖縄が堂々の１位に輝きました（２位がタイ、

３位がフィリピン）。台湾観光客が選ぶ世界 10

大人気地ランキングでも８位に位置します（１

位が東京、２位が大阪、３位が香港）。

　雑誌『ＶＯＧＵＥ』のウェディング特集では、

理想の挙式場所として沖縄が１位になっていま

す。中華航空のホテルパックは世界で 50 以上も

の国・地域を販売していますが、沖縄の販売実

績は３位と高い人気を示しています。

　以前に比べると沖縄に対する印象は確実に変

化しており、女子旅・ウェディング・癒し・健康・

美食・スポーツ・ショッピングといったキーワー

ドで、従来とは全く異なったイメージが定着し

ています。リブランディングを進めたＯＣＶＢ

のプロモーションが、大きく効果を発揮したの

は間違いないでしょう。

日台間オープンスカイ協定後の路線拡大

　2011 年 11 月に日台間でオープンスカイ協定

が締結されたことで、台湾―沖縄間でも航空会

社の新規参入が増え、路線拡大につながりまし

た。ここで指すオープンスカイとは、２カ国間・

地域間での空港の発着枠、航空路線、便数など

台湾人観光客数の増加要因について

訪沖台湾人観光客数の推移

※構成比は、訪沖外国人観光客数に占める台湾人
　観光客数の割合
※訪沖 / 訪日は、訪日台湾人観光客数に占める
　訪沖台湾観光客数の割合

年

2010

2011

2012

2013

2014

人数

119,200

113,000

140,600

235,600

344,100

構成比

41.9%

40.4%

37.3%

42.7%

38.5%

伸び率

7.3%

-5.2%

24.4%

67.6%

46.1%

訪沖 / 訪日

9.4%

11.3%

9.6%

10.7%

12.2%
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が決められる航空協定のことです。これにより

就航を希望する航空会社が容易に就航できるよ

うになります。

　オープンスカイ協定後、中華航空（チャイナ

エアライン）のみだった台北―那覇間の路線に

復興航空、華信航空、Peach Aviation、長榮航

空と複数社が参入しました。結果、台湾から沖

縄への航空利用者数が 2011 年の 54,200 人から、

協定後の 2012 年に 98,100 人となり、43,900

人の増加（81％増）をみせました。

　また、台北―那覇のみだった路線は、台中―

那覇、高雄―那覇、台北―石垣が新たに加わり、

大きな進展をみせました。那覇は台北から75分、

台中から 90 分、高雄から 100 分と飛行時間が

短いため、「一番近い日本」というキャッチコピー

で、お年寄りやファミリーに好まれる路線となっ

ています。

　こうした路線の拡大、座席提供数の増加、LCC

の参入によって、客層の拡大が図られました。

沖縄ならではのＭＩＣＥ

　ＯＣＶＢではＭＩＣＥ誘致のため、台湾の北

から南まで巡るＭＩＣＥキャラバンセミナーを

毎年開催しており、台湾の観光事業者に向けて

豊富なＭＩＣＥメニューを紹介してきました。

大型ＭＩＣＥや国際会議の開催は、県経済に大

きく貢献するため重要なマーケットとなります。

以前は、航空会社が１社しか就航していなかっ

たため、大型ＭＩＣＥの送客が現実的に厳しかっ

たのですが、今では座席提供数が増加したおか

げで大量送客が可能になっています。

　ＯＣＶＢが実施しているＭＩＣＥの空港歓迎

式は、2013 年度が 43 件、2014 年度が 102 件

と大幅に増加しています。また、１社から約

５千名という大型ＭＩＣＥも実現し、実施企業

から「満足度 90％」という高い評価をいただき

ました。旅行費用が安い、距離が近い、街がコ

ンパクトでショッピングに最適といった沖縄の

優位点が評価された結果といえます。

　これらＭＩＣＥは、企業のインセンティブ旅

行をとおして社員のチームワークを良くするだ

けでなく、家族旅行やウェディングといった個

人のリピート旅行につながる効果があると考え

られます。

テーマ別の選べる旅行

　沖縄を訪れる台湾人観光客の割合は約６割が

団体、４割が個人旅行といわれます。その中で

もテーマ別の沖縄旅行が近年増え、特にスポー

ツツーリズムとリゾートウェディングが注目を

集めています。

　スポーツツーリズムに関して、台湾国内ではこ

こ数年、健康志向の高まりを受けて、健康食材や

台湾との航空路線の就航状況

区間 台北（桃園）―那覇
会社 中華航空（チャイナエアライン）
便数 ＣＩ121（週７便）、デイリー
 ＣＩ123（週７便）、デイリー
  ※ 需要に応じて機材変更
 大型機材はＢ747（最大 408 席）
 
区間 台北（桃園）―那覇
会社 復興航空（トランスアジア航空）
便数 GE681（週 3 便）、月・木・日
 GE681（週 4 便）、火・水・金・土
 
区間 台北（桃園）―那覇
会社 Peach Aviation
便数 MM965（週 7 便）、デイリー
  ※ 那覇空港貨物ターミナル利用
 
区間 台北（桃園）―那覇
会社 長榮航空（エバー航空）
便数 BR113/BR185（週 7 便）、デイリー
  ※ 2015 年 5 月 4 日よりﾀﾞﾌﾞﾙﾃﾞｲﾘｰ運航
 
区間 台中―那覇
会社 華信航空（マンダリン航空）
便数 AE283（週 2 便）、水・土
 
区間 高雄―那覇
会社 華信航空（マンダリン航空）
便数 AE281（週 7 便）、デイリー
  ※ 2015 年 3 月 29 日よりﾃﾞｲﾘｰ運航
 
区間 台北（桃園）―石垣
会社 中華航空（チャイナエアライン）
便数 CI125（週 2 便）、水・土
  ※ 2015 年 3 月 29 日より運航再開
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スポーツイベントが非常に人気で、その延長線上

に海外（＝沖縄）のスポーツイベントに参加する

人々が増えているという状況があります。

　「ＮＡＨＡマラソン」には、2013 年に約 100 名、

2014 年に約 850 名と多くの台湾人が参加、昨

年は家族や応援団を含め約 1,500 名もの台湾人

が訪沖したと推測されます。「ツール・ド・おき

なわ」には、台湾から１つの旅行社だけで 100

名もの送客がありました。これらのスポーツイ

ベントは、沖縄観光の閑散期である冬場に行わ

れ集客につなげている点で特筆に値します。

　リゾートウェディングに関しては、ＯＣＶＢ

が３年前から力を入れてプロモーションしてお

り、沖縄リゾートウェディングフェアや商品販

売会、台湾芸能人を起用したキャンペーンなど

多くの取り組みを行ってきました。その結果、

挙式実施数は 2012 年度が 123 組、2013 年度が

270 組、2014 年度が 369 組と飛躍的に増加し

ています。チャペルウェディング以外にも沖縄

の美しい景色を利用したフォトウェディングや、

新郎新婦のほか家族、親せき、友人などゲスト

を含んだ旅行スタイルが人気で、アフターウェ

ディングとしての沖縄観光も定番コースとなっ

ています。

　挙式の平均費用は、50 万円～ 80 万円と高く、

宿泊ホテル単価も高くなるため、リゾートウェ

ディングは沖縄観光の底上げに欠かせないテーマ

となっています。お年寄りや子どもの参加も多い

挙式ですが、飛行機で 75 分の沖縄は体の負担が

少なく、安心・安全な日本というイメージが寄与

し、東南アジア諸国と比べて優位にあります。ま

た、グアムやハワイなど長距離かつ費用もかかる

リゾート地と比較しても、沖縄は非常に魅力的な

ウェディングの場所となっています。

　以上のように台湾での沖縄観光の人気は確実

に高まっていますが、円安や昨年から始まった

外国人向けの免税制度が、観光客数の増加をさ

らに促進していることは言うまでもありません。

　リピーターの引き上げ、旅行単価の抑制、離

島強化、受入体制の整備といった課題も多いの

ですが、台湾には未開拓のテーマも多くあり、「伸

びしろ」は大きいと言えます。今後も県内の観

光事業者と連携し、官民一体となって沖縄観光

の新たな構築を図っていきます。

　結びに、沖縄県が実施した海外観光客満足度調

査によると、海外観光客が最も満足と感じたのが

「おもてなし」のホスピタリティーでした。県民

の「おもてなし」の心が観光客を動かし、誘客の

急増につながっているならば、これ以上に誇れる

要因はないと言えるのではないでしょうか。

問い合わせ先　
一般財団法人　沖縄観光コンベンションビューロー　企画総務部広報課
〒 901-0152　沖縄県那覇市字小禄 1831-1　沖縄産業支援センター 2階

Mail　pub@ocvb.or.jp
TEL　098-851-9678
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はじめに 

　皆様こんにちは。沖縄県香港事務所の村井です。

例年ゴールデンウィーク明け頃に梅雨入りする沖

縄ですが、今年は平年より若干遅い梅雨入りと

なったようですね。香港には「梅雨」という単語

や概念がなく、この時期は「雨が多い時期」と表

現するのだそうです。

　今回、香港からのアジア便りは香港における不

動産状況について①不動産価格の推移②政府の不

動産価格抑制策③不動産価格高騰による地域経済

及び香港人への影響についてお伝えしたいと思い

ます。

　アジアにおける中核都市としての地位をシンガ

ポールと二分している香港は多数の日系企業が拠

点を設置し、中国へのゲートウェイとして今後も

重要な役割を担っていくと考えられます。しかし、

企業経営における不動産コストは他のアジア主要

都市に比べ非常に割高であり経営に与える影響が

大きいのが現状です。この割高な不動産価格は企

業のみならずそこに住む香港の人々にも大きな影

響を与えています。

１．不動産価格の推移

　まず、不動産価格の推移についてお伝えします。

2004 年を１として算出しおりますが、2008 年

のリーマンショックで下落して以降、わずか 4

〜 5 年の間に急激な値上がりを見せています。

この間、物価上昇率も含む名目 GDP の成長率が

10 年で 1.46 倍に留まっていることを考えると、

いかに不動産価格が極端な値上がりを見せてい

るかがお判り頂けるのではないでしょうか。

　また、各年の第 1 四半期（Q1）における不

動産取引件数、金額を比較すると、次項にて説

明する不動産価格抑制策の影響で 2014 年は取

引件数、金額ともに減少したものの、2015 年

は再び増加に転じ不動産に対する取引需要は依

然衰えを見せていません。

レポーター
村井　俊秀（琉球銀行）

沖縄県香港事務所に出向中
（副所長）

香港における不動産状況について

vol.84
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香港の不動産価格の推移（2004 年を 1として算出）

出所：香港政府統計処
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　次に家賃推移についてですが、オフィス家賃、

住宅家賃、店舗家賃それぞれ同様の動きを見せ

ています。

　2002 年〜 2003 年にかけて大流行した新型

インフルエンザウィルス SARS の影響により

経済環境が悪化し下落しました。その後上昇基

調になりましたが 2008 年のリーマンショック

をきっかけに大幅な下落を見せました。

　不動産価格及び家賃価格の急激な高騰はリー

マンショック後の中国政府の景気回復策として

実施されたいわゆる「4 兆元（約 78 兆円、1

元≒ 19.5 円）投資」により中国から大量に資

金が流れ込んできたからだといわれています。

 
出所：香港政府土地登記所

出所：香港政府土地登記所

家賃の高騰著しい香港島セントラル周辺

不動産屋店頭の分譲住宅広告

400

500

600

700

800

港
ド
ル

／
㎡

香港オフィス家賃（地区別推移）

上環

中區
SARS流行

リーマンショック

0

100

200

300

400

500

19
99

年

20
00

年

20
01

年

20
02

年

20
03

年

20
04

年

20
05

年

20
06

年

20
07

年

20
08

年

20
09

年

20
10

年

20
11

年

20
12

年

20
13

年

20
14

年

単
位

：
香

港
ド
ル

／ 上環

中區

灣仔・銅鑼灣

北角・魚涌

尖沙咀

油麻地・旺角

SARS流行

19
99

20
00

20
01

20
02

20
03

20
04

20
05

20
06

20
07

20
08

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

400

500

㎡

香港住宅家賃推移（各グレード平均）

0

100

200

300

400

500

19
99

年

20
00

年

20
01

年

20
02

年

20
03

年

20
04

年

20
05

年

20
06

年

20
07

年

20
08

年

20
09

年

20
10

年

20
11

年

20
12

年

20
13

年

20
14

年

単
位

：
香

港
ド
ル

/㎡

港島

九龍

新界

19
99

年

20
00

年

20
01

年

20
02

年

20
03

年

20
04

年

20
05

年

20
06

年

20
07

年

20
08

年

20
09

年

20
10

年

20
11

年

20
12

年

20
13

年

20
14

年

第 1四半期住宅・非住宅取引推移

第 1四半期住宅用不動産制約推移

　 出所：香港政府統計処（上下とも）



アジア便り  香港  

H

O
NG  KON

G
 

アジア便り  香港  

17

２．香港政府の価格抑制策

　上記のような不動産価格高騰の抑制策として

政府は特に住宅価格の抑制を図るために矢継ぎ

早に政策を打ち出しています。その政策は大き

く分けて以下の 2 種類です。

1 直接的抑制策として不動産取引そのものの税

率引き上げ（転売しづらくさせる）

2 間接的抑制策として住宅ローン融資額上限の

引き下げ（借りにくくさせる）

≪特別印紙税（SSD）概要≫

　投機的な短期売買抑制を目的に導入。

≪購入者印紙税（BSD）概要≫

　高騰する居住用不動産の価格に対する香港住

民の不満を抑制するために設置。香港に居住し

ない者による投機的な居住用不動産の購入の抑

制を狙い、香港永久居民（永久居住権取得者）

が自らの居住用に購入・譲受した居住用不動産　　

を除く全ての居住用不動産について、物件の購

入者に対して課税される。税率は一律15％です。

　出所：香港政府土地登記所

高級ブランド店がひしめく商業ビル

香港島から九龍側にそびえる高層ビル群

　 << 特別印紙税 >>（SSD)

<< 印紙税 >>（SD)
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3年以内の譲渡

2010年11月20日〜2012年10月26日の取得 15% 10% 5% -

2012年10月27 %01%01%51%02得取の降以日

出所：香港政府、税務局

2百万ドル以下
2百万ドル超3百

万ドル以下
3百万ドル超4百

万ドル以下
4百万ドル超6百

万ドル以下
6百万ドル超2千

万ドル以下
2千万ドル超

2010年4月1日〜2013年2月22日の取得 HKD100 1.50% 2.25% 3.00% 3.75% 4.25%

2013年2月23 %05.8%05.7%00.6%05.4%00.3%05.1得取の降以日

出所：香港政府、税務局

物件価格
印紙税の税率
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≪印紙税（SD）概要≫

　1992 年 1 月に導入された既存の印紙税。住

宅以外も含む物件購入時に支払う印紙税を最高

8.5％まで引き上げ。

【計算例】香港非居住者が 1,000 万 HKD（約

１億６千万円）の物件を購入して半年以内に売

却した場合の印紙税額。

1,000 万 HKD ×（ 印 紙 税 7.5 ％ +SSD20 ％

+BSD15％）＝ 425 万 HKD（約 6,800 万円）

３．不動産価格高騰による地域経済及び

　　香港人への影響

　不動産価格高騰は地域経済及びそこに住む香

港人にも大きな影響を及ぼしています。不動産

価格が高騰する中、中国政府が打ち出している

「倹約令」の影響により香港における小売業の

売上は伸び悩みを見せています。

　特に香港では高い家賃を支払うため利益率の

高い宝飾・貴金属店が軒を連ねていますが、そ

のターゲットは大陸からの中国人富裕層なので

す。しかし最近、彼らの消費が低下したことで

宝飾・貴金属店では賃貸借契約更改をきっかけ

に閉鎖する店舗が目立ってきています。家賃引

き下げを実施している店舗オーナーも現れてき

ており不動産の需要と供給のバランスは大きな

転換期を迎えているかもしれません。

　また、そこに住む香港人にとって高騰する家

賃は家計に直結しており、狭い家の中で 3 世

代 5 名が住んでいるということはよくある話

です。

　先日政府が打ち出した住宅ローン融資限度額

の引き下げは投機的な不動産売買を抑制するも

のの、香港人にとっての住宅取得のハードルを

上げるものでもあるので住宅購入を諦めた人々

のニーズが賃借住宅にシフトし、住宅家賃価格

の押し上げを生み出す現象も起こっています。

このような状況から海外へ移住するケースが近

年増加傾向にあります。特に台湾は移住先とし

て香港から近く、言語が通じ易い等の理由から

人気となっており、次表のとおり台湾で居留許

可を取得した香港人は増加しています。

最後に

　アジアにおける中核都市、中国へのゲート

ウェイとして発展を続けている香港ですが、そ

の背景には様々な問題も抱えています。2017

年には香港特別行政区のトップを選ぶ行政長官

選挙も控えています。香港は真にあらゆる面で

変化する局面に差し掛かっているのではないで

しょうか。

　次回は当所が携わったイベントも紹介しま

す。
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ビジネスクラブ主催
管理職・経営者層向けセミナーを開催しました！

レポート

「りゅうぎんビジネスクラブ事務局」（琉球銀行コンサルティング営業部内）

TEL：098-860-3817（担当：赤嶺、真栄城）までお願いいたします。
1 別途りゅうぎんビジネスサイトへの申込（無料）が必要になります。
2 審査の結果、ご希望に添えない場合もございますので、あらかじめご了承下さい。

お問い
合わせ

RYUGIN BUSINESS CLUB りゅうぎんビジネスクラブ

入会のご案内
　琉球銀行の経営理念である「地域から親しまれ、信頼され、地域社会の発展に寄与する銀行」を実践

するべく、お取引先企業への情報支援サービスの提供を目的に会員制組織「りゅうぎんビジネスクラ

ブ」を設立し、各種セミナーの開催や情報のご提供、県外での商談会など様々なサービスを実施してお

ります。

サービスの
ご　案　内

その他の
サービス

ビジネスクラブ会員企業トップと弊行
役員との親睦の場を兼ねたトップセミ
ナーや実務セミナーに無料で参加いた
だけます。
【最近の実績】
H26.２.５  北川正恭氏「トップセミナー」
H26.５.22  リーダーシップ強化セミナー（若手リーダー向け）
H26.10.21  モチベーションコントロールセミナー（経営者層向け）

■各種セミナーの開催による情報等の提供
企業経営者や経営幹部を対象にした、
ビジネススクールの運営を実施してお
ります。

【著名な講師例】
・第1期　酒巻 久 　キヤノン電子㈱社長
・第2期　鈴木 喬　 エステー㈱会長
・第3期　出口 治明 ライフネット生命保険㈱会長兼ＣＥＯ
・第4期　宗次 德二 ㈱壱番屋 創業者特別顧問

■「りゅうぎんマネジメントスクール」の開講

企業運営に有益な情報が盛り込まれた
「経営参考小冊子」をお届けいたします。

【内容例】

・部下をやる気にさせる上司のひと言

・どんな仕事もうまくいく「気づかい」の習慣

■「経営参考小冊子」の定期配送
税務・会計・法務・人事・労務など、経営のお役
に立つ情報レターを毎週FAX配信いたします。

【内容例】

・「最少時間」で「最高の結果」を出す！

・若手社員向け・簡単な「経営指標」の見方

■「りゅうぎんビジネスフラッシュ」定期配信

公認会計士・税理士・司法書士・中小企業
診断士・社会保険労務士・行政書士など
の各種専門家を無料で派遣し、会員企業
様の「経営課題」に対し、会員企業様・専
門家・琉球銀行が一体となって取り組む
サービスです。
※1社につき年1回ご利用になれます。

「会員専用サイト」を利用した、タイム
リーな各種経営情報の提供をおこなっ
ております。

【内容例】

・産業別ニュース21　・ビジネスレポート

・経営課題解決ナビ　・ビジネスマッチング

■専門家派遣サービス

■融資利率の優遇
りゅうぎんビジネスクラブ会員企業の皆様に一部融資商品（ベストサポーター、順風満

帆）について、融資金利の優遇を実施しております2。詳細は取引店担当者にお問い合わ

せ下さい。

「りゅうぎんビジネスクラブ入会申込書」及び「りゅうぎんビジネスサ
イト利用申込書」に必要事項を記入の上、取引店担当者に提出下さい。

入会金は不要です。

年会費は20,000円です。　※お申込月の翌々月4日ご指定口座より引落となります

■りゅうぎんビジネスサイトによる
　経営情報等の提供1

りゅうぎんビジネスクラブ
入会申込方法

年会費 20,000円

1

2
3

コンサルティング営業部内　りゅうぎんビジネスクラブ事務局　赤嶺・真栄城

　りゅうぎんビジネスクラブ（代表 金城 棟啓）

では、平成25年10月17日（木）浦添市産業振興セ

ンター「結の街」にて、マインドセットジャパン

㈱ 代表取締役 服部 英彦（はっとり えいげん）

氏を講師にお迎えし、「～なぜあの組織の人材は

成長が早く強いのか～ 進化し続ける 人と組織

の創造」と題し、セミナーを開催致しました。

　本セミナーは、ご好評いただいている実務セ

ミナーの中でも管理職・経営者層向けにテーマ

を絞ったセミナーで、クラブ会員企業から31社

47名が参加致しました。

　講師の服部氏は、リクルートグループ（現リ

クルートHRマーケティング）に入社後、東証一

部上場企業の新規事業営業課長や日本データ

ビジョン㈱専務取締役・代表取締役を歴任さ

れ、多くの企業の人材採用や人材育成プログラ

ムの開発と実施に携わられました。現在は、過

去の経験を活かした講演活動を多くの企業や

大学にてされております。当クラブの各種セミ

ナーでもご講演され、その都度高い評価をいた

だいております。

　講義の前半では、グループ対抗のゲームを行

い、限られた時間の中でチームワークを高め、

より成果を出すために求められるリーダーの

役割や戦略の重要性を学びました。また、講義

の後半では、人と組織を高める合理的思考や姿

勢について、服部氏が実体験などを交えながら

解説しました。

　参加者からは、「ゲーム感覚のグループワーク

はとても楽しく、新たな発見があった」、「戦略と

戦術の使い分けなど、興味深い内容だった」、「時

間を忘れるくらい講義に引き込まれていた」な

どのコメントをいただき、大変充実した内容と

なりました。

会場の様子 講義中の服部氏

グループワークの様子

入会のご案内 レポート
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「第5期りゅうぎんマネジメントスクール（第2回）」
を開催しました

レポート

「りゅうぎんビジネスクラブ事務局」（琉球銀行コンサルティング営業部内）

TEL：098-860-3817（担当：楊、真栄城）までお願いいたします。
1 別途りゅうぎんビジネスサイトへの申込（無料）が必要になります。
2 審査の結果、ご希望に添えない場合もございますので、あらかじめご了承下さい。

お問い
合わせ

RYUGIN BUSINESS CLUB りゅうぎんビジネスクラブ

入会のご案内
　琉球銀行の経営理念である「地域から親しまれ、信頼され、地域社会の発展に寄与する銀行」を実践

するべく、お取引先企業への情報支援サービスの提供を目的に会員制組織「りゅうぎんビジネスクラ

ブ」を設立し、各種セミナーの開催や情報のご提供、県外での商談会など様々なサービスを実施してお

ります。

サービスの
ご　案　内

その他の
サービス

ビジネスクラブ会員企業トップと弊行
役員との親睦の場を兼ねたトップセミ
ナーや実務セミナーに無料で参加いた
だけます。
【最近の実績】
H26.５.22  リーダーシップ強化セミナー（若手リーダー向け）
H26.10.21  モチベーションコントロールセミナー（経営者層向け）
H27.２.26  森永卓郎氏「トップセミナー」

■各種セミナーの開催による情報等の提供
企業経営者や経営幹部を対象にした、
ビジネススクールの運営を実施してお
ります。
※別途受講料が必要になります。

【著名な講師例】
・第1期　酒巻 久 　キヤノン電子㈱社長
・第2期　鈴木 喬　 エステー㈱会長
・第3期　出口 治明 ライフネット生命保険㈱会長兼ＣＥＯ
・第4期　宗次 德二 ㈱壱番屋 創業者特別顧問

■「りゅうぎんマネジメントスクール」の開講

企業運営に有益な情報が盛り込まれた
「経営参考小冊子」をお届けいたします。

【内容例】

・部下をやる気にさせる上司のひと言

・どんな仕事もうまくいく「気づかい」の習慣

■「経営参考小冊子」の定期配送
税務・会計・法務・人事・労務など、経営のお役
に立つ情報レターを毎週FAX配信いたします。

【内容例】

・「最少時間」で「最高の結果」を出す！

・若手社員向け・簡単な「経営指標」の見方

■「りゅうぎんビジネスフラッシュ」定期配信

公認会計士・税理士・司法書士・中小企業
診断士・社会保険労務士・行政書士など
の各種専門家を無料で派遣し、会員企業
様の「経営課題」に対し、会員企業様・専
門家・琉球銀行が一体となって取り組む
サービスです。
※1社につき年1回ご利用になれます。

「会員専用サイト」を利用した、タイム
リーな各種経営情報の提供をおこなっ
ております。

【内容例】

・産業別ニュース21　・ビジネスレポート

・経営課題解決ナビ　・ビジネスマッチング

■専門家派遣サービス

■融資利率の優遇
りゅうぎんビジネスクラブ会員企業の皆様に一部融資商品（ベストサポーター、順風満

帆）について、融資金利の優遇を実施しております2。詳細は取引店担当者にお問い合わ

せ下さい。

「りゅうぎんビジネスクラブ入会申込書」及び「りゅうぎんビジネスサ
イト利用申込書」に必要事項を記入の上、取引店担当者に提出下さい。

入会金は不要です。

年会費は20,000円です。　※お申込月の翌々月4日ご指定口座より引落となります。

■りゅうぎんビジネスサイトによる
　経営情報等の提供1

りゅうぎんビジネスクラブ
入会申込方法

年会費 20,000円

1

2
3

コンサルティング営業部内　りゅうぎんビジネスクラブ事務局　楊・真栄城

　りゅうぎんビジネスクラブでは、平成27年5月13日（水）に沖縄県立博物館・美術館にて、「第5期

りゅうぎんマネジメントスクール」の第2回を開催致しました。

　当スクールは、当行お取引先の経営者や後継予定者、経営幹部の方を対象に、企業経営に必須な

知識の習得を目的としたビジネススクールで、4月から9月まで全6回7講義を行います。

　今回は売上向上・マーケティングをテーマ

に、「成功事例から学ぶ！中小企業売上UPへ

の道」と題し、静岡県の富士市産業支援セン

ターf-Bizセンター長で株式会社イドム 代表

取締役の小出 宗昭（こいで むねあき）氏にご

講義いただきました。

　小出氏は、年間延べ約3,000件の経営相談

を受け、多くの企業の経営改善や新規事業立

ち上げに携わっている方です。

　講義では、実際にあった事例を基に、ビジネ

スチャンスを創るためのポイントや取り組み

について解説していただきました。受講生からは、事例についての具体的な質問が多く寄せられ、

あらためてマーケティングに対する関心の高さが窺えました。

　講義終了後のアンケートでは、「知恵や創意工夫でビジネスチャンスが大きく広がるということ

を学んだ」、「視野を広く持ち、自社の真のセールスポイントに気付くことが大切だと感じた」など

の感想をいただきました。

講義中の小出氏

入会のご案内 レポート

会場の様子
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ビジネスクラブ主催
管理職・経営者層向けセミナーを開催しました！

レポート

「りゅうぎんビジネスクラブ事務局」（琉球銀行コンサルティング営業部内）

TEL：098-860-3817（担当：赤嶺、真栄城）までお願いいたします。
1 別途りゅうぎんビジネスサイトへの申込（無料）が必要になります。
2 審査の結果、ご希望に添えない場合もございますので、あらかじめご了承下さい。

お問い
合わせ

RYUGIN BUSINESS CLUB りゅうぎんビジネスクラブ

入会のご案内
　琉球銀行の経営理念である「地域から親しまれ、信頼され、地域社会の発展に寄与する銀行」を実践

するべく、お取引先企業への情報支援サービスの提供を目的に会員制組織「りゅうぎんビジネスクラ

ブ」を設立し、各種セミナーの開催や情報のご提供、県外での商談会など様々なサービスを実施してお

ります。

サービスの
ご　案　内

その他の
サービス

ビジネスクラブ会員企業トップと弊行
役員との親睦の場を兼ねたトップセミ
ナーや実務セミナーに無料で参加いた
だけます。
【最近の実績】
H26.２.５  北川正恭氏「トップセミナー」
H26.５.22  リーダーシップ強化セミナー（若手リーダー向け）
H26.10.21  モチベーションコントロールセミナー（経営者層向け）

■各種セミナーの開催による情報等の提供
企業経営者や経営幹部を対象にした、
ビジネススクールの運営を実施してお
ります。

【著名な講師例】
・第1期　酒巻 久 　キヤノン電子㈱社長
・第2期　鈴木 喬　 エステー㈱会長
・第3期　出口 治明 ライフネット生命保険㈱会長兼ＣＥＯ
・第4期　宗次 德二 ㈱壱番屋 創業者特別顧問

■「りゅうぎんマネジメントスクール」の開講

企業運営に有益な情報が盛り込まれた
「経営参考小冊子」をお届けいたします。

【内容例】

・部下をやる気にさせる上司のひと言

・どんな仕事もうまくいく「気づかい」の習慣

■「経営参考小冊子」の定期配送
税務・会計・法務・人事・労務など、経営のお役
に立つ情報レターを毎週FAX配信いたします。

【内容例】

・「最少時間」で「最高の結果」を出す！

・若手社員向け・簡単な「経営指標」の見方

■「りゅうぎんビジネスフラッシュ」定期配信

公認会計士・税理士・司法書士・中小企業
診断士・社会保険労務士・行政書士など
の各種専門家を無料で派遣し、会員企業
様の「経営課題」に対し、会員企業様・専
門家・琉球銀行が一体となって取り組む
サービスです。
※1社につき年1回ご利用になれます。

「会員専用サイト」を利用した、タイム
リーな各種経営情報の提供をおこなっ
ております。

【内容例】

・産業別ニュース21　・ビジネスレポート

・経営課題解決ナビ　・ビジネスマッチング

■専門家派遣サービス

■融資利率の優遇
りゅうぎんビジネスクラブ会員企業の皆様に一部融資商品（ベストサポーター、順風満

帆）について、融資金利の優遇を実施しております2。詳細は取引店担当者にお問い合わ

せ下さい。

「りゅうぎんビジネスクラブ入会申込書」及び「りゅうぎんビジネスサ
イト利用申込書」に必要事項を記入の上、取引店担当者に提出下さい。

入会金は不要です。

年会費は20,000円です。　※お申込月の翌々月4日ご指定口座より引落となります

■りゅうぎんビジネスサイトによる
　経営情報等の提供1

りゅうぎんビジネスクラブ
入会申込方法

年会費 20,000円

1

2
3

コンサルティング営業部内　りゅうぎんビジネスクラブ事務局　赤嶺・真栄城

　りゅうぎんビジネスクラブ（代表 金城 棟啓）

では、平成25年10月17日（木）浦添市産業振興セ

ンター「結の街」にて、マインドセットジャパン

㈱ 代表取締役 服部 英彦（はっとり えいげん）

氏を講師にお迎えし、「～なぜあの組織の人材は

成長が早く強いのか～ 進化し続ける 人と組織

の創造」と題し、セミナーを開催致しました。

　本セミナーは、ご好評いただいている実務セ

ミナーの中でも管理職・経営者層向けにテーマ

を絞ったセミナーで、クラブ会員企業から31社

47名が参加致しました。

　講師の服部氏は、リクルートグループ（現リ

クルートHRマーケティング）に入社後、東証一

部上場企業の新規事業営業課長や日本データ

ビジョン㈱専務取締役・代表取締役を歴任さ

れ、多くの企業の人材採用や人材育成プログラ

ムの開発と実施に携わられました。現在は、過

去の経験を活かした講演活動を多くの企業や

大学にてされております。当クラブの各種セミ

ナーでもご講演され、その都度高い評価をいた

だいております。

　講義の前半では、グループ対抗のゲームを行

い、限られた時間の中でチームワークを高め、

より成果を出すために求められるリーダーの

役割や戦略の重要性を学びました。また、講義

の後半では、人と組織を高める合理的思考や姿

勢について、服部氏が実体験などを交えながら

解説しました。

　参加者からは、「ゲーム感覚のグループワーク

はとても楽しく、新たな発見があった」、「戦略と

戦術の使い分けなど、興味深い内容だった」、「時

間を忘れるくらい講義に引き込まれていた」な

どのコメントをいただき、大変充実した内容と

なりました。

会場の様子 講義中の服部氏

グループワークの様子

入会のご案内 レポート
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「第5期りゅうぎんマネジメントスクール（第2回）」
を開催しました

レポート

「りゅうぎんビジネスクラブ事務局」（琉球銀行コンサルティング営業部内）

TEL：098-860-3817（担当：楊、真栄城）までお願いいたします。
1 別途りゅうぎんビジネスサイトへの申込（無料）が必要になります。
2 審査の結果、ご希望に添えない場合もございますので、あらかじめご了承下さい。

お問い
合わせ

RYUGIN BUSINESS CLUB りゅうぎんビジネスクラブ

入会のご案内
　琉球銀行の経営理念である「地域から親しまれ、信頼され、地域社会の発展に寄与する銀行」を実践

するべく、お取引先企業への情報支援サービスの提供を目的に会員制組織「りゅうぎんビジネスクラ

ブ」を設立し、各種セミナーの開催や情報のご提供、県外での商談会など様々なサービスを実施してお

ります。

サービスの
ご　案　内

その他の
サービス

ビジネスクラブ会員企業トップと弊行
役員との親睦の場を兼ねたトップセミ
ナーや実務セミナーに無料で参加いた
だけます。
【最近の実績】
H26.５.22  リーダーシップ強化セミナー（若手リーダー向け）
H26.10.21  モチベーションコントロールセミナー（経営者層向け）
H27.２.26  森永卓郎氏「トップセミナー」

■各種セミナーの開催による情報等の提供
企業経営者や経営幹部を対象にした、
ビジネススクールの運営を実施してお
ります。
※別途受講料が必要になります。

【著名な講師例】
・第1期　酒巻 久 　キヤノン電子㈱社長
・第2期　鈴木 喬　 エステー㈱会長
・第3期　出口 治明 ライフネット生命保険㈱会長兼ＣＥＯ
・第4期　宗次 德二 ㈱壱番屋 創業者特別顧問

■「りゅうぎんマネジメントスクール」の開講

企業運営に有益な情報が盛り込まれた
「経営参考小冊子」をお届けいたします。

【内容例】

・部下をやる気にさせる上司のひと言

・どんな仕事もうまくいく「気づかい」の習慣

■「経営参考小冊子」の定期配送
税務・会計・法務・人事・労務など、経営のお役
に立つ情報レターを毎週FAX配信いたします。

【内容例】

・「最少時間」で「最高の結果」を出す！

・若手社員向け・簡単な「経営指標」の見方

■「りゅうぎんビジネスフラッシュ」定期配信

公認会計士・税理士・司法書士・中小企業
診断士・社会保険労務士・行政書士など
の各種専門家を無料で派遣し、会員企業
様の「経営課題」に対し、会員企業様・専
門家・琉球銀行が一体となって取り組む
サービスです。
※1社につき年1回ご利用になれます。

「会員専用サイト」を利用した、タイム
リーな各種経営情報の提供をおこなっ
ております。

【内容例】

・産業別ニュース21　・ビジネスレポート

・経営課題解決ナビ　・ビジネスマッチング

■専門家派遣サービス

■融資利率の優遇
りゅうぎんビジネスクラブ会員企業の皆様に一部融資商品（ベストサポーター、順風満

帆）について、融資金利の優遇を実施しております2。詳細は取引店担当者にお問い合わ

せ下さい。

「りゅうぎんビジネスクラブ入会申込書」及び「りゅうぎんビジネスサ
イト利用申込書」に必要事項を記入の上、取引店担当者に提出下さい。

入会金は不要です。

年会費は20,000円です。　※お申込月の翌々月4日ご指定口座より引落となります。

■りゅうぎんビジネスサイトによる
　経営情報等の提供1

りゅうぎんビジネスクラブ
入会申込方法

年会費 20,000円

1

2
3

コンサルティング営業部内　りゅうぎんビジネスクラブ事務局　楊・真栄城

　りゅうぎんビジネスクラブでは、平成27年5月13日（水）に沖縄県立博物館・美術館にて、「第5期

りゅうぎんマネジメントスクール」の第2回を開催致しました。

　当スクールは、当行お取引先の経営者や後継予定者、経営幹部の方を対象に、企業経営に必須な

知識の習得を目的としたビジネススクールで、4月から9月まで全6回7講義を行います。

　今回は売上向上・マーケティングをテーマ

に、「成功事例から学ぶ！中小企業売上UPへ

の道」と題し、静岡県の富士市産業支援セン

ターf-Bizセンター長で株式会社イドム 代表

取締役の小出 宗昭（こいで むねあき）氏にご

講義いただきました。

　小出氏は、年間延べ約3,000件の経営相談

を受け、多くの企業の経営改善や新規事業立

ち上げに携わっている方です。

　講義では、実際にあった事例を基に、ビジネ

スチャンスを創るためのポイントや取り組み

について解説していただきました。受講生からは、事例についての具体的な質問が多く寄せられ、

あらためてマーケティングに対する関心の高さが窺えました。

　講義終了後のアンケートでは、「知恵や創意工夫でビジネスチャンスが大きく広がるということ

を学んだ」、「視野を広く持ち、自社の真のセールスポイントに気付くことが大切だと感じた」など
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講義中の小出氏

入会のご案内 レポート

会場の様子
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　沖縄では、アジアとの距離的近接性いわゆる
「地の利」を活かしたアジアゲートウェイを目指
し、那覇空港や那覇港をハブとした沖縄国際物
流ハブ構築に向けたハード、ソフトの振興策が
展開されており、沖縄県内の企業においても、
貿易や海外進出等、アジアビジネスが活発化し
ています。一方、対応できるグローバル人材の
不足も指摘されていることから、沖縄総合事務
局では、人材の育成・確保について検討を行い、
その方向性について報告書をとりまとめました。

　経済界・支援機関等と沖縄におけるグローバ
ル人材育成像や育成方法などを議論した結果、
グローバル人材像について、「自らの判断軸を
持ちつつ、異文化や価値観を受け入れ、スピー
ド感と成功イメージを持つことが必要であるこ
と。」、「理論をしっかりと学びつつも、海外に出
て実践を積み重ねることの重要性」及び「沖縄
県内における専門知識のある通訳や法律・関税
制度など相手国の事情に精通しているスタッフ
層の不足。」が指摘されました。
　グローバル人材育成をピラミッドの層として
考え、「各階層に応じたカリキュラムの実施」や

「海外での人脈を繋ぐようなプログラムの必要
性」が提言されました。現在のプログラムの座
学と連動し、東南アジアにおける人脈の中継地
のシンガポールへの人材派遣を実施することが
より有効なプログラムであることも提言されま
した。

　産業界のニーズを捉え、具体的な人材育成方
策やカリキュラムを体系立てて考え、実際に実
行するプラットフォームとして、沖縄経済同友
会、沖縄県産業振興公社、中小機構沖縄事務所、
JETRO 沖縄、琉球大学、沖縄県、JICA 沖縄国
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沖縄総合事務局をメンバーとする「グローバル

人材育成プラットフォーム会議」の立ち上げが
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http://ogb.go.jp/keisan/13049/index.html

1 グローバル人材育成プラットフォーム会議の
設置

沖縄における
グローバル人材育成について

http://ogb.go.jp/keisan/index.html

■本記事に関するお問い合わせについて
　内閣府沖縄総合事務局
　経済産業部商務通商課

TEL：098-866-1731

内閣府沖縄総合事務局
経済産業部

2 県内企業の外国人材の活用

【グローバル人材育成プラットフォーム会議　イメージ】



北中城村

事業主体

関係地域

事業目的

事業概要

事業期間

主体名：医療法人沖縄徳洲会（理事長 鈴木隆夫）
住　所：沖縄県沖縄市照屋3-20-1　電話：098-934-0550

2014年3月～2016年2月（2016年4月1日開院予定）

病床数 331床

医療法人沖縄徳洲会 中部徳洲会病院新築移転施設整備事業事業名 ： 

・大規模災害時の防災拠点として、免震・省エネ仕様で非常用発電装置を完備した病院を建設し、「災 
  害拠点病院」の指定を目指す。
・屋上ヘリポートを設置し、北部地域や中南部の離島患者の受け入れ態勢を強化する。

事業規模

事 業 費

・中部徳洲会病院は、開院以来「365日、24時間、いつでも、誰でも受けられる高度な医療」を前提に
沖縄中部地域の中核病院として、救急医療、急性期・慢性期疾患の治療、予防医療の充実に力を
入れてきた。

・新病院は、北中城村アワセ土地区画整理事業地（東京ドーム10個分にあたる約14万5千坪の総面
積と海抜95ｍの立地）の一角に大規模災害時の防災拠点として、免震・省エネ仕様で非常用発電
装置を完備し「災害拠点病院」の指定を目指す。また、屋上ヘリポートを設置し、北部地域や中南
部の離島患者の受け入れ態勢も強化する。

・さらに、海外から「最先端の医療技術」と「より良い品質の高い医療」を求めて渡航する「医療
ツーリズム」も受け入れる。今後の医療の国際化を見据え、アジアにおける沖縄の地理的優位性
を活かし、世界に通用する病院を目指すとともに、沖縄の観光資源を生かし、拡大が見込まれる
医療観光の需要を積極的に取り込んでいく方針である。

・進捗率45％（平成27年4月25日現在）で工事は順調に進んでおり、2016年2月の建物完成を目指す。

経 　 緯

現況及び

見 通 し

所 在 地：沖縄県中頭郡北中城村アワセ土地区画整理事業地内2街区1番
敷地面積：40,632㎡
延床面積：50,194㎡
階　　数：地上12階（免震構造）、ヘリポート
構　　造：鉄筋鉄骨コンクリート造＋鉄骨造
駐 車 場：約1,000台
診療科目：救急総合診療部、内科、神経科、呼吸器科、胃腸科、消化器科、循環器科、小児科、外科、整

形外科、形成外科、脳神経外科、呼吸器外科、泌尿器科、心臓血管外科、皮膚科、性病科、肛
門科、婦人科、眼科、気管食道科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、放射線科、麻酔科、
歯科、歯科口腔外科、病理診断科、臨床検査科

・2012年 3 月  北中城村アワセゴルフ場地区まちづくり構想参画
・2013年 5 月  北中城村アワセ土地区画整理組合と基本合意
・2013年 7 月  新中部徳洲会病院実施設計完了
・2013年 9 月  土地契約
・2013年11月  工事開始に伴う近隣住民説明会開催
・2014年 3 月  建設工事に着手

約230億円

県内大型プロジェクトの動向　vol.64

県内大型プロジェクトの動向

種     別 ： 公共　民間　3セク

患者・スタッフ 患者外来用エスカレーター 患者・お見舞い
スタッフ・搬送・物品

救急
患者・老健

飛行場外離着陸場

職員食堂外来レストラン

管理部門

老健施設　(50B)

病棟　(26B)
【 産 科 】

手術手術

内視鏡内視鏡 血液浄化血液浄化

核医学/放射線治療核医学/放射線治療 厨房/医事厨房/医事

救急部 /救命救急ｾﾝﾀｰ(16B)救急部 / 救命救急ｾﾝﾀｰ(16B)

予防医療予防医療

ICU(16B)/HCU(16B)ICU(16B)/HCU(16B)

リハビリテーションリハビリテーション

講堂 /霊安講堂 /霊安

モールモール
グスクグスク

緩和ケア病棟　(20B)

老健施設 (50B)

【 循 環 器 科 】
病棟　(44B)

【 消 化 器 科 】
病棟　(44B)

【 小 児 科 】
病棟　(32B)

【 内 科 】
病棟　(44B)

【 外 科 】
病棟　(44B)

【 呼 吸 器 科 】
病棟　(44B)

【 内 科 】
病棟　(43B)

病棟　(44B)
【 整 形 外 科 】【 脳 外 科 】

病棟　(44B)

医局医局

外来外来

外来 /医事 / 薬剤外来 /医事 / 薬剤 放射線診断 所育保/アケイデ断診線射放サブロータリー

エネセン

駐車場

駐車場
駐車場

駐車場
駐車場

３Ｆ　 －床
４Ｆ　32床
５Ｆ　88床
６Ｆ　70床
７Ｆ　88床
８Ｆ　76床
９Ｆ　87床
10Ｆ  100床
11Ｆ　20床
12Ｆ　 －床
PHＦ　 －床

２Ｆ　16床
１Ｆ　 －床
合計     577床

救急

産科外来

小児デイケア

診
療
部
門

診
療
部
門

病
棟
部
門

病
棟
部
門

■断面構造

熟 度 □ 構想段階　□ 計画段階　□ 工事段階　□ 開業・供用段階

進捗状況

完成イメージ図

（断面構造図は医療法人沖縄徳洲会中部徳洲会病院提供）

県内大型プロジェクトの動向   vo l .64

（医療法人沖縄徳洲会中部徳洲会病院提供）

（医療法人沖縄徳洲会中部徳洲会病院提供）

現況１（2015年4月撮影）

現況２（2015年5月撮影）
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（医療法人沖縄徳洲会中部徳洲会病院提供）

現況１（2015年4月撮影）

現況２（2015年5月撮影）
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１．はじめに

　近年、外部の気候などに左右されず無農

薬で野菜等を栽培する植物工場ビジネスへ

の企業の参入が相次いでいる。沖縄県は全

国でも有数の植物工場集積地であることか

ら、その現状を調査し、今後の可能性につい

て考察した。

２．植物工場とは

　植物工場とは「施設内で植物の生育環境

（光、温度、湿度、二酸化炭素濃度、養分、水分

等）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、

環境及び生育のモニタリングを基礎として、

高度な環境制御と生育予測を行うことによ

り野菜等の植物の周年・計画生産が可能な栽

培施設」のことである（農林水産省・経済産業

省｢農商工連携研究会植物工場ワーキンググ

ループ報告書｣（09年４月）より抜粋）。つまり

気温や湿度、天候といった外部環境の変化に

左右されることなく１年を通じて計画的、安

定的に野菜等植物の生産と出荷が可能な施

設のことで、従来型ハウスなど通常の施設園

芸が温度、湿度管理中心であるのに対し、植

物工場は蛍光灯やLEDといった人工光源と

空調等で成育環境を制御し農産物の生育を

コントロールすることができるのが特徴で

ある。

３．植物工場のタイプ

　植物工場には閉鎖環境で太陽光を使わず

に環境を制御して周年・計画生産を行う「完

全人工光型」と、温室等の半閉鎖環境で太陽

光の利用を基本として、雨天・曇天時の補光

や夏季の高温抑制技術等により周年・計画生

産を行う「太陽光利用型」の２類型がある。ま

た｢太陽光利用型｣も「太陽光のみ利用型」と

人工光も併用する「太陽光・人工光併用型」の

２タイプに分かれる。いずれのタイプも光合

成を制御し、植物の生育をコントロールする

のが特徴である。沖縄県には両方のタイプが

立地している。

　

(1) 完全人工光型

　完全人工光型は、太陽光を一切利用せず

LEDや蛍光灯などの人工光のみで栽培する

植物工場である。果菜類の栽培には向かない

が、葉菜類（レタスやハーブなど）や種苗生産

に向いている。栽培室は基本的に閉鎖環境

で、植物工場の立地する場所の環境や気候な

どからも切り離されており、人の出入りも制

限されている。湿度や光などをコントロール

することで露地栽培と比較して栽培期間が

短く、また害虫も入らないため無農薬での栽

培が可能である。太陽光を利用しないため多

段式栽培が可能であり、太陽光を利用するよ

りも土地あたりの生産性が高い。立地の適正

としては、土地コストの高い都市部等での設

置に向いているが、初期コストが高額で、収

益化するには生産性を上げるか、大規模な工

場を建設する必要がある。

県内の植物工場について県内の植物工場について県内の植物工場について
(2) 太陽光利用型

　太陽光利用型は太陽光を利用して栽培する

植物工場で、葉菜類、花卉類の栽培に向いてい

る。太陽光利用型のうち人工光を併用するもの

は「太陽光・人工光併用型」というが、沖縄県には

立地しておらず全国的にも数は少ない。太陽光

利用型は、初期投資や運営コストは完全人工光

型より少額ですむものの、収量を確保するため

には広大な敷地面積が必要である。

４．植物工場で生産される野菜について

　植物工場で栽培されている野菜は、露地栽培

の野菜と種類が違うわけではないが、露地栽培

よりも短期間かつ無農薬で栽培が可能であり、

収穫後の作物の洗浄にかけるコストが抑えら

れる。また生産された野菜は食べられる部分が

多く、日持ちもするため廃棄ロスが少ない。

　栽培品目は、全国的にレタスやホウレンソウ、

小松菜、ハーブ類などの葉野菜が中心で、そのほ

か県内では実績は少ないがトマト、パプリカ、イ

チゴといった果肉類も栽培されている。露地栽

培に比べて生産コストが高いので高単価にな

らざるを得ないが、露地栽培に比べて味も安定

しており、また野菜に含まれる成分の含有量を

増加あるいは減少させた機能性野菜が販売さ

れるなど、通常栽培では対応できないような分

野での活用が期待されている。

５．植物工場のメリットとデメリット

（１)　メリット

　植物工場の主なメリットとしては大きく上記

の５つが挙げられる。植物工場は外部環境に左右

されず生産が可能な施設であるので場所を選ば

ない。日本では農地法の規制が壁となっており農

地には建てることができないものの、市街地の建

物内にも設置が可能である。例えば、空き工場や

空き店舗、廃校となった学校などをリノベーショ

ンして利用することも可能である。つまり様々な

業種の企業の参入が可能であり、実際に農業以外

の企業の参入が増えている。

　また気密性が高いので、害虫や病原菌の進入を防

ぐことができ、栽培環境を制御できるため栽培期間

が短く、しかも無農薬で、計画的、安定的な栽培が可

能である。施設内で棚を積み上げ多段式で栽培でき

るため単位面積あたりの収量も多く、露地栽培より

も土地生産性が高い。九州経済白書（2014年版）に

よれば、単位面積あたりの収量は露地栽培の80～

100倍レベルまで高めることができる。

　作業効率の面では、同規模の露地栽培と比較す

ると植物工場の面積は狭く、管理のための移動時

間が短縮でき、かつ軽作業が中心で身体的な負荷

も軽いため、高齢者や身体障がい者など誰でも従

事することが可能である。そのほかに栽培データ

を蓄積し生産から消費まで高い水準でトレーサ

ビリティーが実現できること、少量の水と養分で

の栽培が可能、などが挙げられる。

(２)　デメリット

　一方、初期コストやランニングコストが高額

であることが最大のデメリットである。国内の

事例をみると、新築の植物工場の場合は数千万

から数億円の設置コストがかかる。県内に立地

する植物工場にヒアリングしたところでは、規

模により異なるが、数百万円から数千万円規模

が主流である。運営コストの面では電気代と人

件費が大きなウェイトを占める。特に電気代は

照明のほか、設備内の空調など負担が大きい。こ

うしたコストを賄う必要から商品単価も高く

ならざるを得ないのが現状である。

 

６．植物工場の立地状況

　全国の植物工場の立地数は2009年に50件

だったものが、2014年は197件と約4倍に増加

している。内訳は完全人工光型が34件（09年）か

ら164件（14年）と約5倍に増加し、太陽光・人工

光併用型は16件（09年）から33件（14年）と2倍

に増加した。完全人工光型植物工場がこれほど

までに増加したのは、国の補助で全国10校の大

学や公設試験研究機関に研究施設が整備され

たほか、企業等の研究開発に補助が適用された

ために、今まで農業に関与してこなかった分野

からも企業参入が進み、すそ野が広がったため

である。また、その背景としては、天候に左右さ

れず、空き工場や空き店舗などの既存のスペー

スに設置ができ、狭い土地でも大量生産できる

という完全人工光型植物工場の特徴が挙げら

れる。

７．沖縄に集積する植物工場

　九州・山口、沖縄には30件（完全人工光型26件、

太陽光人工光併用型4件）が立地しているが、そ

のうち沖縄県には完全人工光型が11件と全国

で最も多く植物工場の一大集積地となってい

る。沖縄県に立地する植物工場は完全人工光型

がほとんどで、栽培品目はレタス類、ハーブ類と

いった葉野菜が中心である。生産された野菜は

近隣の小売店や飲食店、生協、スーパーなどで販

売されている。

８．沖縄における植物工場集積の背景

　亜熱帯気候の沖縄においては、高温となる夏

場は露地栽培が不可能とされている葉野菜も

多い。葉野菜の栽培に適した温度域とされる月

平均気温22℃以下の時期が12月～4月までの

５か月間しかなく、また夏から秋口にかけては

台風シーズンでもあるため、夏場は極端に野菜

が不足しており県外産に大きく依存している

のが現状である。県外産比率が高い野菜は、はく

さい、みつば、パセリが100％、ブロッコリー

98％、ねぎ72％、キャベツ67％、レタス59％、ト

マト58％などとなっている。また野菜の価格も

夏場は全国平均を上回っており、レタスなどは

全国平均より１㎏あたり170円程度高い（９月）。

価格以外にも、長距離輸送で時間がかかること

による鮮度低下、いわゆる輸送負けなども大き

な課題である。沖縄に植物工場が集積した背景

には、夏場の野菜不足が要因として挙げられる。

９．県内に立地する植物工場の現状（事業者ヒア

リング）

　県内の植物工場にヒアリングを実施し、６社か

ら回答を得ることができた。各社とも、植物工場

は初期投資、ランニングコストが高いことが課題

という認識で一致している。しかしながら、植物

工場で生産される野菜については、品質が高く、

一般消費者向けにも、また業務用としても有望で

あり、生産を拡大し、コスト削減を実現すること

で、将来的には十分収益を確保できると考えてい

る。以下にヒアリングの内容をまとめた。

(１)　植物工場について

　植物工場の設置費用は、自社開発した企業が

数百万円～1千5百万円、他の事業者から購入し

た場合は数千万円である。既存の建物を活用し

建設コストを抑え、必要最小限の設備から始め

た企業、一部をマニュアル管理にすることで初

期投資を抑えた企業もあった。沖縄県の場合は、

台風対策の必要から建物にコストがかかるとい

う意見もあった。

　生産能力は日産100株未満から2千株程度ま

でと、規模により幅がある。人員については、殆

どの工場がスタッフ数名体制で運営している。

正社員1名に、アルバイトという体制で、障がい

者を雇用している工場もある。

　課題はランニングコストで、その多くは電気

代と人件費であり、特に電気代が最も大きな

ウェイトを占めている。電気代の圧縮にはＬＥ

Ｄを導入する方法もあるが、この場合は初期投

資により大きなコストが発生する。電気コスト

を下げるために、業務用あるいは産業用電力を

利用したいという意見があるが、現在のところ

植物工場は業務用電力サービスの対象外である

ので、別の方法を模索する必要がある。各社とも

断熱材を導入するなど様々な方法で電気コスト

の低減の努力をして、ある程度のコストダウン

に成功している。

　初期設備投資を抑えた結果、ランニングコス

トに跳ね返ってしまい、設備を更改する必要に

迫られ、結果的に追加コストがかかった例もあ

り「望むべき栽培環境を整えるためには初期投

資を惜しむべきではない」という意見も聞かれ

た。

 (２)　植物工場野菜について

　「他で作っていない野菜」を生産することで付

加価値をつけ、差別化を図っている工場もある

が、一般的なレタス等の葉野菜を生産している

工場の野菜も、味が露地物とは違いクセがなく

食べやすい、また洗う手間もかからないといっ

た価格面以外の理由から人気が高く、一般消費

者向けに店頭に並べた商品は比較的早く売り切

れるとのこと。植物工場の野菜は露地栽培の野

菜に比べて２倍～３倍高いといわれているが、

沖縄県では葉野菜の供給量が減る夏場は逆に植

物工場の野菜の方が安価である。また事業者向

けという観点では、植物工場野菜は廃棄ロス率

が５％程度（露地物は50％程度）と効率が良い。

単価は高くても使える部分が多く、残留農薬を

洗い流す水道料金や人件費を加えると植物工場

野菜のコストはむしろ安いとして、事業向け野

菜にも可能性を見出している。

　一方で、植物工場で生産した野菜のメリット

は、安定供給ができること、（露地ものと違い）一

定した味で生産できることだが、植物工場を導

入したからといってすぐに目標とする生産体制

が出来る訳ではない。各社とも様々な試行錯誤

を繰り返しながらノウハウを蓄積し、生産量を

増やしてきている。

(３)　販路、収益性について

　全国的には黒字化している植物工場は一割程

度といわれており、その殆どが販路を最初から

持っている企業であることから、新規で植物工

場を立ち上げた場合は販路の確保が最大の課題

となる。県内植物工場の販路としては、生産量の

少ない植物工場の場合は自社での店頭販売のほ

か、近隣のファーマーズマーケット、飲食店など

に卸しており、生産量が比較的に大きい植物工

場は、県内スーパーや生協、コープなどに卸して

いる。一部事業者は海外に販路を持っている。

　収益性については、本業を別に持つ企業から

は「ある程度コストダウンに成功し、植物工場単

体で野菜生産やアルバイト人件費などの経費は

賄えるようになったが、工場管理者である正社

員の人件費を賄うためには、もっと生産量を増

やさなければならない」という声もあり、植物工

場が単独で収益を確保するためには更なる収量

の増加とランニングコストの削減が必要である。

（４)　海外市場について

　海外では沖縄野菜はまだ店頭に並んでいない

ので、海外は有望な市場と認識しているものの、

海外展開を検討している植物工場はまだ少ない。

シンガポール、香港、その他海外でのＯＫＩＮＡ

ＷＡの認知度は高く、現地の人の反応も良い。シ

ンガポールでは、植物工場に対するマイナスイ

メージは無く「日本の新しい技術を使って生産

した美味しい野菜」と捉えられている。

（５)　今後の展開について

　今後の展開については、新たな植物工場の建

設を計画している企業や自社開発したシステム

の販売を目指す企業、機能性野菜を栽培し、新市

場に売り込みたいとする企業、インキュベート

施設を建設し、将来的には農家に植物工場の作

物を栽培して欲しいと考えている企業など各社

様々である。

10.県内における植物工場の可能性について

　現在、植物工場の栽培品目は主にレタスなど

の葉野菜が中心である。収量も価格も安定的に

供給できる植物工場の作物は、県外産への依存

度が増し価格が上昇する夏場の野菜需要への

供給の他に、離島など遠隔地やホテル、レストラ

ンなど業務用食材、海外輸出といった分野での

活用が考えられる。

 (１)　離島、遠隔地での活用

　沖縄での露地栽培による生産には、特に気温

による限界があり、夏場はどうしても野菜が不

足するため県外からの移入に頼らざるを得ず、

価格も輸送コストが嵩むことなどから、全国よ

り高くならざるを得ない。特に離島地域は那覇

からの二次輸送のコストが加算されることか

ら、本島よりも価格が高くなる。更に台風などで

空路海路便が欠航となってしまうと、何日も野

菜が届かないという事態も起こる。天候に左右

されず生産が可能な植物工場を離島地域に設

置すれば、輸送コストも抑えられ、新鮮な野菜の

供給が可能となる。夏場は不足する野菜を生産

し、露地栽培野菜が多く出回る冬場には別の野

菜を栽培するなどすれば、既存の農家との競合

も避けられよう。

(２)　ホテル、レストラン等への供給

　多くの観光客が宿泊する県内ホテルにおい

て沖縄県産野菜のニーズは大きい。しかし、県内

産の野菜は、生産量が少ないうえに台風など気

象要因から、安定的に供給することが難しいの

が現状である。こうした課題の解決策として、ホ

テルやレストラン、コンビニエンスストア等向

けの植物工場が考えられる。これら業務用食材

の分野においては、沖縄では露地栽培できない

品種や一般消費者が普段利用しないような野

菜等への需要も見込まれる。ホテルが単独で、或

いは他の事業者とパートナーシップを組んで

植物工場を設置（６次産業化、農商工連携）する

ことも考えられる。

(３)　海外への輸出

　参加資格、利用条件をクリアすれば、沖縄県の

「沖縄国際物流ハブ活用推進事業」を利用して、

香港、台北、上海、ソウル、バンコク、シンガポー

ルに安価な輸送コストでの輸出が可能である。

また、沖縄県はシンガポールのチャンギ空港と

提携を結んでおり、今後直行便が就航すれば、沖

縄からシンガポールまで24時間以内に店頭に

到着させることが可能となるので、沖縄は地理

的優位性を活かせるだろう。

11.まとめ

　立地を選ばず、外部環境にも左右されずに計

画的な生産が可能な植物工場は、当初は国の

100％補助金などで設立されてきたが、現在国

内では、あらゆる分野から、多くの民間企業が参

入している。また植物工場に関する技術は日々

進歩しており、栽培できる品目も増えてきてい

ることから、市場は更に拡大していくとみられ

る。

　沖縄県における夏場の野菜不足は大きな課

題である。露地栽培による生産には限界があり、

県外産に依存しているのが現状である。現在

50％以上となっている夏場の県外産野菜への

依存度を、植物工場が立地することによって県

内産への消費に振り替えることができれば、沖

縄県経済にもたらす効果は大きい。　　　　

　植物工場は狭い面積でも露地栽培の何倍も

の生産が可能であり、県土が狭く、島嶼地域であ

る沖縄県にとっては、地域の需要を満たすため

に適したツールであるといえよう。しかし一方

では、高額な初期コスト、ランニングコストが大

きな課題となっており、一般的に植物工場を新

規で立ち上げ、単独で収益を上げるには、販路が

確保されていなければ、現状では難しい状況で

あることも事実である。沖縄県で植物工場が更

に立地するには、地元の資材や技術を利用した

安価な植物工場や、より効率よく収量を増やす

ための栽培技術など、設備面、栽培技術の両方で

更なる向上が求められる。

特別寄稿

琉球銀行コンサルティング営業部
比嘉　盛樹

LED 光源を利用した完全人工光型植物工場の内部
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１．はじめに

　近年、外部の気候などに左右されず無農

薬で野菜等を栽培する植物工場ビジネスへ

の企業の参入が相次いでいる。沖縄県は全

国でも有数の植物工場集積地であることか

ら、その現状を調査し、今後の可能性につい

て考察した。

２．植物工場とは

　植物工場とは「施設内で植物の生育環境

（光、温度、湿度、二酸化炭素濃度、養分、水分

等）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、

環境及び生育のモニタリングを基礎として、

高度な環境制御と生育予測を行うことによ

り野菜等の植物の周年・計画生産が可能な栽

培施設」のことである（農林水産省・経済産業

省｢農商工連携研究会植物工場ワーキンググ

ループ報告書｣（09年４月）より抜粋）。つまり

気温や湿度、天候といった外部環境の変化に

左右されることなく１年を通じて計画的、安

定的に野菜等植物の生産と出荷が可能な施

設のことで、従来型ハウスなど通常の施設園

芸が温度、湿度管理中心であるのに対し、植

物工場は蛍光灯やLEDといった人工光源と

空調等で成育環境を制御し農産物の生育を

コントロールすることができるのが特徴で

ある。

３．植物工場のタイプ

　植物工場には閉鎖環境で太陽光を使わず

に環境を制御して周年・計画生産を行う「完

全人工光型」と、温室等の半閉鎖環境で太陽

光の利用を基本として、雨天・曇天時の補光

や夏季の高温抑制技術等により周年・計画生

産を行う「太陽光利用型」の２類型がある。ま

た｢太陽光利用型｣も「太陽光のみ利用型」と

人工光も併用する「太陽光・人工光併用型」の

２タイプに分かれる。いずれのタイプも光合

成を制御し、植物の生育をコントロールする

のが特徴である。沖縄県には両方のタイプが

立地している。

　

(1) 完全人工光型

　完全人工光型は、太陽光を一切利用せず

LEDや蛍光灯などの人工光のみで栽培する

植物工場である。果菜類の栽培には向かない

が、葉菜類（レタスやハーブなど）や種苗生産

に向いている。栽培室は基本的に閉鎖環境

で、植物工場の立地する場所の環境や気候な

どからも切り離されており、人の出入りも制

限されている。湿度や光などをコントロール

することで露地栽培と比較して栽培期間が

短く、また害虫も入らないため無農薬での栽

培が可能である。太陽光を利用しないため多

段式栽培が可能であり、太陽光を利用するよ

りも土地あたりの生産性が高い。立地の適正

としては、土地コストの高い都市部等での設

置に向いているが、初期コストが高額で、収

益化するには生産性を上げるか、大規模な工

場を建設する必要がある。

(2) 太陽光利用型

　太陽光利用型は太陽光を利用して栽培する

植物工場で、葉菜類、花卉類の栽培に向いてい

る。太陽光利用型のうち人工光を併用するもの

は「太陽光・人工光併用型」というが、沖縄県には

立地しておらず全国的にも数は少ない。太陽光

利用型は、初期投資や運営コストは完全人工光

型より少額ですむものの、収量を確保するため

には広大な敷地面積が必要である。

４．植物工場で生産される野菜について

　植物工場で栽培されている野菜は、露地栽培

の野菜と種類が違うわけではないが、露地栽培

よりも短期間かつ無農薬で栽培が可能であり、

収穫後の作物の洗浄にかけるコストが抑えら

れる。また生産された野菜は食べられる部分が

多く、日持ちもするため廃棄ロスが少ない。

　栽培品目は、全国的にレタスやホウレンソウ、

小松菜、ハーブ類などの葉野菜が中心で、そのほ

か県内では実績は少ないがトマト、パプリカ、イ

チゴといった果肉類も栽培されている。露地栽

培に比べて生産コストが高いので高単価にな

らざるを得ないが、露地栽培に比べて味も安定

しており、また野菜に含まれる成分の含有量を

増加あるいは減少させた機能性野菜が販売さ

れるなど、通常栽培では対応できないような分

野での活用が期待されている。

５．植物工場のメリットとデメリット

（１)　メリット

　植物工場の主なメリットとしては大きく上記

の５つが挙げられる。植物工場は外部環境に左右

されず生産が可能な施設であるので場所を選ば

ない。日本では農地法の規制が壁となっており農

地には建てることができないものの、市街地の建

物内にも設置が可能である。例えば、空き工場や

空き店舗、廃校となった学校などをリノベーショ

ンして利用することも可能である。つまり様々な

業種の企業の参入が可能であり、実際に農業以外

の企業の参入が増えている。

　また気密性が高いので、害虫や病原菌の進入を防

ぐことができ、栽培環境を制御できるため栽培期間

が短く、しかも無農薬で、計画的、安定的な栽培が可

能である。施設内で棚を積み上げ多段式で栽培でき

るため単位面積あたりの収量も多く、露地栽培より

も土地生産性が高い。九州経済白書（2014年版）に

よれば、単位面積あたりの収量は露地栽培の80～

100倍レベルまで高めることができる。

　作業効率の面では、同規模の露地栽培と比較す

ると植物工場の面積は狭く、管理のための移動時

間が短縮でき、かつ軽作業が中心で身体的な負荷

も軽いため、高齢者や身体障がい者など誰でも従

事することが可能である。そのほかに栽培データ

を蓄積し生産から消費まで高い水準でトレーサ

ビリティーが実現できること、少量の水と養分で

の栽培が可能、などが挙げられる。

(２)　デメリット

　一方、初期コストやランニングコストが高額

であることが最大のデメリットである。国内の

事例をみると、新築の植物工場の場合は数千万

から数億円の設置コストがかかる。県内に立地

する植物工場にヒアリングしたところでは、規

模により異なるが、数百万円から数千万円規模

が主流である。運営コストの面では電気代と人

件費が大きなウェイトを占める。特に電気代は

照明のほか、設備内の空調など負担が大きい。こ

うしたコストを賄う必要から商品単価も高く

ならざるを得ないのが現状である。

 

６．植物工場の立地状況

　全国の植物工場の立地数は2009年に50件

だったものが、2014年は197件と約4倍に増加

している。内訳は完全人工光型が34件（09年）か

ら164件（14年）と約5倍に増加し、太陽光・人工

光併用型は16件（09年）から33件（14年）と2倍

に増加した。完全人工光型植物工場がこれほど

までに増加したのは、国の補助で全国10校の大

学や公設試験研究機関に研究施設が整備され

たほか、企業等の研究開発に補助が適用された

ために、今まで農業に関与してこなかった分野

からも企業参入が進み、すそ野が広がったため

である。また、その背景としては、天候に左右さ

れず、空き工場や空き店舗などの既存のスペー

スに設置ができ、狭い土地でも大量生産できる

という完全人工光型植物工場の特徴が挙げら

れる。

７．沖縄に集積する植物工場

　九州・山口、沖縄には30件（完全人工光型26件、

太陽光人工光併用型4件）が立地しているが、そ

のうち沖縄県には完全人工光型が11件と全国

で最も多く植物工場の一大集積地となってい

る。沖縄県に立地する植物工場は完全人工光型

がほとんどで、栽培品目はレタス類、ハーブ類と

いった葉野菜が中心である。生産された野菜は

近隣の小売店や飲食店、生協、スーパーなどで販

売されている。

８．沖縄における植物工場集積の背景

　亜熱帯気候の沖縄においては、高温となる夏

場は露地栽培が不可能とされている葉野菜も

多い。葉野菜の栽培に適した温度域とされる月

平均気温22℃以下の時期が12月～4月までの

５か月間しかなく、また夏から秋口にかけては

台風シーズンでもあるため、夏場は極端に野菜

が不足しており県外産に大きく依存している

のが現状である。県外産比率が高い野菜は、はく

さい、みつば、パセリが100％、ブロッコリー

98％、ねぎ72％、キャベツ67％、レタス59％、ト

マト58％などとなっている。また野菜の価格も

夏場は全国平均を上回っており、レタスなどは

全国平均より１㎏あたり170円程度高い（９月）。

価格以外にも、長距離輸送で時間がかかること

による鮮度低下、いわゆる輸送負けなども大き

な課題である。沖縄に植物工場が集積した背景

には、夏場の野菜不足が要因として挙げられる。

９．県内に立地する植物工場の現状（事業者ヒア

リング）

　県内の植物工場にヒアリングを実施し、６社か

ら回答を得ることができた。各社とも、植物工場

は初期投資、ランニングコストが高いことが課題

という認識で一致している。しかしながら、植物

工場で生産される野菜については、品質が高く、

一般消費者向けにも、また業務用としても有望で

あり、生産を拡大し、コスト削減を実現すること

で、将来的には十分収益を確保できると考えてい

る。以下にヒアリングの内容をまとめた。

(１)　植物工場について

　植物工場の設置費用は、自社開発した企業が

数百万円～1千5百万円、他の事業者から購入し

た場合は数千万円である。既存の建物を活用し

建設コストを抑え、必要最小限の設備から始め

た企業、一部をマニュアル管理にすることで初

期投資を抑えた企業もあった。沖縄県の場合は、

台風対策の必要から建物にコストがかかるとい

う意見もあった。

　生産能力は日産100株未満から2千株程度ま

でと、規模により幅がある。人員については、殆

どの工場がスタッフ数名体制で運営している。

正社員1名に、アルバイトという体制で、障がい

者を雇用している工場もある。

　課題はランニングコストで、その多くは電気

代と人件費であり、特に電気代が最も大きな

ウェイトを占めている。電気代の圧縮にはＬＥ

Ｄを導入する方法もあるが、この場合は初期投

資により大きなコストが発生する。電気コスト

を下げるために、業務用あるいは産業用電力を

利用したいという意見があるが、現在のところ

植物工場は業務用電力サービスの対象外である

ので、別の方法を模索する必要がある。各社とも

断熱材を導入するなど様々な方法で電気コスト

の低減の努力をして、ある程度のコストダウン

に成功している。

　初期設備投資を抑えた結果、ランニングコス

トに跳ね返ってしまい、設備を更改する必要に

迫られ、結果的に追加コストがかかった例もあ

り「望むべき栽培環境を整えるためには初期投

資を惜しむべきではない」という意見も聞かれ

た。

 (２)　植物工場野菜について

　「他で作っていない野菜」を生産することで付

加価値をつけ、差別化を図っている工場もある

が、一般的なレタス等の葉野菜を生産している

工場の野菜も、味が露地物とは違いクセがなく

食べやすい、また洗う手間もかからないといっ

た価格面以外の理由から人気が高く、一般消費

者向けに店頭に並べた商品は比較的早く売り切

れるとのこと。植物工場の野菜は露地栽培の野

菜に比べて２倍～３倍高いといわれているが、

沖縄県では葉野菜の供給量が減る夏場は逆に植

物工場の野菜の方が安価である。また事業者向

けという観点では、植物工場野菜は廃棄ロス率

が５％程度（露地物は50％程度）と効率が良い。

単価は高くても使える部分が多く、残留農薬を

洗い流す水道料金や人件費を加えると植物工場

野菜のコストはむしろ安いとして、事業向け野

菜にも可能性を見出している。

　一方で、植物工場で生産した野菜のメリット

は、安定供給ができること、（露地ものと違い）一

定した味で生産できることだが、植物工場を導

入したからといってすぐに目標とする生産体制

が出来る訳ではない。各社とも様々な試行錯誤

を繰り返しながらノウハウを蓄積し、生産量を

増やしてきている。

(３)　販路、収益性について

　全国的には黒字化している植物工場は一割程

度といわれており、その殆どが販路を最初から

持っている企業であることから、新規で植物工

場を立ち上げた場合は販路の確保が最大の課題

となる。県内植物工場の販路としては、生産量の

少ない植物工場の場合は自社での店頭販売のほ

か、近隣のファーマーズマーケット、飲食店など

に卸しており、生産量が比較的に大きい植物工

場は、県内スーパーや生協、コープなどに卸して

いる。一部事業者は海外に販路を持っている。

　収益性については、本業を別に持つ企業から

は「ある程度コストダウンに成功し、植物工場単

体で野菜生産やアルバイト人件費などの経費は

賄えるようになったが、工場管理者である正社

員の人件費を賄うためには、もっと生産量を増

やさなければならない」という声もあり、植物工

場が単独で収益を確保するためには更なる収量

の増加とランニングコストの削減が必要である。

（４)　海外市場について

　海外では沖縄野菜はまだ店頭に並んでいない

ので、海外は有望な市場と認識しているものの、

海外展開を検討している植物工場はまだ少ない。

シンガポール、香港、その他海外でのＯＫＩＮＡ

ＷＡの認知度は高く、現地の人の反応も良い。シ

ンガポールでは、植物工場に対するマイナスイ

メージは無く「日本の新しい技術を使って生産

した美味しい野菜」と捉えられている。

（５)　今後の展開について

　今後の展開については、新たな植物工場の建

設を計画している企業や自社開発したシステム

の販売を目指す企業、機能性野菜を栽培し、新市

場に売り込みたいとする企業、インキュベート

施設を建設し、将来的には農家に植物工場の作

物を栽培して欲しいと考えている企業など各社

様々である。

10.県内における植物工場の可能性について

　現在、植物工場の栽培品目は主にレタスなど

の葉野菜が中心である。収量も価格も安定的に

供給できる植物工場の作物は、県外産への依存

度が増し価格が上昇する夏場の野菜需要への

供給の他に、離島など遠隔地やホテル、レストラ

ンなど業務用食材、海外輸出といった分野での

活用が考えられる。

 (１)　離島、遠隔地での活用

　沖縄での露地栽培による生産には、特に気温

による限界があり、夏場はどうしても野菜が不

足するため県外からの移入に頼らざるを得ず、

価格も輸送コストが嵩むことなどから、全国よ

り高くならざるを得ない。特に離島地域は那覇

からの二次輸送のコストが加算されることか

ら、本島よりも価格が高くなる。更に台風などで

空路海路便が欠航となってしまうと、何日も野

菜が届かないという事態も起こる。天候に左右

されず生産が可能な植物工場を離島地域に設

置すれば、輸送コストも抑えられ、新鮮な野菜の

供給が可能となる。夏場は不足する野菜を生産

し、露地栽培野菜が多く出回る冬場には別の野

菜を栽培するなどすれば、既存の農家との競合

も避けられよう。

(２)　ホテル、レストラン等への供給

　多くの観光客が宿泊する県内ホテルにおい

て沖縄県産野菜のニーズは大きい。しかし、県内

産の野菜は、生産量が少ないうえに台風など気

象要因から、安定的に供給することが難しいの

が現状である。こうした課題の解決策として、ホ

テルやレストラン、コンビニエンスストア等向

けの植物工場が考えられる。これら業務用食材

の分野においては、沖縄では露地栽培できない

品種や一般消費者が普段利用しないような野

菜等への需要も見込まれる。ホテルが単独で、或

いは他の事業者とパートナーシップを組んで

植物工場を設置（６次産業化、農商工連携）する

ことも考えられる。

(３)　海外への輸出

　参加資格、利用条件をクリアすれば、沖縄県の

「沖縄国際物流ハブ活用推進事業」を利用して、

香港、台北、上海、ソウル、バンコク、シンガポー

ルに安価な輸送コストでの輸出が可能である。

また、沖縄県はシンガポールのチャンギ空港と

提携を結んでおり、今後直行便が就航すれば、沖

縄からシンガポールまで24時間以内に店頭に

到着させることが可能となるので、沖縄は地理

的優位性を活かせるだろう。

11.まとめ

　立地を選ばず、外部環境にも左右されずに計

画的な生産が可能な植物工場は、当初は国の

100％補助金などで設立されてきたが、現在国

内では、あらゆる分野から、多くの民間企業が参

入している。また植物工場に関する技術は日々

進歩しており、栽培できる品目も増えてきてい

ることから、市場は更に拡大していくとみられ

る。

　沖縄県における夏場の野菜不足は大きな課

題である。露地栽培による生産には限界があり、

県外産に依存しているのが現状である。現在

50％以上となっている夏場の県外産野菜への

依存度を、植物工場が立地することによって県

内産への消費に振り替えることができれば、沖

縄県経済にもたらす効果は大きい。　　　　

　植物工場は狭い面積でも露地栽培の何倍も

の生産が可能であり、県土が狭く、島嶼地域であ

る沖縄県にとっては、地域の需要を満たすため

に適したツールであるといえよう。しかし一方

では、高額な初期コスト、ランニングコストが大

きな課題となっており、一般的に植物工場を新

規で立ち上げ、単独で収益を上げるには、販路が

確保されていなければ、現状では難しい状況で

あることも事実である。沖縄県で植物工場が更

に立地するには、地元の資材や技術を利用した

安価な植物工場や、より効率よく収量を増やす

ための栽培技術など、設備面、栽培技術の両方で

更なる向上が求められる。

県内の植物工場について県内の植物工場について県内の植物工場について
特別寄稿

太陽光・人工光併用型
太陽光利用型

型用利みの光陽太場工物植

型光工人全完芸園設施

従来型ハウス

露地栽培

メリット
設置場所を問わないので農地以外での生産が可能
１年を通じて計画的、安定的な生産出荷が可能
露地栽培に比べて単位面積あたりの収量が多く土地生産性が高い
作物が安全（無農薬栽培が可）
作業環境が快適、身体的負担が軽いので誰でも従事できる
デメリット

高額な初期コスト、運営コスト

出所：一般社団法人日本施設園芸協会/九州経済白書（一部ヒアリングにより筆者修正・※非公開の４工場を除く）

図表１：植物工場のタイプ

光の色を変えることで植物の生育促進が可能に

図表３：沖縄県に立地する植物工場一覧

図表２：植物工場の集積状況（都道府県別・平成 26 年 3月時点）

関機営運種品培栽地在所

NPO法人初穂 沖縄市 レタス、ミズナ、こまつななどの葉野菜 NPO法人初穂
沖縄計測 沖縄市 ベビーリーフ、フリルアイス、ミズナなど ㈱沖縄計測

レペスエ㈱)菜野島(ナマシ、ナズミ、スタレ市護名レペスエ
インロコ・ファクトリー 糸満市 アイスプラント、ベビーリーフ、バジル等60種類 ㈱インターナショナリー・ローカル

設建きせうゅり㈱スタレ市添浦設建きせうゅり
んけしぐ㈱)菜野島(マダンハ、スタレ村城中北ンパんけしぐ

北中城デージファーム 北中城村 ウンチェー、シマナー(島野菜)
中城デージファーム 中城村 サニーレタス、こまつな、ミズナ、クレソン、わさび菜など

沖縄セルラー電話 南城市
レタス類（ロメイン、リーフレタス、レタス）、ハーブ類（バ
ジル、ルッコラ）

沖縄セルラー電話㈱

神谷産業 南城市 レタス類（フリルレタス、結球レタス、ブーケレタス） ㈲神谷産業
おおぎみファーム 大宜見村 レタス、ハンダマ、ルッコラなどの葉野菜 ㈱おおぎみファーム

なし
太陽光のみ利用型
沖縄村上農園 大宜味村 豆苗などの緑色葉物野菜・スプラウト ㈱沖縄村上農園

島垣石園農esuoH人法産生業農トマト市垣石島垣石園農esuoH
会祉福こやみ人法祉福会社うそんれうほダラサ市島古宮こやみドンラいさや

出所：九州経済調査協会「九州経済白書」、及びヒアリングにより筆者作成

栽培形態/名称

完全人工光型

NPO法人亜熱帯バイオマス利用
研究センター

太陽光併用型
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１．はじめに

　近年、外部の気候などに左右されず無農

薬で野菜等を栽培する植物工場ビジネスへ

の企業の参入が相次いでいる。沖縄県は全

国でも有数の植物工場集積地であることか

ら、その現状を調査し、今後の可能性につい

て考察した。

２．植物工場とは

　植物工場とは「施設内で植物の生育環境

（光、温度、湿度、二酸化炭素濃度、養分、水分

等）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、

環境及び生育のモニタリングを基礎として、

高度な環境制御と生育予測を行うことによ

り野菜等の植物の周年・計画生産が可能な栽

培施設」のことである（農林水産省・経済産業

省｢農商工連携研究会植物工場ワーキンググ

ループ報告書｣（09年４月）より抜粋）。つまり

気温や湿度、天候といった外部環境の変化に

左右されることなく１年を通じて計画的、安

定的に野菜等植物の生産と出荷が可能な施

設のことで、従来型ハウスなど通常の施設園

芸が温度、湿度管理中心であるのに対し、植

物工場は蛍光灯やLEDといった人工光源と

空調等で成育環境を制御し農産物の生育を

コントロールすることができるのが特徴で

ある。

３．植物工場のタイプ

　植物工場には閉鎖環境で太陽光を使わず

に環境を制御して周年・計画生産を行う「完

全人工光型」と、温室等の半閉鎖環境で太陽

光の利用を基本として、雨天・曇天時の補光

や夏季の高温抑制技術等により周年・計画生

産を行う「太陽光利用型」の２類型がある。ま

た｢太陽光利用型｣も「太陽光のみ利用型」と

人工光も併用する「太陽光・人工光併用型」の

２タイプに分かれる。いずれのタイプも光合

成を制御し、植物の生育をコントロールする

のが特徴である。沖縄県には両方のタイプが

立地している。

　

(1) 完全人工光型

　完全人工光型は、太陽光を一切利用せず

LEDや蛍光灯などの人工光のみで栽培する

植物工場である。果菜類の栽培には向かない

が、葉菜類（レタスやハーブなど）や種苗生産

に向いている。栽培室は基本的に閉鎖環境

で、植物工場の立地する場所の環境や気候な

どからも切り離されており、人の出入りも制

限されている。湿度や光などをコントロール

することで露地栽培と比較して栽培期間が

短く、また害虫も入らないため無農薬での栽

培が可能である。太陽光を利用しないため多

段式栽培が可能であり、太陽光を利用するよ

りも土地あたりの生産性が高い。立地の適正

としては、土地コストの高い都市部等での設

置に向いているが、初期コストが高額で、収

益化するには生産性を上げるか、大規模な工

場を建設する必要がある。

(2) 太陽光利用型

　太陽光利用型は太陽光を利用して栽培する

植物工場で、葉菜類、花卉類の栽培に向いてい

る。太陽光利用型のうち人工光を併用するもの

は「太陽光・人工光併用型」というが、沖縄県には

立地しておらず全国的にも数は少ない。太陽光

利用型は、初期投資や運営コストは完全人工光

型より少額ですむものの、収量を確保するため

には広大な敷地面積が必要である。

４．植物工場で生産される野菜について

　植物工場で栽培されている野菜は、露地栽培

の野菜と種類が違うわけではないが、露地栽培

よりも短期間かつ無農薬で栽培が可能であり、

収穫後の作物の洗浄にかけるコストが抑えら

れる。また生産された野菜は食べられる部分が

多く、日持ちもするため廃棄ロスが少ない。

　栽培品目は、全国的にレタスやホウレンソウ、

小松菜、ハーブ類などの葉野菜が中心で、そのほ

か県内では実績は少ないがトマト、パプリカ、イ

チゴといった果肉類も栽培されている。露地栽

培に比べて生産コストが高いので高単価にな

らざるを得ないが、露地栽培に比べて味も安定

しており、また野菜に含まれる成分の含有量を

増加あるいは減少させた機能性野菜が販売さ

れるなど、通常栽培では対応できないような分

野での活用が期待されている。

５．植物工場のメリットとデメリット

（１)　メリット

　植物工場の主なメリットとしては大きく上記

の５つが挙げられる。植物工場は外部環境に左右

されず生産が可能な施設であるので場所を選ば

ない。日本では農地法の規制が壁となっており農

地には建てることができないものの、市街地の建

物内にも設置が可能である。例えば、空き工場や

空き店舗、廃校となった学校などをリノベーショ

ンして利用することも可能である。つまり様々な

業種の企業の参入が可能であり、実際に農業以外

の企業の参入が増えている。

　また気密性が高いので、害虫や病原菌の進入を防

ぐことができ、栽培環境を制御できるため栽培期間

が短く、しかも無農薬で、計画的、安定的な栽培が可

能である。施設内で棚を積み上げ多段式で栽培でき

るため単位面積あたりの収量も多く、露地栽培より

も土地生産性が高い。九州経済白書（2014年版）に

よれば、単位面積あたりの収量は露地栽培の80～

100倍レベルまで高めることができる。

　作業効率の面では、同規模の露地栽培と比較す

ると植物工場の面積は狭く、管理のための移動時

間が短縮でき、かつ軽作業が中心で身体的な負荷

も軽いため、高齢者や身体障がい者など誰でも従

事することが可能である。そのほかに栽培データ

を蓄積し生産から消費まで高い水準でトレーサ

ビリティーが実現できること、少量の水と養分で

の栽培が可能、などが挙げられる。

(２)　デメリット

　一方、初期コストやランニングコストが高額

であることが最大のデメリットである。国内の

事例をみると、新築の植物工場の場合は数千万

から数億円の設置コストがかかる。県内に立地

する植物工場にヒアリングしたところでは、規

模により異なるが、数百万円から数千万円規模

が主流である。運営コストの面では電気代と人

件費が大きなウェイトを占める。特に電気代は

照明のほか、設備内の空調など負担が大きい。こ

うしたコストを賄う必要から商品単価も高く

ならざるを得ないのが現状である。

 

６．植物工場の立地状況

　全国の植物工場の立地数は2009年に50件

だったものが、2014年は197件と約4倍に増加

している。内訳は完全人工光型が34件（09年）か

ら164件（14年）と約5倍に増加し、太陽光・人工

光併用型は16件（09年）から33件（14年）と2倍

に増加した。完全人工光型植物工場がこれほど

までに増加したのは、国の補助で全国10校の大

学や公設試験研究機関に研究施設が整備され

たほか、企業等の研究開発に補助が適用された

ために、今まで農業に関与してこなかった分野

からも企業参入が進み、すそ野が広がったため

である。また、その背景としては、天候に左右さ

れず、空き工場や空き店舗などの既存のスペー

スに設置ができ、狭い土地でも大量生産できる

という完全人工光型植物工場の特徴が挙げら

れる。

７．沖縄に集積する植物工場

　九州・山口、沖縄には30件（完全人工光型26件、

太陽光人工光併用型4件）が立地しているが、そ

のうち沖縄県には完全人工光型が11件と全国

で最も多く植物工場の一大集積地となってい

る。沖縄県に立地する植物工場は完全人工光型

がほとんどで、栽培品目はレタス類、ハーブ類と

いった葉野菜が中心である。生産された野菜は

近隣の小売店や飲食店、生協、スーパーなどで販

売されている。

８．沖縄における植物工場集積の背景

　亜熱帯気候の沖縄においては、高温となる夏

場は露地栽培が不可能とされている葉野菜も

多い。葉野菜の栽培に適した温度域とされる月

平均気温22℃以下の時期が12月～4月までの

５か月間しかなく、また夏から秋口にかけては

台風シーズンでもあるため、夏場は極端に野菜

が不足しており県外産に大きく依存している

のが現状である。県外産比率が高い野菜は、はく

さい、みつば、パセリが100％、ブロッコリー

98％、ねぎ72％、キャベツ67％、レタス59％、ト

マト58％などとなっている。また野菜の価格も

夏場は全国平均を上回っており、レタスなどは

全国平均より１㎏あたり170円程度高い（９月）。

価格以外にも、長距離輸送で時間がかかること

による鮮度低下、いわゆる輸送負けなども大き

な課題である。沖縄に植物工場が集積した背景

には、夏場の野菜不足が要因として挙げられる。

９．県内に立地する植物工場の現状（事業者ヒア

リング）

　県内の植物工場にヒアリングを実施し、６社か

ら回答を得ることができた。各社とも、植物工場

は初期投資、ランニングコストが高いことが課題

という認識で一致している。しかしながら、植物

工場で生産される野菜については、品質が高く、

一般消費者向けにも、また業務用としても有望で

あり、生産を拡大し、コスト削減を実現すること

で、将来的には十分収益を確保できると考えてい

る。以下にヒアリングの内容をまとめた。

(１)　植物工場について

　植物工場の設置費用は、自社開発した企業が

数百万円～1千5百万円、他の事業者から購入し

た場合は数千万円である。既存の建物を活用し

建設コストを抑え、必要最小限の設備から始め

た企業、一部をマニュアル管理にすることで初

期投資を抑えた企業もあった。沖縄県の場合は、

台風対策の必要から建物にコストがかかるとい

う意見もあった。

　生産能力は日産100株未満から2千株程度ま

でと、規模により幅がある。人員については、殆

どの工場がスタッフ数名体制で運営している。

正社員1名に、アルバイトという体制で、障がい

者を雇用している工場もある。

　課題はランニングコストで、その多くは電気

代と人件費であり、特に電気代が最も大きな

ウェイトを占めている。電気代の圧縮にはＬＥ

Ｄを導入する方法もあるが、この場合は初期投

資により大きなコストが発生する。電気コスト

を下げるために、業務用あるいは産業用電力を

利用したいという意見があるが、現在のところ

植物工場は業務用電力サービスの対象外である

ので、別の方法を模索する必要がある。各社とも

断熱材を導入するなど様々な方法で電気コスト

の低減の努力をして、ある程度のコストダウン

に成功している。

　初期設備投資を抑えた結果、ランニングコス

トに跳ね返ってしまい、設備を更改する必要に

迫られ、結果的に追加コストがかかった例もあ

り「望むべき栽培環境を整えるためには初期投

資を惜しむべきではない」という意見も聞かれ

た。

 (２)　植物工場野菜について

　「他で作っていない野菜」を生産することで付

加価値をつけ、差別化を図っている工場もある

が、一般的なレタス等の葉野菜を生産している

工場の野菜も、味が露地物とは違いクセがなく

食べやすい、また洗う手間もかからないといっ

た価格面以外の理由から人気が高く、一般消費

者向けに店頭に並べた商品は比較的早く売り切

れるとのこと。植物工場の野菜は露地栽培の野

菜に比べて２倍～３倍高いといわれているが、

沖縄県では葉野菜の供給量が減る夏場は逆に植

物工場の野菜の方が安価である。また事業者向

けという観点では、植物工場野菜は廃棄ロス率

が５％程度（露地物は50％程度）と効率が良い。

単価は高くても使える部分が多く、残留農薬を

洗い流す水道料金や人件費を加えると植物工場

野菜のコストはむしろ安いとして、事業向け野

菜にも可能性を見出している。

　一方で、植物工場で生産した野菜のメリット

は、安定供給ができること、（露地ものと違い）一

定した味で生産できることだが、植物工場を導

入したからといってすぐに目標とする生産体制

が出来る訳ではない。各社とも様々な試行錯誤

を繰り返しながらノウハウを蓄積し、生産量を

増やしてきている。

(３)　販路、収益性について

　全国的には黒字化している植物工場は一割程

度といわれており、その殆どが販路を最初から

持っている企業であることから、新規で植物工

場を立ち上げた場合は販路の確保が最大の課題

となる。県内植物工場の販路としては、生産量の

少ない植物工場の場合は自社での店頭販売のほ

か、近隣のファーマーズマーケット、飲食店など

に卸しており、生産量が比較的に大きい植物工

場は、県内スーパーや生協、コープなどに卸して

いる。一部事業者は海外に販路を持っている。

　収益性については、本業を別に持つ企業から

は「ある程度コストダウンに成功し、植物工場単

体で野菜生産やアルバイト人件費などの経費は

賄えるようになったが、工場管理者である正社

員の人件費を賄うためには、もっと生産量を増

やさなければならない」という声もあり、植物工

場が単独で収益を確保するためには更なる収量

の増加とランニングコストの削減が必要である。

（４)　海外市場について

　海外では沖縄野菜はまだ店頭に並んでいない

ので、海外は有望な市場と認識しているものの、

海外展開を検討している植物工場はまだ少ない。

シンガポール、香港、その他海外でのＯＫＩＮＡ

ＷＡの認知度は高く、現地の人の反応も良い。シ

ンガポールでは、植物工場に対するマイナスイ

メージは無く「日本の新しい技術を使って生産

した美味しい野菜」と捉えられている。

（５)　今後の展開について

　今後の展開については、新たな植物工場の建

設を計画している企業や自社開発したシステム

の販売を目指す企業、機能性野菜を栽培し、新市

場に売り込みたいとする企業、インキュベート

施設を建設し、将来的には農家に植物工場の作

物を栽培して欲しいと考えている企業など各社

様々である。

10.県内における植物工場の可能性について

　現在、植物工場の栽培品目は主にレタスなど

の葉野菜が中心である。収量も価格も安定的に

供給できる植物工場の作物は、県外産への依存

度が増し価格が上昇する夏場の野菜需要への

供給の他に、離島など遠隔地やホテル、レストラ

ンなど業務用食材、海外輸出といった分野での

活用が考えられる。

 (１)　離島、遠隔地での活用

　沖縄での露地栽培による生産には、特に気温

による限界があり、夏場はどうしても野菜が不

足するため県外からの移入に頼らざるを得ず、

価格も輸送コストが嵩むことなどから、全国よ

り高くならざるを得ない。特に離島地域は那覇

からの二次輸送のコストが加算されることか

ら、本島よりも価格が高くなる。更に台風などで

空路海路便が欠航となってしまうと、何日も野

菜が届かないという事態も起こる。天候に左右

されず生産が可能な植物工場を離島地域に設

置すれば、輸送コストも抑えられ、新鮮な野菜の

供給が可能となる。夏場は不足する野菜を生産

し、露地栽培野菜が多く出回る冬場には別の野

菜を栽培するなどすれば、既存の農家との競合

も避けられよう。

(２)　ホテル、レストラン等への供給

　多くの観光客が宿泊する県内ホテルにおい

て沖縄県産野菜のニーズは大きい。しかし、県内

産の野菜は、生産量が少ないうえに台風など気

象要因から、安定的に供給することが難しいの

が現状である。こうした課題の解決策として、ホ

テルやレストラン、コンビニエンスストア等向

けの植物工場が考えられる。これら業務用食材

の分野においては、沖縄では露地栽培できない

品種や一般消費者が普段利用しないような野

菜等への需要も見込まれる。ホテルが単独で、或

いは他の事業者とパートナーシップを組んで

植物工場を設置（６次産業化、農商工連携）する

ことも考えられる。

(３)　海外への輸出

　参加資格、利用条件をクリアすれば、沖縄県の

「沖縄国際物流ハブ活用推進事業」を利用して、

香港、台北、上海、ソウル、バンコク、シンガポー

ルに安価な輸送コストでの輸出が可能である。

また、沖縄県はシンガポールのチャンギ空港と

提携を結んでおり、今後直行便が就航すれば、沖

縄からシンガポールまで24時間以内に店頭に

到着させることが可能となるので、沖縄は地理

的優位性を活かせるだろう。

11.まとめ

　立地を選ばず、外部環境にも左右されずに計

画的な生産が可能な植物工場は、当初は国の

100％補助金などで設立されてきたが、現在国

内では、あらゆる分野から、多くの民間企業が参

入している。また植物工場に関する技術は日々

進歩しており、栽培できる品目も増えてきてい

ることから、市場は更に拡大していくとみられ

る。

　沖縄県における夏場の野菜不足は大きな課

題である。露地栽培による生産には限界があり、

県外産に依存しているのが現状である。現在

50％以上となっている夏場の県外産野菜への

依存度を、植物工場が立地することによって県

内産への消費に振り替えることができれば、沖

縄県経済にもたらす効果は大きい。　　　　

　植物工場は狭い面積でも露地栽培の何倍も

の生産が可能であり、県土が狭く、島嶼地域であ

る沖縄県にとっては、地域の需要を満たすため

に適したツールであるといえよう。しかし一方

では、高額な初期コスト、ランニングコストが大

きな課題となっており、一般的に植物工場を新

規で立ち上げ、単独で収益を上げるには、販路が

確保されていなければ、現状では難しい状況で

あることも事実である。沖縄県で植物工場が更

に立地するには、地元の資材や技術を利用した

安価な植物工場や、より効率よく収量を増やす

ための栽培技術など、設備面、栽培技術の両方で

更なる向上が求められる。

県内の植物工場について県内の植物工場について県内の植物工場について
特別寄稿

太陽光・人工光併用型
太陽光利用型

型用利みの光陽太場工物植

型光工人全完芸園設施

従来型ハウス

露地栽培

メリット
設置場所を問わないので農地以外での生産が可能
１年を通じて計画的、安定的な生産出荷が可能
露地栽培に比べて単位面積あたりの収量が多く土地生産性が高い
作物が安全（無農薬栽培が可）
作業環境が快適、身体的負担が軽いので誰でも従事できる
デメリット

高額な初期コスト、運営コスト

出所：一般社団法人日本施設園芸協会/九州経済白書（一部ヒアリングにより筆者修正・※非公開の４工場を除く）

図表１：植物工場のタイプ

光の色を変えることで植物の生育促進が可能に

図表３：沖縄県に立地する植物工場一覧

図表２：植物工場の集積状況（都道府県別・平成 26 年 3月時点）

関機営運種品培栽地在所

NPO法人初穂 沖縄市 レタス、ミズナ、こまつななどの葉野菜 NPO法人初穂
沖縄計測 沖縄市 ベビーリーフ、フリルアイス、ミズナなど ㈱沖縄計測

レペスエ㈱)菜野島(ナマシ、ナズミ、スタレ市護名レペスエ
インロコ・ファクトリー 糸満市 アイスプラント、ベビーリーフ、バジル等60種類 ㈱インターナショナリー・ローカル

設建きせうゅり㈱スタレ市添浦設建きせうゅり
んけしぐ㈱)菜野島(マダンハ、スタレ村城中北ンパんけしぐ

北中城デージファーム 北中城村 ウンチェー、シマナー(島野菜)
中城デージファーム 中城村 サニーレタス、こまつな、ミズナ、クレソン、わさび菜など

沖縄セルラー電話 南城市
レタス類（ロメイン、リーフレタス、レタス）、ハーブ類（バ
ジル、ルッコラ）

沖縄セルラー電話㈱

神谷産業 南城市 レタス類（フリルレタス、結球レタス、ブーケレタス） ㈲神谷産業
おおぎみファーム 大宜見村 レタス、ハンダマ、ルッコラなどの葉野菜 ㈱おおぎみファーム

なし
太陽光のみ利用型
沖縄村上農園 大宜味村 豆苗などの緑色葉物野菜・スプラウト ㈱沖縄村上農園

島垣石園農esuoH人法産生業農トマト市垣石島垣石園農esuoH
会祉福こやみ人法祉福会社うそんれうほダラサ市島古宮こやみドンラいさや

出所：九州経済調査協会「九州経済白書」、及びヒアリングにより筆者作成

栽培形態/名称

完全人工光型

NPO法人亜熱帯バイオマス利用
研究センター

太陽光併用型
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レタス
那覇 全国平均

品目
夏場県外産

（ｔ）
県外産率

（%）
冬場県外産

（ｔ）
県外産率

（%）
はくさい 745.7 100% 1621 100%
みつば 5.4 100% 4.7 85%
パセリ 3.6 100% 4 98%
ブロッコリー 133.8 98% 126.2 80%
ねぎ 77.4 72% 88.4 74%
キャベツ 2590.5 67% 1441.9 37%
レタス 1014.4 59% 527.5 21%
トマト 469.2 58% 243.9 38%
ミニトマト 45.3 43% 22.9 25%
しゅんぎく 0.3 43% 0 0%
にら 20.3 32% 18.4 33%
ほうれんそう 8.0 18% 5.6 3%
こまつな 22.5 17% 0 0%
セルリー 5.4 13% 2.5 3%
ちんげんさい 86.8 0% 116.4 0%
出所：農林水産省「青果物卸売市場調査」

１．はじめに

　近年、外部の気候などに左右されず無農

薬で野菜等を栽培する植物工場ビジネスへ

の企業の参入が相次いでいる。沖縄県は全

国でも有数の植物工場集積地であることか

ら、その現状を調査し、今後の可能性につい

て考察した。

２．植物工場とは

　植物工場とは「施設内で植物の生育環境

（光、温度、湿度、二酸化炭素濃度、養分、水分

等）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、

環境及び生育のモニタリングを基礎として、

高度な環境制御と生育予測を行うことによ

り野菜等の植物の周年・計画生産が可能な栽

培施設」のことである（農林水産省・経済産業

省｢農商工連携研究会植物工場ワーキンググ

ループ報告書｣（09年４月）より抜粋）。つまり

気温や湿度、天候といった外部環境の変化に

左右されることなく１年を通じて計画的、安

定的に野菜等植物の生産と出荷が可能な施

設のことで、従来型ハウスなど通常の施設園

芸が温度、湿度管理中心であるのに対し、植

物工場は蛍光灯やLEDといった人工光源と

空調等で成育環境を制御し農産物の生育を

コントロールすることができるのが特徴で

ある。

３．植物工場のタイプ

　植物工場には閉鎖環境で太陽光を使わず

に環境を制御して周年・計画生産を行う「完

全人工光型」と、温室等の半閉鎖環境で太陽

光の利用を基本として、雨天・曇天時の補光

や夏季の高温抑制技術等により周年・計画生

産を行う「太陽光利用型」の２類型がある。ま

た｢太陽光利用型｣も「太陽光のみ利用型」と

人工光も併用する「太陽光・人工光併用型」の

２タイプに分かれる。いずれのタイプも光合

成を制御し、植物の生育をコントロールする

のが特徴である。沖縄県には両方のタイプが

立地している。

　

(1) 完全人工光型

　完全人工光型は、太陽光を一切利用せず

LEDや蛍光灯などの人工光のみで栽培する

植物工場である。果菜類の栽培には向かない

が、葉菜類（レタスやハーブなど）や種苗生産

に向いている。栽培室は基本的に閉鎖環境

で、植物工場の立地する場所の環境や気候な

どからも切り離されており、人の出入りも制

限されている。湿度や光などをコントロール

することで露地栽培と比較して栽培期間が

短く、また害虫も入らないため無農薬での栽

培が可能である。太陽光を利用しないため多

段式栽培が可能であり、太陽光を利用するよ

りも土地あたりの生産性が高い。立地の適正

としては、土地コストの高い都市部等での設

置に向いているが、初期コストが高額で、収

益化するには生産性を上げるか、大規模な工

場を建設する必要がある。

(2) 太陽光利用型

　太陽光利用型は太陽光を利用して栽培する

植物工場で、葉菜類、花卉類の栽培に向いてい

る。太陽光利用型のうち人工光を併用するもの

は「太陽光・人工光併用型」というが、沖縄県には

立地しておらず全国的にも数は少ない。太陽光

利用型は、初期投資や運営コストは完全人工光

型より少額ですむものの、収量を確保するため

には広大な敷地面積が必要である。

４．植物工場で生産される野菜について

　植物工場で栽培されている野菜は、露地栽培

の野菜と種類が違うわけではないが、露地栽培

よりも短期間かつ無農薬で栽培が可能であり、

収穫後の作物の洗浄にかけるコストが抑えら

れる。また生産された野菜は食べられる部分が

多く、日持ちもするため廃棄ロスが少ない。

　栽培品目は、全国的にレタスやホウレンソウ、

小松菜、ハーブ類などの葉野菜が中心で、そのほ

か県内では実績は少ないがトマト、パプリカ、イ

チゴといった果肉類も栽培されている。露地栽

培に比べて生産コストが高いので高単価にな

らざるを得ないが、露地栽培に比べて味も安定

しており、また野菜に含まれる成分の含有量を

増加あるいは減少させた機能性野菜が販売さ

れるなど、通常栽培では対応できないような分

野での活用が期待されている。

５．植物工場のメリットとデメリット

（１)　メリット

　植物工場の主なメリットとしては大きく上記

の５つが挙げられる。植物工場は外部環境に左右

されず生産が可能な施設であるので場所を選ば

ない。日本では農地法の規制が壁となっており農

地には建てることができないものの、市街地の建

物内にも設置が可能である。例えば、空き工場や

空き店舗、廃校となった学校などをリノベーショ

ンして利用することも可能である。つまり様々な

業種の企業の参入が可能であり、実際に農業以外

の企業の参入が増えている。

　また気密性が高いので、害虫や病原菌の進入を防

ぐことができ、栽培環境を制御できるため栽培期間

が短く、しかも無農薬で、計画的、安定的な栽培が可

能である。施設内で棚を積み上げ多段式で栽培でき

るため単位面積あたりの収量も多く、露地栽培より

も土地生産性が高い。九州経済白書（2014年版）に

よれば、単位面積あたりの収量は露地栽培の80～

100倍レベルまで高めることができる。

　作業効率の面では、同規模の露地栽培と比較す

ると植物工場の面積は狭く、管理のための移動時

間が短縮でき、かつ軽作業が中心で身体的な負荷

も軽いため、高齢者や身体障がい者など誰でも従

事することが可能である。そのほかに栽培データ

を蓄積し生産から消費まで高い水準でトレーサ

ビリティーが実現できること、少量の水と養分で

の栽培が可能、などが挙げられる。

(２)　デメリット

　一方、初期コストやランニングコストが高額

であることが最大のデメリットである。国内の

事例をみると、新築の植物工場の場合は数千万

から数億円の設置コストがかかる。県内に立地

する植物工場にヒアリングしたところでは、規

模により異なるが、数百万円から数千万円規模

が主流である。運営コストの面では電気代と人

件費が大きなウェイトを占める。特に電気代は

照明のほか、設備内の空調など負担が大きい。こ

うしたコストを賄う必要から商品単価も高く

ならざるを得ないのが現状である。

 

６．植物工場の立地状況

　全国の植物工場の立地数は2009年に50件

だったものが、2014年は197件と約4倍に増加

している。内訳は完全人工光型が34件（09年）か

ら164件（14年）と約5倍に増加し、太陽光・人工

光併用型は16件（09年）から33件（14年）と2倍

に増加した。完全人工光型植物工場がこれほど

までに増加したのは、国の補助で全国10校の大

学や公設試験研究機関に研究施設が整備され

たほか、企業等の研究開発に補助が適用された

ために、今まで農業に関与してこなかった分野

からも企業参入が進み、すそ野が広がったため

である。また、その背景としては、天候に左右さ

れず、空き工場や空き店舗などの既存のスペー

スに設置ができ、狭い土地でも大量生産できる

という完全人工光型植物工場の特徴が挙げら

れる。

７．沖縄に集積する植物工場

　九州・山口、沖縄には30件（完全人工光型26件、

太陽光人工光併用型4件）が立地しているが、そ

のうち沖縄県には完全人工光型が11件と全国

で最も多く植物工場の一大集積地となってい

る。沖縄県に立地する植物工場は完全人工光型

がほとんどで、栽培品目はレタス類、ハーブ類と

いった葉野菜が中心である。生産された野菜は

近隣の小売店や飲食店、生協、スーパーなどで販

売されている。

８．沖縄における植物工場集積の背景

　亜熱帯気候の沖縄においては、高温となる夏

場は露地栽培が不可能とされている葉野菜も

多い。葉野菜の栽培に適した温度域とされる月

平均気温22℃以下の時期が12月～4月までの

５か月間しかなく、また夏から秋口にかけては

台風シーズンでもあるため、夏場は極端に野菜

が不足しており県外産に大きく依存している

のが現状である。県外産比率が高い野菜は、はく

さい、みつば、パセリが100％、ブロッコリー

98％、ねぎ72％、キャベツ67％、レタス59％、ト

マト58％などとなっている。また野菜の価格も

夏場は全国平均を上回っており、レタスなどは

全国平均より１㎏あたり170円程度高い（９月）。

価格以外にも、長距離輸送で時間がかかること

による鮮度低下、いわゆる輸送負けなども大き

な課題である。沖縄に植物工場が集積した背景

には、夏場の野菜不足が要因として挙げられる。

９．県内に立地する植物工場の現状（事業者ヒア

リング）

　県内の植物工場にヒアリングを実施し、６社か

ら回答を得ることができた。各社とも、植物工場

は初期投資、ランニングコストが高いことが課題

という認識で一致している。しかしながら、植物

工場で生産される野菜については、品質が高く、

一般消費者向けにも、また業務用としても有望で

あり、生産を拡大し、コスト削減を実現すること

で、将来的には十分収益を確保できると考えてい

る。以下にヒアリングの内容をまとめた。

(１)　植物工場について

　植物工場の設置費用は、自社開発した企業が

数百万円～1千5百万円、他の事業者から購入し

た場合は数千万円である。既存の建物を活用し

建設コストを抑え、必要最小限の設備から始め

た企業、一部をマニュアル管理にすることで初

期投資を抑えた企業もあった。沖縄県の場合は、

台風対策の必要から建物にコストがかかるとい

う意見もあった。

　生産能力は日産100株未満から2千株程度ま

でと、規模により幅がある。人員については、殆

どの工場がスタッフ数名体制で運営している。

正社員1名に、アルバイトという体制で、障がい

者を雇用している工場もある。

　課題はランニングコストで、その多くは電気

代と人件費であり、特に電気代が最も大きな

ウェイトを占めている。電気代の圧縮にはＬＥ

Ｄを導入する方法もあるが、この場合は初期投

資により大きなコストが発生する。電気コスト

を下げるために、業務用あるいは産業用電力を

利用したいという意見があるが、現在のところ

植物工場は業務用電力サービスの対象外である

ので、別の方法を模索する必要がある。各社とも

断熱材を導入するなど様々な方法で電気コスト

の低減の努力をして、ある程度のコストダウン

に成功している。

　初期設備投資を抑えた結果、ランニングコス

トに跳ね返ってしまい、設備を更改する必要に

迫られ、結果的に追加コストがかかった例もあ

り「望むべき栽培環境を整えるためには初期投

資を惜しむべきではない」という意見も聞かれ

た。

 (２)　植物工場野菜について

　「他で作っていない野菜」を生産することで付

加価値をつけ、差別化を図っている工場もある

が、一般的なレタス等の葉野菜を生産している

工場の野菜も、味が露地物とは違いクセがなく

食べやすい、また洗う手間もかからないといっ

た価格面以外の理由から人気が高く、一般消費

者向けに店頭に並べた商品は比較的早く売り切

れるとのこと。植物工場の野菜は露地栽培の野

菜に比べて２倍～３倍高いといわれているが、

沖縄県では葉野菜の供給量が減る夏場は逆に植

物工場の野菜の方が安価である。また事業者向

けという観点では、植物工場野菜は廃棄ロス率

が５％程度（露地物は50％程度）と効率が良い。

単価は高くても使える部分が多く、残留農薬を

洗い流す水道料金や人件費を加えると植物工場

野菜のコストはむしろ安いとして、事業向け野

菜にも可能性を見出している。

　一方で、植物工場で生産した野菜のメリット

は、安定供給ができること、（露地ものと違い）一

定した味で生産できることだが、植物工場を導

入したからといってすぐに目標とする生産体制

が出来る訳ではない。各社とも様々な試行錯誤

を繰り返しながらノウハウを蓄積し、生産量を

増やしてきている。

(３)　販路、収益性について

　全国的には黒字化している植物工場は一割程

度といわれており、その殆どが販路を最初から

持っている企業であることから、新規で植物工

場を立ち上げた場合は販路の確保が最大の課題

となる。県内植物工場の販路としては、生産量の

少ない植物工場の場合は自社での店頭販売のほ

か、近隣のファーマーズマーケット、飲食店など

に卸しており、生産量が比較的に大きい植物工

場は、県内スーパーや生協、コープなどに卸して

いる。一部事業者は海外に販路を持っている。

　収益性については、本業を別に持つ企業から

は「ある程度コストダウンに成功し、植物工場単

体で野菜生産やアルバイト人件費などの経費は

賄えるようになったが、工場管理者である正社

員の人件費を賄うためには、もっと生産量を増

やさなければならない」という声もあり、植物工

場が単独で収益を確保するためには更なる収量

の増加とランニングコストの削減が必要である。

（４)　海外市場について

　海外では沖縄野菜はまだ店頭に並んでいない

ので、海外は有望な市場と認識しているものの、

海外展開を検討している植物工場はまだ少ない。

シンガポール、香港、その他海外でのＯＫＩＮＡ

ＷＡの認知度は高く、現地の人の反応も良い。シ

ンガポールでは、植物工場に対するマイナスイ

メージは無く「日本の新しい技術を使って生産

した美味しい野菜」と捉えられている。

（５)　今後の展開について

　今後の展開については、新たな植物工場の建

設を計画している企業や自社開発したシステム

の販売を目指す企業、機能性野菜を栽培し、新市

場に売り込みたいとする企業、インキュベート

施設を建設し、将来的には農家に植物工場の作

物を栽培して欲しいと考えている企業など各社

様々である。

10.県内における植物工場の可能性について

　現在、植物工場の栽培品目は主にレタスなど

の葉野菜が中心である。収量も価格も安定的に

供給できる植物工場の作物は、県外産への依存

度が増し価格が上昇する夏場の野菜需要への

供給の他に、離島など遠隔地やホテル、レストラ

ンなど業務用食材、海外輸出といった分野での

活用が考えられる。

 (１)　離島、遠隔地での活用

　沖縄での露地栽培による生産には、特に気温

による限界があり、夏場はどうしても野菜が不

足するため県外からの移入に頼らざるを得ず、

価格も輸送コストが嵩むことなどから、全国よ

り高くならざるを得ない。特に離島地域は那覇

からの二次輸送のコストが加算されることか

ら、本島よりも価格が高くなる。更に台風などで

空路海路便が欠航となってしまうと、何日も野

菜が届かないという事態も起こる。天候に左右

されず生産が可能な植物工場を離島地域に設

置すれば、輸送コストも抑えられ、新鮮な野菜の

供給が可能となる。夏場は不足する野菜を生産

し、露地栽培野菜が多く出回る冬場には別の野

菜を栽培するなどすれば、既存の農家との競合

も避けられよう。

(２)　ホテル、レストラン等への供給

　多くの観光客が宿泊する県内ホテルにおい

て沖縄県産野菜のニーズは大きい。しかし、県内

産の野菜は、生産量が少ないうえに台風など気

象要因から、安定的に供給することが難しいの

が現状である。こうした課題の解決策として、ホ

テルやレストラン、コンビニエンスストア等向

けの植物工場が考えられる。これら業務用食材

の分野においては、沖縄では露地栽培できない

品種や一般消費者が普段利用しないような野

菜等への需要も見込まれる。ホテルが単独で、或

いは他の事業者とパートナーシップを組んで

植物工場を設置（６次産業化、農商工連携）する

ことも考えられる。

(３)　海外への輸出

　参加資格、利用条件をクリアすれば、沖縄県の

「沖縄国際物流ハブ活用推進事業」を利用して、

香港、台北、上海、ソウル、バンコク、シンガポー

ルに安価な輸送コストでの輸出が可能である。

また、沖縄県はシンガポールのチャンギ空港と

提携を結んでおり、今後直行便が就航すれば、沖

縄からシンガポールまで24時間以内に店頭に

到着させることが可能となるので、沖縄は地理

的優位性を活かせるだろう。

11.まとめ

　立地を選ばず、外部環境にも左右されずに計

画的な生産が可能な植物工場は、当初は国の

100％補助金などで設立されてきたが、現在国

内では、あらゆる分野から、多くの民間企業が参

入している。また植物工場に関する技術は日々

進歩しており、栽培できる品目も増えてきてい

ることから、市場は更に拡大していくとみられ

る。

　沖縄県における夏場の野菜不足は大きな課

題である。露地栽培による生産には限界があり、

県外産に依存しているのが現状である。現在

50％以上となっている夏場の県外産野菜への

依存度を、植物工場が立地することによって県

内産への消費に振り替えることができれば、沖

縄県経済にもたらす効果は大きい。　　　　

　植物工場は狭い面積でも露地栽培の何倍も

の生産が可能であり、県土が狭く、島嶼地域であ

る沖縄県にとっては、地域の需要を満たすため

に適したツールであるといえよう。しかし一方

では、高額な初期コスト、ランニングコストが大

きな課題となっており、一般的に植物工場を新

規で立ち上げ、単独で収益を上げるには、販路が

確保されていなければ、現状では難しい状況で

あることも事実である。沖縄県で植物工場が更

に立地するには、地元の資材や技術を利用した

安価な植物工場や、より効率よく収量を増やす

ための栽培技術など、設備面、栽培技術の両方で

更なる向上が求められる。

県内の植物工場について県内の植物工場について県内の植物工場について
特別寄稿

図表４：沖縄県における葉野菜等の県外依存度

図表５：レタス、ホウレンソウの月別価格推移
　　　　（2011 ～ 2013 年平均）
出所：農林水産省「小売物価統計（動向編）」
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品目
夏場県外産

（ｔ）
県外産率

（%）
冬場県外産

（ｔ）
県外産率

（%）
はくさい 745.7 100% 1621 100%
みつば 5.4 100% 4.7 85%
パセリ 3.6 100% 4 98%
ブロッコリー 133.8 98% 126.2 80%
ねぎ 77.4 72% 88.4 74%
キャベツ 2590.5 67% 1441.9 37%
レタス 1014.4 59% 527.5 21%
トマト 469.2 58% 243.9 38%
ミニトマト 45.3 43% 22.9 25%
しゅんぎく 0.3 43% 0 0%
にら 20.3 32% 18.4 33%
ほうれんそう 8.0 18% 5.6 3%
こまつな 22.5 17% 0 0%
セルリー 5.4 13% 2.5 3%
ちんげんさい 86.8 0% 116.4 0%
出所：農林水産省「青果物卸売市場調査」

１．はじめに

　近年、外部の気候などに左右されず無農

薬で野菜等を栽培する植物工場ビジネスへ

の企業の参入が相次いでいる。沖縄県は全

国でも有数の植物工場集積地であることか

ら、その現状を調査し、今後の可能性につい

て考察した。

２．植物工場とは

　植物工場とは「施設内で植物の生育環境

（光、温度、湿度、二酸化炭素濃度、養分、水分

等）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、

環境及び生育のモニタリングを基礎として、

高度な環境制御と生育予測を行うことによ

り野菜等の植物の周年・計画生産が可能な栽

培施設」のことである（農林水産省・経済産業

省｢農商工連携研究会植物工場ワーキンググ

ループ報告書｣（09年４月）より抜粋）。つまり

気温や湿度、天候といった外部環境の変化に

左右されることなく１年を通じて計画的、安

定的に野菜等植物の生産と出荷が可能な施

設のことで、従来型ハウスなど通常の施設園

芸が温度、湿度管理中心であるのに対し、植

物工場は蛍光灯やLEDといった人工光源と

空調等で成育環境を制御し農産物の生育を

コントロールすることができるのが特徴で

ある。

３．植物工場のタイプ

　植物工場には閉鎖環境で太陽光を使わず

に環境を制御して周年・計画生産を行う「完

全人工光型」と、温室等の半閉鎖環境で太陽

光の利用を基本として、雨天・曇天時の補光

や夏季の高温抑制技術等により周年・計画生

産を行う「太陽光利用型」の２類型がある。ま

た｢太陽光利用型｣も「太陽光のみ利用型」と

人工光も併用する「太陽光・人工光併用型」の

２タイプに分かれる。いずれのタイプも光合

成を制御し、植物の生育をコントロールする

のが特徴である。沖縄県には両方のタイプが

立地している。

　

(1) 完全人工光型

　完全人工光型は、太陽光を一切利用せず

LEDや蛍光灯などの人工光のみで栽培する

植物工場である。果菜類の栽培には向かない

が、葉菜類（レタスやハーブなど）や種苗生産

に向いている。栽培室は基本的に閉鎖環境

で、植物工場の立地する場所の環境や気候な

どからも切り離されており、人の出入りも制

限されている。湿度や光などをコントロール

することで露地栽培と比較して栽培期間が

短く、また害虫も入らないため無農薬での栽

培が可能である。太陽光を利用しないため多

段式栽培が可能であり、太陽光を利用するよ

りも土地あたりの生産性が高い。立地の適正

としては、土地コストの高い都市部等での設

置に向いているが、初期コストが高額で、収

益化するには生産性を上げるか、大規模な工

場を建設する必要がある。

(2) 太陽光利用型

　太陽光利用型は太陽光を利用して栽培する

植物工場で、葉菜類、花卉類の栽培に向いてい

る。太陽光利用型のうち人工光を併用するもの

は「太陽光・人工光併用型」というが、沖縄県には

立地しておらず全国的にも数は少ない。太陽光

利用型は、初期投資や運営コストは完全人工光

型より少額ですむものの、収量を確保するため

には広大な敷地面積が必要である。

４．植物工場で生産される野菜について

　植物工場で栽培されている野菜は、露地栽培

の野菜と種類が違うわけではないが、露地栽培

よりも短期間かつ無農薬で栽培が可能であり、

収穫後の作物の洗浄にかけるコストが抑えら

れる。また生産された野菜は食べられる部分が

多く、日持ちもするため廃棄ロスが少ない。

　栽培品目は、全国的にレタスやホウレンソウ、

小松菜、ハーブ類などの葉野菜が中心で、そのほ

か県内では実績は少ないがトマト、パプリカ、イ

チゴといった果肉類も栽培されている。露地栽

培に比べて生産コストが高いので高単価にな

らざるを得ないが、露地栽培に比べて味も安定

しており、また野菜に含まれる成分の含有量を

増加あるいは減少させた機能性野菜が販売さ

れるなど、通常栽培では対応できないような分

野での活用が期待されている。

５．植物工場のメリットとデメリット

（１)　メリット

　植物工場の主なメリットとしては大きく上記

の５つが挙げられる。植物工場は外部環境に左右

されず生産が可能な施設であるので場所を選ば

ない。日本では農地法の規制が壁となっており農

地には建てることができないものの、市街地の建

物内にも設置が可能である。例えば、空き工場や

空き店舗、廃校となった学校などをリノベーショ

ンして利用することも可能である。つまり様々な

業種の企業の参入が可能であり、実際に農業以外

の企業の参入が増えている。

　また気密性が高いので、害虫や病原菌の進入を防

ぐことができ、栽培環境を制御できるため栽培期間

が短く、しかも無農薬で、計画的、安定的な栽培が可

能である。施設内で棚を積み上げ多段式で栽培でき

るため単位面積あたりの収量も多く、露地栽培より

も土地生産性が高い。九州経済白書（2014年版）に

よれば、単位面積あたりの収量は露地栽培の80～

100倍レベルまで高めることができる。

　作業効率の面では、同規模の露地栽培と比較す

ると植物工場の面積は狭く、管理のための移動時

間が短縮でき、かつ軽作業が中心で身体的な負荷

も軽いため、高齢者や身体障がい者など誰でも従

事することが可能である。そのほかに栽培データ

を蓄積し生産から消費まで高い水準でトレーサ

ビリティーが実現できること、少量の水と養分で

の栽培が可能、などが挙げられる。

(２)　デメリット

　一方、初期コストやランニングコストが高額

であることが最大のデメリットである。国内の

事例をみると、新築の植物工場の場合は数千万

から数億円の設置コストがかかる。県内に立地

する植物工場にヒアリングしたところでは、規

模により異なるが、数百万円から数千万円規模

が主流である。運営コストの面では電気代と人

件費が大きなウェイトを占める。特に電気代は

照明のほか、設備内の空調など負担が大きい。こ

うしたコストを賄う必要から商品単価も高く

ならざるを得ないのが現状である。

 

６．植物工場の立地状況

　全国の植物工場の立地数は2009年に50件

だったものが、2014年は197件と約4倍に増加

している。内訳は完全人工光型が34件（09年）か

ら164件（14年）と約5倍に増加し、太陽光・人工

光併用型は16件（09年）から33件（14年）と2倍

に増加した。完全人工光型植物工場がこれほど

までに増加したのは、国の補助で全国10校の大

学や公設試験研究機関に研究施設が整備され

たほか、企業等の研究開発に補助が適用された

ために、今まで農業に関与してこなかった分野

からも企業参入が進み、すそ野が広がったため

である。また、その背景としては、天候に左右さ

れず、空き工場や空き店舗などの既存のスペー

スに設置ができ、狭い土地でも大量生産できる

という完全人工光型植物工場の特徴が挙げら

れる。

７．沖縄に集積する植物工場

　九州・山口、沖縄には30件（完全人工光型26件、

太陽光人工光併用型4件）が立地しているが、そ

のうち沖縄県には完全人工光型が11件と全国

で最も多く植物工場の一大集積地となってい

る。沖縄県に立地する植物工場は完全人工光型

がほとんどで、栽培品目はレタス類、ハーブ類と

いった葉野菜が中心である。生産された野菜は

近隣の小売店や飲食店、生協、スーパーなどで販

売されている。

８．沖縄における植物工場集積の背景

　亜熱帯気候の沖縄においては、高温となる夏

場は露地栽培が不可能とされている葉野菜も

多い。葉野菜の栽培に適した温度域とされる月

平均気温22℃以下の時期が12月～4月までの

５か月間しかなく、また夏から秋口にかけては

台風シーズンでもあるため、夏場は極端に野菜

が不足しており県外産に大きく依存している

のが現状である。県外産比率が高い野菜は、はく

さい、みつば、パセリが100％、ブロッコリー

98％、ねぎ72％、キャベツ67％、レタス59％、ト

マト58％などとなっている。また野菜の価格も

夏場は全国平均を上回っており、レタスなどは

全国平均より１㎏あたり170円程度高い（９月）。

価格以外にも、長距離輸送で時間がかかること

による鮮度低下、いわゆる輸送負けなども大き

な課題である。沖縄に植物工場が集積した背景

には、夏場の野菜不足が要因として挙げられる。

９．県内に立地する植物工場の現状（事業者ヒア

リング）

　県内の植物工場にヒアリングを実施し、６社か

ら回答を得ることができた。各社とも、植物工場

は初期投資、ランニングコストが高いことが課題

という認識で一致している。しかしながら、植物

工場で生産される野菜については、品質が高く、

一般消費者向けにも、また業務用としても有望で

あり、生産を拡大し、コスト削減を実現すること

で、将来的には十分収益を確保できると考えてい

る。以下にヒアリングの内容をまとめた。

(１)　植物工場について

　植物工場の設置費用は、自社開発した企業が

数百万円～1千5百万円、他の事業者から購入し

た場合は数千万円である。既存の建物を活用し

建設コストを抑え、必要最小限の設備から始め

た企業、一部をマニュアル管理にすることで初

期投資を抑えた企業もあった。沖縄県の場合は、

台風対策の必要から建物にコストがかかるとい

う意見もあった。

　生産能力は日産100株未満から2千株程度ま

でと、規模により幅がある。人員については、殆

どの工場がスタッフ数名体制で運営している。

正社員1名に、アルバイトという体制で、障がい

者を雇用している工場もある。

　課題はランニングコストで、その多くは電気

代と人件費であり、特に電気代が最も大きな

ウェイトを占めている。電気代の圧縮にはＬＥ

Ｄを導入する方法もあるが、この場合は初期投

資により大きなコストが発生する。電気コスト

を下げるために、業務用あるいは産業用電力を

利用したいという意見があるが、現在のところ

植物工場は業務用電力サービスの対象外である

ので、別の方法を模索する必要がある。各社とも

断熱材を導入するなど様々な方法で電気コスト

の低減の努力をして、ある程度のコストダウン

に成功している。

　初期設備投資を抑えた結果、ランニングコス

トに跳ね返ってしまい、設備を更改する必要に

迫られ、結果的に追加コストがかかった例もあ

り「望むべき栽培環境を整えるためには初期投

資を惜しむべきではない」という意見も聞かれ

た。

 (２)　植物工場野菜について

　「他で作っていない野菜」を生産することで付

加価値をつけ、差別化を図っている工場もある

が、一般的なレタス等の葉野菜を生産している

工場の野菜も、味が露地物とは違いクセがなく

食べやすい、また洗う手間もかからないといっ

た価格面以外の理由から人気が高く、一般消費

者向けに店頭に並べた商品は比較的早く売り切

れるとのこと。植物工場の野菜は露地栽培の野

菜に比べて２倍～３倍高いといわれているが、

沖縄県では葉野菜の供給量が減る夏場は逆に植

物工場の野菜の方が安価である。また事業者向

けという観点では、植物工場野菜は廃棄ロス率

が５％程度（露地物は50％程度）と効率が良い。

単価は高くても使える部分が多く、残留農薬を

洗い流す水道料金や人件費を加えると植物工場

野菜のコストはむしろ安いとして、事業向け野

菜にも可能性を見出している。

　一方で、植物工場で生産した野菜のメリット

は、安定供給ができること、（露地ものと違い）一

定した味で生産できることだが、植物工場を導

入したからといってすぐに目標とする生産体制

が出来る訳ではない。各社とも様々な試行錯誤

を繰り返しながらノウハウを蓄積し、生産量を

増やしてきている。

(３)　販路、収益性について

　全国的には黒字化している植物工場は一割程

度といわれており、その殆どが販路を最初から

持っている企業であることから、新規で植物工

場を立ち上げた場合は販路の確保が最大の課題

となる。県内植物工場の販路としては、生産量の

少ない植物工場の場合は自社での店頭販売のほ

か、近隣のファーマーズマーケット、飲食店など

に卸しており、生産量が比較的に大きい植物工

場は、県内スーパーや生協、コープなどに卸して

いる。一部事業者は海外に販路を持っている。

　収益性については、本業を別に持つ企業から

は「ある程度コストダウンに成功し、植物工場単

体で野菜生産やアルバイト人件費などの経費は

賄えるようになったが、工場管理者である正社

員の人件費を賄うためには、もっと生産量を増

やさなければならない」という声もあり、植物工

場が単独で収益を確保するためには更なる収量

の増加とランニングコストの削減が必要である。

（４)　海外市場について

　海外では沖縄野菜はまだ店頭に並んでいない

ので、海外は有望な市場と認識しているものの、

海外展開を検討している植物工場はまだ少ない。

シンガポール、香港、その他海外でのＯＫＩＮＡ

ＷＡの認知度は高く、現地の人の反応も良い。シ

ンガポールでは、植物工場に対するマイナスイ

メージは無く「日本の新しい技術を使って生産

した美味しい野菜」と捉えられている。

（５)　今後の展開について

　今後の展開については、新たな植物工場の建

設を計画している企業や自社開発したシステム

の販売を目指す企業、機能性野菜を栽培し、新市

場に売り込みたいとする企業、インキュベート

施設を建設し、将来的には農家に植物工場の作

物を栽培して欲しいと考えている企業など各社

様々である。

10.県内における植物工場の可能性について

　現在、植物工場の栽培品目は主にレタスなど

の葉野菜が中心である。収量も価格も安定的に

供給できる植物工場の作物は、県外産への依存

度が増し価格が上昇する夏場の野菜需要への

供給の他に、離島など遠隔地やホテル、レストラ

ンなど業務用食材、海外輸出といった分野での

活用が考えられる。

 (１)　離島、遠隔地での活用

　沖縄での露地栽培による生産には、特に気温

による限界があり、夏場はどうしても野菜が不

足するため県外からの移入に頼らざるを得ず、

価格も輸送コストが嵩むことなどから、全国よ

り高くならざるを得ない。特に離島地域は那覇

からの二次輸送のコストが加算されることか

ら、本島よりも価格が高くなる。更に台風などで

空路海路便が欠航となってしまうと、何日も野

菜が届かないという事態も起こる。天候に左右

されず生産が可能な植物工場を離島地域に設

置すれば、輸送コストも抑えられ、新鮮な野菜の

供給が可能となる。夏場は不足する野菜を生産

し、露地栽培野菜が多く出回る冬場には別の野

菜を栽培するなどすれば、既存の農家との競合

も避けられよう。

(２)　ホテル、レストラン等への供給

　多くの観光客が宿泊する県内ホテルにおい

て沖縄県産野菜のニーズは大きい。しかし、県内

産の野菜は、生産量が少ないうえに台風など気

象要因から、安定的に供給することが難しいの

が現状である。こうした課題の解決策として、ホ

テルやレストラン、コンビニエンスストア等向

けの植物工場が考えられる。これら業務用食材

の分野においては、沖縄では露地栽培できない

品種や一般消費者が普段利用しないような野

菜等への需要も見込まれる。ホテルが単独で、或

いは他の事業者とパートナーシップを組んで

植物工場を設置（６次産業化、農商工連携）する

ことも考えられる。

(３)　海外への輸出

　参加資格、利用条件をクリアすれば、沖縄県の

「沖縄国際物流ハブ活用推進事業」を利用して、

香港、台北、上海、ソウル、バンコク、シンガポー

ルに安価な輸送コストでの輸出が可能である。

また、沖縄県はシンガポールのチャンギ空港と

提携を結んでおり、今後直行便が就航すれば、沖

縄からシンガポールまで24時間以内に店頭に

到着させることが可能となるので、沖縄は地理

的優位性を活かせるだろう。

11.まとめ

　立地を選ばず、外部環境にも左右されずに計

画的な生産が可能な植物工場は、当初は国の

100％補助金などで設立されてきたが、現在国

内では、あらゆる分野から、多くの民間企業が参

入している。また植物工場に関する技術は日々

進歩しており、栽培できる品目も増えてきてい

ることから、市場は更に拡大していくとみられ

る。

　沖縄県における夏場の野菜不足は大きな課

題である。露地栽培による生産には限界があり、

県外産に依存しているのが現状である。現在

50％以上となっている夏場の県外産野菜への

依存度を、植物工場が立地することによって県

内産への消費に振り替えることができれば、沖

縄県経済にもたらす効果は大きい。　　　　

　植物工場は狭い面積でも露地栽培の何倍も

の生産が可能であり、県土が狭く、島嶼地域であ

る沖縄県にとっては、地域の需要を満たすため

に適したツールであるといえよう。しかし一方

では、高額な初期コスト、ランニングコストが大

きな課題となっており、一般的に植物工場を新

規で立ち上げ、単独で収益を上げるには、販路が

確保されていなければ、現状では難しい状況で

あることも事実である。沖縄県で植物工場が更

に立地するには、地元の資材や技術を利用した

安価な植物工場や、より効率よく収量を増やす

ための栽培技術など、設備面、栽培技術の両方で

更なる向上が求められる。

県内の植物工場について県内の植物工場について県内の植物工場について
特別寄稿

図表４：沖縄県における葉野菜等の県外依存度

図表５：レタス、ホウレンソウの月別価格推移
　　　　（2011 ～ 2013 年平均）
出所：農林水産省「小売物価統計（動向編）」
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１．はじめに

　近年、外部の気候などに左右されず無農

薬で野菜等を栽培する植物工場ビジネスへ

の企業の参入が相次いでいる。沖縄県は全

国でも有数の植物工場集積地であることか

ら、その現状を調査し、今後の可能性につい

て考察した。

２．植物工場とは

　植物工場とは「施設内で植物の生育環境

（光、温度、湿度、二酸化炭素濃度、養分、水分

等）を制御して栽培を行う施設園芸のうち、

環境及び生育のモニタリングを基礎として、

高度な環境制御と生育予測を行うことによ

り野菜等の植物の周年・計画生産が可能な栽

培施設」のことである（農林水産省・経済産業

省｢農商工連携研究会植物工場ワーキンググ

ループ報告書｣（09年４月）より抜粋）。つまり

気温や湿度、天候といった外部環境の変化に

左右されることなく１年を通じて計画的、安

定的に野菜等植物の生産と出荷が可能な施

設のことで、従来型ハウスなど通常の施設園

芸が温度、湿度管理中心であるのに対し、植

物工場は蛍光灯やLEDといった人工光源と

空調等で成育環境を制御し農産物の生育を

コントロールすることができるのが特徴で

ある。

３．植物工場のタイプ

　植物工場には閉鎖環境で太陽光を使わず

に環境を制御して周年・計画生産を行う「完

全人工光型」と、温室等の半閉鎖環境で太陽

光の利用を基本として、雨天・曇天時の補光

や夏季の高温抑制技術等により周年・計画生

産を行う「太陽光利用型」の２類型がある。ま

た｢太陽光利用型｣も「太陽光のみ利用型」と

人工光も併用する「太陽光・人工光併用型」の

２タイプに分かれる。いずれのタイプも光合

成を制御し、植物の生育をコントロールする

のが特徴である。沖縄県には両方のタイプが

立地している。

　

(1) 完全人工光型

　完全人工光型は、太陽光を一切利用せず

LEDや蛍光灯などの人工光のみで栽培する

植物工場である。果菜類の栽培には向かない

が、葉菜類（レタスやハーブなど）や種苗生産

に向いている。栽培室は基本的に閉鎖環境

で、植物工場の立地する場所の環境や気候な

どからも切り離されており、人の出入りも制

限されている。湿度や光などをコントロール

することで露地栽培と比較して栽培期間が

短く、また害虫も入らないため無農薬での栽

培が可能である。太陽光を利用しないため多

段式栽培が可能であり、太陽光を利用するよ

りも土地あたりの生産性が高い。立地の適正

としては、土地コストの高い都市部等での設

置に向いているが、初期コストが高額で、収

益化するには生産性を上げるか、大規模な工

場を建設する必要がある。

(2) 太陽光利用型

　太陽光利用型は太陽光を利用して栽培する

植物工場で、葉菜類、花卉類の栽培に向いてい

る。太陽光利用型のうち人工光を併用するもの

は「太陽光・人工光併用型」というが、沖縄県には

立地しておらず全国的にも数は少ない。太陽光

利用型は、初期投資や運営コストは完全人工光

型より少額ですむものの、収量を確保するため

には広大な敷地面積が必要である。

４．植物工場で生産される野菜について

　植物工場で栽培されている野菜は、露地栽培

の野菜と種類が違うわけではないが、露地栽培

よりも短期間かつ無農薬で栽培が可能であり、

収穫後の作物の洗浄にかけるコストが抑えら

れる。また生産された野菜は食べられる部分が

多く、日持ちもするため廃棄ロスが少ない。

　栽培品目は、全国的にレタスやホウレンソウ、

小松菜、ハーブ類などの葉野菜が中心で、そのほ

か県内では実績は少ないがトマト、パプリカ、イ

チゴといった果肉類も栽培されている。露地栽

培に比べて生産コストが高いので高単価にな

らざるを得ないが、露地栽培に比べて味も安定

しており、また野菜に含まれる成分の含有量を

増加あるいは減少させた機能性野菜が販売さ

れるなど、通常栽培では対応できないような分

野での活用が期待されている。

５．植物工場のメリットとデメリット

（１)　メリット

　植物工場の主なメリットとしては大きく上記

の５つが挙げられる。植物工場は外部環境に左右

されず生産が可能な施設であるので場所を選ば

ない。日本では農地法の規制が壁となっており農

地には建てることができないものの、市街地の建

物内にも設置が可能である。例えば、空き工場や

空き店舗、廃校となった学校などをリノベーショ

ンして利用することも可能である。つまり様々な

業種の企業の参入が可能であり、実際に農業以外

の企業の参入が増えている。

　また気密性が高いので、害虫や病原菌の進入を防

ぐことができ、栽培環境を制御できるため栽培期間

が短く、しかも無農薬で、計画的、安定的な栽培が可

能である。施設内で棚を積み上げ多段式で栽培でき

るため単位面積あたりの収量も多く、露地栽培より

も土地生産性が高い。九州経済白書（2014年版）に

よれば、単位面積あたりの収量は露地栽培の80～

100倍レベルまで高めることができる。

　作業効率の面では、同規模の露地栽培と比較す

ると植物工場の面積は狭く、管理のための移動時

間が短縮でき、かつ軽作業が中心で身体的な負荷

も軽いため、高齢者や身体障がい者など誰でも従

事することが可能である。そのほかに栽培データ

を蓄積し生産から消費まで高い水準でトレーサ

ビリティーが実現できること、少量の水と養分で

の栽培が可能、などが挙げられる。

(２)　デメリット

　一方、初期コストやランニングコストが高額

であることが最大のデメリットである。国内の

事例をみると、新築の植物工場の場合は数千万

から数億円の設置コストがかかる。県内に立地

する植物工場にヒアリングしたところでは、規

模により異なるが、数百万円から数千万円規模

が主流である。運営コストの面では電気代と人

件費が大きなウェイトを占める。特に電気代は

照明のほか、設備内の空調など負担が大きい。こ

うしたコストを賄う必要から商品単価も高く

ならざるを得ないのが現状である。

 

６．植物工場の立地状況

　全国の植物工場の立地数は2009年に50件

だったものが、2014年は197件と約4倍に増加

している。内訳は完全人工光型が34件（09年）か

ら164件（14年）と約5倍に増加し、太陽光・人工

光併用型は16件（09年）から33件（14年）と2倍

に増加した。完全人工光型植物工場がこれほど

までに増加したのは、国の補助で全国10校の大

学や公設試験研究機関に研究施設が整備され

たほか、企業等の研究開発に補助が適用された

ために、今まで農業に関与してこなかった分野

からも企業参入が進み、すそ野が広がったため

である。また、その背景としては、天候に左右さ

れず、空き工場や空き店舗などの既存のスペー

スに設置ができ、狭い土地でも大量生産できる

という完全人工光型植物工場の特徴が挙げら

れる。

７．沖縄に集積する植物工場

　九州・山口、沖縄には30件（完全人工光型26件、

太陽光人工光併用型4件）が立地しているが、そ

のうち沖縄県には完全人工光型が11件と全国

で最も多く植物工場の一大集積地となってい

る。沖縄県に立地する植物工場は完全人工光型

がほとんどで、栽培品目はレタス類、ハーブ類と

いった葉野菜が中心である。生産された野菜は

近隣の小売店や飲食店、生協、スーパーなどで販

売されている。

８．沖縄における植物工場集積の背景

　亜熱帯気候の沖縄においては、高温となる夏

場は露地栽培が不可能とされている葉野菜も

多い。葉野菜の栽培に適した温度域とされる月

平均気温22℃以下の時期が12月～4月までの

５か月間しかなく、また夏から秋口にかけては

台風シーズンでもあるため、夏場は極端に野菜

が不足しており県外産に大きく依存している

のが現状である。県外産比率が高い野菜は、はく

さい、みつば、パセリが100％、ブロッコリー

98％、ねぎ72％、キャベツ67％、レタス59％、ト

マト58％などとなっている。また野菜の価格も

夏場は全国平均を上回っており、レタスなどは

全国平均より１㎏あたり170円程度高い（９月）。

価格以外にも、長距離輸送で時間がかかること

による鮮度低下、いわゆる輸送負けなども大き

な課題である。沖縄に植物工場が集積した背景

には、夏場の野菜不足が要因として挙げられる。

９．県内に立地する植物工場の現状（事業者ヒア

リング）

　県内の植物工場にヒアリングを実施し、６社か

ら回答を得ることができた。各社とも、植物工場

は初期投資、ランニングコストが高いことが課題

という認識で一致している。しかしながら、植物

工場で生産される野菜については、品質が高く、

一般消費者向けにも、また業務用としても有望で

あり、生産を拡大し、コスト削減を実現すること

で、将来的には十分収益を確保できると考えてい

る。以下にヒアリングの内容をまとめた。

(１)　植物工場について

　植物工場の設置費用は、自社開発した企業が

数百万円～1千5百万円、他の事業者から購入し

た場合は数千万円である。既存の建物を活用し

建設コストを抑え、必要最小限の設備から始め

た企業、一部をマニュアル管理にすることで初

期投資を抑えた企業もあった。沖縄県の場合は、

台風対策の必要から建物にコストがかかるとい

う意見もあった。

　生産能力は日産100株未満から2千株程度ま

でと、規模により幅がある。人員については、殆

どの工場がスタッフ数名体制で運営している。

正社員1名に、アルバイトという体制で、障がい

者を雇用している工場もある。

　課題はランニングコストで、その多くは電気

代と人件費であり、特に電気代が最も大きな

ウェイトを占めている。電気代の圧縮にはＬＥ

Ｄを導入する方法もあるが、この場合は初期投

資により大きなコストが発生する。電気コスト

を下げるために、業務用あるいは産業用電力を

利用したいという意見があるが、現在のところ

植物工場は業務用電力サービスの対象外である

ので、別の方法を模索する必要がある。各社とも

断熱材を導入するなど様々な方法で電気コスト

の低減の努力をして、ある程度のコストダウン

に成功している。

　初期設備投資を抑えた結果、ランニングコス

トに跳ね返ってしまい、設備を更改する必要に

迫られ、結果的に追加コストがかかった例もあ

り「望むべき栽培環境を整えるためには初期投

資を惜しむべきではない」という意見も聞かれ

た。

 (２)　植物工場野菜について

　「他で作っていない野菜」を生産することで付

加価値をつけ、差別化を図っている工場もある

が、一般的なレタス等の葉野菜を生産している

工場の野菜も、味が露地物とは違いクセがなく

食べやすい、また洗う手間もかからないといっ

た価格面以外の理由から人気が高く、一般消費

者向けに店頭に並べた商品は比較的早く売り切

れるとのこと。植物工場の野菜は露地栽培の野

菜に比べて２倍～３倍高いといわれているが、

沖縄県では葉野菜の供給量が減る夏場は逆に植

物工場の野菜の方が安価である。また事業者向

けという観点では、植物工場野菜は廃棄ロス率

が５％程度（露地物は50％程度）と効率が良い。

単価は高くても使える部分が多く、残留農薬を

洗い流す水道料金や人件費を加えると植物工場

野菜のコストはむしろ安いとして、事業向け野

菜にも可能性を見出している。

　一方で、植物工場で生産した野菜のメリット

は、安定供給ができること、（露地ものと違い）一

定した味で生産できることだが、植物工場を導

入したからといってすぐに目標とする生産体制

が出来る訳ではない。各社とも様々な試行錯誤

を繰り返しながらノウハウを蓄積し、生産量を

増やしてきている。

(３)　販路、収益性について

　全国的には黒字化している植物工場は一割程

度といわれており、その殆どが販路を最初から

持っている企業であることから、新規で植物工

場を立ち上げた場合は販路の確保が最大の課題

となる。県内植物工場の販路としては、生産量の

少ない植物工場の場合は自社での店頭販売のほ

か、近隣のファーマーズマーケット、飲食店など

に卸しており、生産量が比較的に大きい植物工

場は、県内スーパーや生協、コープなどに卸して

いる。一部事業者は海外に販路を持っている。

　収益性については、本業を別に持つ企業から

は「ある程度コストダウンに成功し、植物工場単

体で野菜生産やアルバイト人件費などの経費は

賄えるようになったが、工場管理者である正社

員の人件費を賄うためには、もっと生産量を増

やさなければならない」という声もあり、植物工

場が単独で収益を確保するためには更なる収量

の増加とランニングコストの削減が必要である。

（４)　海外市場について

　海外では沖縄野菜はまだ店頭に並んでいない

ので、海外は有望な市場と認識しているものの、

海外展開を検討している植物工場はまだ少ない。

シンガポール、香港、その他海外でのＯＫＩＮＡ

ＷＡの認知度は高く、現地の人の反応も良い。シ

ンガポールでは、植物工場に対するマイナスイ

メージは無く「日本の新しい技術を使って生産

した美味しい野菜」と捉えられている。

（５)　今後の展開について

　今後の展開については、新たな植物工場の建

設を計画している企業や自社開発したシステム

の販売を目指す企業、機能性野菜を栽培し、新市

場に売り込みたいとする企業、インキュベート

施設を建設し、将来的には農家に植物工場の作

物を栽培して欲しいと考えている企業など各社

様々である。

10.県内における植物工場の可能性について

　現在、植物工場の栽培品目は主にレタスなど

の葉野菜が中心である。収量も価格も安定的に

供給できる植物工場の作物は、県外産への依存

度が増し価格が上昇する夏場の野菜需要への

供給の他に、離島など遠隔地やホテル、レストラ

ンなど業務用食材、海外輸出といった分野での

活用が考えられる。

 (１)　離島、遠隔地での活用

　沖縄での露地栽培による生産には、特に気温

による限界があり、夏場はどうしても野菜が不

足するため県外からの移入に頼らざるを得ず、

価格も輸送コストが嵩むことなどから、全国よ

り高くならざるを得ない。特に離島地域は那覇

からの二次輸送のコストが加算されることか

ら、本島よりも価格が高くなる。更に台風などで

空路海路便が欠航となってしまうと、何日も野

菜が届かないという事態も起こる。天候に左右

されず生産が可能な植物工場を離島地域に設

置すれば、輸送コストも抑えられ、新鮮な野菜の

供給が可能となる。夏場は不足する野菜を生産

し、露地栽培野菜が多く出回る冬場には別の野

菜を栽培するなどすれば、既存の農家との競合

も避けられよう。

(２)　ホテル、レストラン等への供給

　多くの観光客が宿泊する県内ホテルにおい

て沖縄県産野菜のニーズは大きい。しかし、県内

産の野菜は、生産量が少ないうえに台風など気

象要因から、安定的に供給することが難しいの

が現状である。こうした課題の解決策として、ホ

テルやレストラン、コンビニエンスストア等向

けの植物工場が考えられる。これら業務用食材

の分野においては、沖縄では露地栽培できない

品種や一般消費者が普段利用しないような野

菜等への需要も見込まれる。ホテルが単独で、或

いは他の事業者とパートナーシップを組んで

植物工場を設置（６次産業化、農商工連携）する

ことも考えられる。

(３)　海外への輸出

　参加資格、利用条件をクリアすれば、沖縄県の

「沖縄国際物流ハブ活用推進事業」を利用して、

香港、台北、上海、ソウル、バンコク、シンガポー

ルに安価な輸送コストでの輸出が可能である。

また、沖縄県はシンガポールのチャンギ空港と

提携を結んでおり、今後直行便が就航すれば、沖

縄からシンガポールまで24時間以内に店頭に

到着させることが可能となるので、沖縄は地理

的優位性を活かせるだろう。

11.まとめ

　立地を選ばず、外部環境にも左右されずに計

画的な生産が可能な植物工場は、当初は国の

100％補助金などで設立されてきたが、現在国

内では、あらゆる分野から、多くの民間企業が参

入している。また植物工場に関する技術は日々

進歩しており、栽培できる品目も増えてきてい

ることから、市場は更に拡大していくとみられ

る。

　沖縄県における夏場の野菜不足は大きな課

題である。露地栽培による生産には限界があり、

県外産に依存しているのが現状である。現在

50％以上となっている夏場の県外産野菜への

依存度を、植物工場が立地することによって県

内産への消費に振り替えることができれば、沖

縄県経済にもたらす効果は大きい。　　　　

　植物工場は狭い面積でも露地栽培の何倍も

の生産が可能であり、県土が狭く、島嶼地域であ

る沖縄県にとっては、地域の需要を満たすため

に適したツールであるといえよう。しかし一方

では、高額な初期コスト、ランニングコストが大

きな課題となっており、一般的に植物工場を新

規で立ち上げ、単独で収益を上げるには、販路が

確保されていなければ、現状では難しい状況で

あることも事実である。沖縄県で植物工場が更

に立地するには、地元の資材や技術を利用した

安価な植物工場や、より効率よく収量を増やす

ための栽培技術など、設備面、栽培技術の両方で

更なる向上が求められる。

特集
県内におけるレンタカー需要の動向県内におけるレンタカー需要の動向県内におけるレンタカー需要の動向

調査レポート
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消費関連
　百貨店売上高は、閉店効果や前年の消費税増税に伴う反動などにより、12カ月連続で前年を上回った。
衣料品は新生活需要や初夏商品の好調などにより増加した。食料品や家庭用品・その他なども改装効果
や催事効果などにより増加した。スーパー売上高は、前年に消費税増税直後の買い控えがみられたこと
から食料品、衣料品、住居関連すべての品目において反動増となり、２カ月ぶりに前年を上回った。新車
販売は、軽自動車は軽自動車税増税の駆け込み需要の反動で減少したものの、普通乗用車や小型乗用車
は、前年の消費税増税後の買い控えからの反動がみられ、４カ月ぶりに前年を上回った。電気製品卸売
販売額は、主要品目は概ね好調に推移したが、太陽光発電システムの需要の減少などにより13カ月連続
で前年を下回った。
　先行きは、高い消費マインドや観光客の増加などから好調を維持するとみられる。

　公共工事請負金額は、前月に発注が集中した反動などにより３カ月ぶりに前年を下回った。建築着工
床面積(３月)は、居住用、非居住ともに減少したことから３カ月連続で前年を下回った。新設住宅着工戸
数(３月)は、前年の消費税増税前の駆け込み需要の反動により３カ月ぶりに前年を下回った。県内主要
建設会社の受注額は、前年の大型案件の反動などから３カ月ぶりに前年を下回った。建設資材関連では、
セメントは増加したが、生コンは住居関連工事向け出荷の減少などから前年を下回った。鋼材も住居関
連工事向け出荷の減少などから前年を下回った。木材は、大口出荷が一部みられたことなどから前年を
上回った。
　先行きは、新設住宅着工が前年の消費税増税前の駆け込み需要の反動減が予想されるものの、公共工
事が高水準で推移することなどから、引き続き概ね好調な動きになるものとみられる。

建設関連

　入域観光客数は、31カ月連続で前年を上回った。国内客は２カ月ぶりに増加し、外国客は21カ月連続
で前年を上回った。方面別では中国本土、台湾、韓国などからの入域が観光客数増加に寄与した。
　県内主要ホテルは、稼働率、売上高、宿泊収入、宿泊客室単価いずれも前年を上回った。主要観光施設
入場者数は14カ月連続で前年を上回った。ゴルフ場は、入場者数が６カ月連続、売上高は７カ月連続で
それぞれ増加した。
　先行きは、外国客を中心とした旺盛な旅行需要を背景に好調に推移するものとみられる。

観光関連

　新規求人数は、前年同月比28.5％増と５カ月連続で増加し、有効求人倍率（季調値）は、0.80倍と前月よ
り0.01ポイント上昇した。産業別にみると、医療・福祉、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・
娯楽業などは増加したが、教育・学習支援業、金融業・保険業、複合サービス事業などで減少した。完全失
業率（季調値）は4.2％と前月より1.5％ポイント改善した。
　消費者物価指数（総合）は、食料などの上昇により前年同月比0.1％増と23カ月連続で前年を上回った。
企業倒産は、件数が１件で前年同月比２件減となった。負債総額は6,200万円となり、同95.3％の減少で
あった。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

　４月の県内景気をみると、消費関連では、百貨店は閉店効果や消費税増税に伴う反動

などから前年を上回り、スーパーは前年の消費税増税の影響による反動から前年を上

回った。耐久消費財では、新車販売は消費税増税の影響による反動から前年を上回った

が、電気製品卸売は太陽光発電システム需要の減少などにより前年を下回った。

　建設関連では、公共工事は前月に発注が集中した反動から前年を下回った。建築着工

（３月）は前年を下回り、新設住宅着工戸数（３月）は消費税増税前の駆け込み需要の反

動減から前年を下回った。建設受注は、大型案件の反動により前年を下回った。

　観光関連では、入域観光客数は、国内客、外国客ともに増加したことから、引き続き前

年を上回った。主要ホテルでは、稼働率、売上高、宿泊収入ともに前年を上回った。

　総じてみると、観光関連が好調に推移し、消費関連、建設関連も概ね好調なことから、

県内景気は拡大の動きが強まっている。

景気は、拡大の動きが強まる　

消費関連では、スーパーが前年を上回る

観光関連では、入域観光客が前年を上回る
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消費関連
　百貨店売上高は、閉店効果や前年の消費税増税に伴う反動などにより、12カ月連続で前年を上回った。
衣料品は新生活需要や初夏商品の好調などにより増加した。食料品や家庭用品・その他なども改装効果
や催事効果などにより増加した。スーパー売上高は、前年に消費税増税直後の買い控えがみられたこと
から食料品、衣料品、住居関連すべての品目において反動増となり、２カ月ぶりに前年を上回った。新車
販売は、軽自動車は軽自動車税増税の駆け込み需要の反動で減少したものの、普通乗用車や小型乗用車
は、前年の消費税増税後の買い控えからの反動がみられ、４カ月ぶりに前年を上回った。電気製品卸売
販売額は、主要品目は概ね好調に推移したが、太陽光発電システムの需要の減少などにより13カ月連続
で前年を下回った。
　先行きは、高い消費マインドや観光客の増加などから好調を維持するとみられる。

　公共工事請負金額は、前月に発注が集中した反動などにより３カ月ぶりに前年を下回った。建築着工
床面積(３月)は、居住用、非居住ともに減少したことから３カ月連続で前年を下回った。新設住宅着工戸
数(３月)は、前年の消費税増税前の駆け込み需要の反動により３カ月ぶりに前年を下回った。県内主要
建設会社の受注額は、前年の大型案件の反動などから３カ月ぶりに前年を下回った。建設資材関連では、
セメントは増加したが、生コンは住居関連工事向け出荷の減少などから前年を下回った。鋼材も住居関
連工事向け出荷の減少などから前年を下回った。木材は、大口出荷が一部みられたことなどから前年を
上回った。
　先行きは、新設住宅着工が前年の消費税増税前の駆け込み需要の反動減が予想されるものの、公共工
事が高水準で推移することなどから、引き続き概ね好調な動きになるものとみられる。

建設関連

　入域観光客数は、31カ月連続で前年を上回った。国内客は２カ月ぶりに増加し、外国客は21カ月連続
で前年を上回った。方面別では中国本土、台湾、韓国などからの入域が観光客数増加に寄与した。
　県内主要ホテルは、稼働率、売上高、宿泊収入、宿泊客室単価いずれも前年を上回った。主要観光施設
入場者数は14カ月連続で前年を上回った。ゴルフ場は、入場者数が６カ月連続、売上高は７カ月連続で
それぞれ増加した。
　先行きは、外国客を中心とした旺盛な旅行需要を背景に好調に推移するものとみられる。

観光関連

　新規求人数は、前年同月比28.5％増と５カ月連続で増加し、有効求人倍率（季調値）は、0.80倍と前月よ
り0.01ポイント上昇した。産業別にみると、医療・福祉、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・
娯楽業などは増加したが、教育・学習支援業、金融業・保険業、複合サービス事業などで減少した。完全失
業率（季調値）は4.2％と前月より1.5％ポイント改善した。
　消費者物価指数（総合）は、食料などの上昇により前年同月比0.1％増と23カ月連続で前年を上回った。
企業倒産は、件数が１件で前年同月比２件減となった。負債総額は6,200万円となり、同95.3％の減少で
あった。

雇用関連・その他

●りゅうぎん調査●

　４月の県内景気をみると、消費関連では、百貨店は閉店効果や消費税増税に伴う反動

などから前年を上回り、スーパーは前年の消費税増税の影響による反動から前年を上

回った。耐久消費財では、新車販売は消費税増税の影響による反動から前年を上回った

が、電気製品卸売は太陽光発電システム需要の減少などにより前年を下回った。

　建設関連では、公共工事は前月に発注が集中した反動から前年を下回った。建築着工

（３月）は前年を下回り、新設住宅着工戸数（３月）は消費税増税前の駆け込み需要の反

動減から前年を下回った。建設受注は、大型案件の反動により前年を下回った。

　観光関連では、入域観光客数は、国内客、外国客ともに増加したことから、引き続き前

年を上回った。主要ホテルでは、稼働率、売上高、宿泊収入ともに前年を上回った。

　総じてみると、観光関連が好調に推移し、消費関連、建設関連も概ね好調なことから、

県内景気は拡大の動きが強まっている。

景気は、拡大の動きが強まる　

消費関連では、スーパーが前年を上回る

観光関連では、入域観光客が前年を上回る
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（注1） 公共工事請負金額は西日本建設業保証株式会社沖縄支店調べ。建築着工床面積、新設住宅着工戸数は国土交通省調べ。

県内新規求人数、有効求人倍率は沖縄労働局調べ。入域観光客数、消費者物価指数は沖縄県調べ。

企業倒産件数は東京商工リサーチ沖縄支店調べ。Ｐは速報値。

（注2） 百貨店は、2014年９月より調査先が一部変更となった。

（注3） 2012年５月より外国客の入域観光客数を掲載した。

（注4） 主要ホテルは、2014年10月より調査先を25ホテルから27ホテルとした。

（注5） 企業倒産の前年同月差は、月平均の前年同月差。

2015. 4 りゅうぎん調査
項目別グラフ　単月 2015.4

項目別グラフ　3カ月 2015.2～2015.4

2015.2－2015.4

（注） 広告収入は15年3月分。数値は前年比（％）。
　　 ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。

（注） 広告収入は15年1月～15年3月分。数値は前年比（％）。
　　 ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は月平均の前年差。
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（注1） 公共工事請負金額は西日本建設業保証株式会社沖縄支店調べ。建築着工床面積、新設住宅着工戸数は国土交通省調べ。

県内新規求人数、有効求人倍率は沖縄労働局調べ。入域観光客数、消費者物価指数は沖縄県調べ。

企業倒産件数は東京商工リサーチ沖縄支店調べ。Ｐは速報値。

（注2） 百貨店は、2014年９月より調査先が一部変更となった。

（注3） 2012年５月より外国客の入域観光客数を掲載した。

（注4） 主要ホテルは、2014年10月より調査先を25ホテルから27ホテルとした。

（注5） 企業倒産の前年同月差は、月平均の前年同月差。

2015. 4 りゅうぎん調査
項目別グラフ　単月 2015.4

項目別グラフ　3カ月 2015.2～2015.4

2015.2－2015.4

（注） 広告収入は15年3月分。数値は前年比（％）。
　　 ホテル稼働率（％ポイント）、企業倒産件数（件）は前年差。

（注） 広告収入は15年1月～15年3月分。数値は前年比（％）。
　　 ホテル稼働率（％ポイント）は前年差。企業倒産件数（件）は月平均の前年差。
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12カ月連続で増加
・百貨店売上高は、閉店効果や前年の消費
税増税に伴う反動などにより、前年同月
比32.8％増と12カ月連続で前年を上回っ
た。衣料品は前年に比べ気温が高く推移
し、新生活需要でかりゆしウェアや初夏
商品などが好調に推移した。食料品は改
装効果や催事効果などから伸長し、身の
回り品や家庭用品・その他も催事効果や
外国人観光客による消費などから増加し
た。
・品目別にみると、食料品（同29.2％増）、衣
料品（同22.8％増）、家庭用品・その他（同
51.9％増）、身の回り品（同25.0％増）とな
り、すべての項目で増加した。

（注）2014年9月より調査先百貨店が一部変更となった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

全店ベースは２カ月ぶりに増加  
・スーパー売上高は、既存店ベースでは前

年同月比11.8％増と２カ月ぶりに前年を

上回った。前年は、消費税増税直後の買い

控えがみられたことから、反動増となっ

た。

・食料品は、清明祭や行楽需要により伸長

し同10.0％の増加となった。衣料品もかり

ゆしウェアなどの初夏商材が好調に推移

したことから同15.8％増、家電を含む住居

関連も同17.4％増だった。

・全店ベースでも13.8％増と２カ月ぶりに

前年を上回った。

出所：りゅうぎん総合研究所

４カ月ぶりに増加
・新車販売台数は3,637台となり、前年同月

比1.3％増と４カ月ぶりに前年を上回った。

軽自動車は前月までの軽自動車税増税の

駆け込み需要の反動から減少した。普通

乗用車と小型乗用車は、前年が消費税増

税後の買い控えにより大幅減となったこ

とから、反動がみられ増加した。

・普通自動車（登録車）は1,707台（同32.1％

増）で、うち普通乗用車は379台（同27.6％

増）、小型乗用車は1,149台（同28.7％増）で

あった。軽自動車（届出車）は1,930台（同

16.0％減）で、うち軽乗用車は1,561台（同

20.3％減）であった。

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）2010年4月より調査先が7社から4社となった。

4 中古自動車販売台数【登録ベース】

５カ月連続で増加
・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は１万8,409

台で前年同月比3.2％増と５カ月連続で

前年を上回った。

・内訳では、普通自動車は6,361台（同4.5％

増）となり、軽自動車は１万2,048台（同

2.6％増）と、ともに前年を上回った。

13カ月連続で減少
・電気製品卸売販売額は、主要品目は概ね好

調に推移したが、太陽光発電システムの需

要の減少などにより前年同月比2.4％減と

13カ月連続で前年を下回った。

・品目別にみると、ＡＶ商品ではテレビが同

21.5％増、ＤＶＤレコーダーが同10.4％増、

白物では洗濯機が同34.4％増、冷蔵庫が同

3.9％減、エアコンが同40.8％増、太陽光発

電システムを含むその他は同14.9％減と

なった。

5 電気製品卸売販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

※棒グラフは品目別寄与度
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12カ月連続で増加
・百貨店売上高は、閉店効果や前年の消費
税増税に伴う反動などにより、前年同月
比32.8％増と12カ月連続で前年を上回っ
た。衣料品は前年に比べ気温が高く推移
し、新生活需要でかりゆしウェアや初夏
商品などが好調に推移した。食料品は改
装効果や催事効果などから伸長し、身の
回り品や家庭用品・その他も催事効果や
外国人観光客による消費などから増加し
た。
・品目別にみると、食料品（同29.2％増）、衣
料品（同22.8％増）、家庭用品・その他（同
51.9％増）、身の回り品（同25.0％増）とな
り、すべての項目で増加した。

（注）2014年9月より調査先百貨店が一部変更となった。

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：沖縄県自動車販売協会

1 百貨店売上高（前年同月比）

2 スーパー売上高（前年同月比）

全店ベースは２カ月ぶりに増加  
・スーパー売上高は、既存店ベースでは前

年同月比11.8％増と２カ月ぶりに前年を

上回った。前年は、消費税増税直後の買い

控えがみられたことから、反動増となっ

た。

・食料品は、清明祭や行楽需要により伸長

し同10.0％の増加となった。衣料品もかり

ゆしウェアなどの初夏商材が好調に推移

したことから同15.8％増、家電を含む住居

関連も同17.4％増だった。

・全店ベースでも13.8％増と２カ月ぶりに

前年を上回った。

出所：りゅうぎん総合研究所

４カ月ぶりに増加
・新車販売台数は3,637台となり、前年同月

比1.3％増と４カ月ぶりに前年を上回った。

軽自動車は前月までの軽自動車税増税の

駆け込み需要の反動から減少した。普通

乗用車と小型乗用車は、前年が消費税増

税後の買い控えにより大幅減となったこ

とから、反動がみられ増加した。

・普通自動車（登録車）は1,707台（同32.1％

増）で、うち普通乗用車は379台（同27.6％

増）、小型乗用車は1,149台（同28.7％増）で

あった。軽自動車（届出車）は1,930台（同

16.0％減）で、うち軽乗用車は1,561台（同

20.3％減）であった。

3 新車販売台数 （前年同月比）

※棒グラフは品目別寄与度

※棒グラフは車種別寄与度

出所：沖縄県中古自動車販売協会　※登録ベース

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）2010年4月より調査先が7社から4社となった。

4 中古自動車販売台数【登録ベース】

５カ月連続で増加
・中古自動車販売台数（普通自動車及び軽

自動車の合計、登録ベース）は１万8,409

台で前年同月比3.2％増と５カ月連続で

前年を上回った。

・内訳では、普通自動車は6,361台（同4.5％

増）となり、軽自動車は１万2,048台（同

2.6％増）と、ともに前年を上回った。

13カ月連続で減少
・電気製品卸売販売額は、主要品目は概ね好

調に推移したが、太陽光発電システムの需

要の減少などにより前年同月比2.4％減と

13カ月連続で前年を下回った。

・品目別にみると、ＡＶ商品ではテレビが同

21.5％増、ＤＶＤレコーダーが同10.4％増、

白物では洗濯機が同34.4％増、冷蔵庫が同

3.9％減、エアコンが同40.8％増、太陽光発

電システムを含むその他は同14.9％減と

なった。

5 電気製品卸売販売額（前年同月比）

※棒グラフは車種別寄与度

※棒グラフは品目別寄与度
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３カ月ぶりに減少
・公共工事請負金額は、119億9,100万円で

前年同月比47.8％減と前月に発注が集中

した反動から国、県、市町村発注工事と

もに減少し、３カ月ぶりに前年を下回っ

た。

・発注者別では、国（同52.2％減）、県（同

49.3％減）、市町村（同28.8％減）、独立行

政法人等・その他（同82.6％減）ともに減

少した。

・大型工事としては、石垣港（浜崎地区）係

留施設築造工事（第２次）、うるま市庁舎

建設工事などがあった。

出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

３カ月連続で減少
・建築着工床面積（３月）は14万3,212㎡と

なり、前年同月比36.1％減と３カ月連続

で前年を下回った。用途別では、居住用

は同36.2％減、非居住用は同35.9％減と

なった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみ

ると、居住用では、居住産業併用が増加

し、居住専用が減少した。非居住用では、

公務用などが増加し、医療、福祉用、農林

水産業用などが減少した。
出所：国土交通省

３カ月ぶりに減少
・新設住宅着工戸数（３月）は980戸となり、

前年の消費税増税前の駆け込み需要の

反動などから、前年同月比36.4％減と３

カ月ぶりに前年を下回った。

・利用関係別では、給与（82戸）が全増と増

加し、持家（208戸）が同40.1％減、貸家

（609戸）が同43.8％減、分譲（81戸）が同

25.7％減と減少した。

3 新設住宅着工戸数 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

３カ月ぶりに減少　　
・建設受注額（調査先建設会社：20社）は、

前年の大型案件の反動減により前年

同月比55.9％減と３カ月ぶりに前年

を下回った。

・発注者別では、公共工事（同17.6％減）

は３カ月ぶりに減少し、民間工事（同

62.4％減）も３カ月ぶりに減少した。

セメントは18カ月連続で増加、
生コンは８カ月ぶりに減少
・セメント出荷量は７万7,356トンとなり、
公共工事向け出荷の増加などから前年
同月比2.1％増と18カ月連続で前年を上
回った。
・生コン出荷量は14万9,973㎥で同6.1％減
となり、民間工事における住居関連工事
の減少などから８カ月ぶりに前年を下
回った。
・生コン出荷量を出荷先別にみると、公共
工事では、空港関連や橋梁関連工事向け
出荷などが増加し、学校関連工事向け出
荷などが減少した。民間工事では、医療
施設関連工事向けなどが増加し、戸建て
住宅や貸家関連工事向け出荷などが減
少した。

鋼材は４カ月連続で減少、
木材は２カ月ぶりに増加
・鋼材売上高は、住居関連向け出荷の減少

や単価の低下などから、前年同月比5.0％

減と４カ月連続で前年を下回った。

・木材売上高は、一部で大口出荷がみられ

たことなどから、同12.7％増と２カ月ぶ

りに前年を上回った。

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度
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３カ月ぶりに減少
・公共工事請負金額は、119億9,100万円で

前年同月比47.8％減と前月に発注が集中

した反動から国、県、市町村発注工事と

もに減少し、３カ月ぶりに前年を下回っ

た。

・発注者別では、国（同52.2％減）、県（同

49.3％減）、市町村（同28.8％減）、独立行

政法人等・その他（同82.6％減）ともに減

少した。

・大型工事としては、石垣港（浜崎地区）係

留施設築造工事（第２次）、うるま市庁舎

建設工事などがあった。

出所：西日本建設業保証株式会社沖縄支店

出所：国土交通省

1 公共工事請負金額（前年同月比）

2 建築着工床面積（前年同月比）

３カ月連続で減少
・建築着工床面積（３月）は14万3,212㎡と

なり、前年同月比36.1％減と３カ月連続

で前年を下回った。用途別では、居住用

は同36.2％減、非居住用は同35.9％減と

なった。

・建築着工床面積を用途別（大分類）にみ

ると、居住用では、居住産業併用が増加

し、居住専用が減少した。非居住用では、

公務用などが増加し、医療、福祉用、農林

水産業用などが減少した。
出所：国土交通省

３カ月ぶりに減少
・新設住宅着工戸数（３月）は980戸となり、

前年の消費税増税前の駆け込み需要の

反動などから、前年同月比36.4％減と３

カ月ぶりに前年を下回った。

・利用関係別では、給与（82戸）が全増と増

加し、持家（208戸）が同40.1％減、貸家

（609戸）が同43.8％減、分譲（81戸）が同

25.7％減と減少した。

3 新設住宅着工戸数 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度

※棒グラフは用途別寄与度

※棒グラフは利用関係別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

4 建設受注額 （前年同月比）

３カ月ぶりに減少　　
・建設受注額（調査先建設会社：20社）は、

前年の大型案件の反動減により前年

同月比55.9％減と３カ月ぶりに前年

を下回った。

・発注者別では、公共工事（同17.6％減）

は３カ月ぶりに減少し、民間工事（同

62.4％減）も３カ月ぶりに減少した。

セメントは18カ月連続で増加、
生コンは８カ月ぶりに減少
・セメント出荷量は７万7,356トンとなり、
公共工事向け出荷の増加などから前年
同月比2.1％増と18カ月連続で前年を上
回った。
・生コン出荷量は14万9,973㎥で同6.1％減
となり、民間工事における住居関連工事
の減少などから８カ月ぶりに前年を下
回った。
・生コン出荷量を出荷先別にみると、公共
工事では、空港関連や橋梁関連工事向け
出荷などが増加し、学校関連工事向け出
荷などが減少した。民間工事では、医療
施設関連工事向けなどが増加し、戸建て
住宅や貸家関連工事向け出荷などが減
少した。

鋼材は４カ月連続で減少、
木材は２カ月ぶりに増加
・鋼材売上高は、住居関連向け出荷の減少

や単価の低下などから、前年同月比5.0％

減と４カ月連続で前年を下回った。

・木材売上高は、一部で大口出荷がみられ

たことなどから、同12.7％増と２カ月ぶ

りに前年を上回った。

5 セメント・生コン（前年同月比）

6 鋼材・木材 （前年同月比）

※棒グラフは発注者別寄与度
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31カ月連続で増加
・４月の入域観光客数は、前年同月比12.3％

増の63万5,400人と、31カ月連続で前年を
上回った。国内客,外国客ともに増加した。
国内客は、ＬＣＣを中心とした航空路線の
拡充などから同2.7％増の50万4,800人と
なり２カ月ぶりに前年を上回った。

・路線別でみると、空路は国内客、外国客と
もに増加し、58万4,600人（同9.3％増）と31
カ月連続で前年を上回った。海路は国内客
が減少したものの、外国客が増加し、５万
800人（同64.9％増）と３カ月連続で前年を
上回った。 出所：沖縄県観光政策課

1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【外国客】（実数、前年同月比）

21カ月連続で増加
・4月の入域観光客数（外国客）は、新規航空

路線の拡充やクルーズ船の寄港回数の増

加などから前年同月比76.7％増の13万

600人となり、単月の過去最高を記録し、

21カ月連続で前年を上回った。

・国籍別では、台湾４万5,600人（同48.5％

増）、韓国２万600人（同110.2％増）、中国

本土２万2,200人（同296.4％増）、香港1万

4,700人(同37.4％増) 、アメリカ・その他

２万7,500人(同60.8％増)であった。

出所：沖縄県観光政策課

3 主要ホテル稼働率・売上高（実数、前年同月比）

稼働率は２カ月ぶりに上昇、
売上高は２カ月ぶりに増加
・主要ホテルは、客室稼働率は79.6％となり、

前年同月比0.9％ポイント上昇し２カ月ぶ
りに前年を上回った。売上高は同1.2％増
と２カ月ぶりに前年を上回った。

・那覇市内ホテルは、客室稼働率は81.1％と
同2.9％ポイント上昇し２カ月ぶりに前年
を上回り、売上高は同5.2％増と３カ月ぶ
りに前年を上回った。リゾート型ホテルは、
客室稼働率は78.7％と同0.2％ポイント低
下し２カ月連続で前年を下回り、売上高は
同0.3％減と２カ月連続で前年を下回った。

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）14年10月より調査先を25ホテルから27ホテルとした。

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）14年10月より調査先を25ホテルから27ホテルとした。

２カ月ぶりに増加
・主要ホテル売上高のうち宿泊収入は、販

売客室数（数量要因）、宿泊客室単価（価

格要因）いずれも増加したことから、前

年同月比2.7％増と２カ月ぶりに前年を

上回った。

・那覇市内ホテルは、販売客室数、宿泊客

室単価ともに増加し、同12.9％増と14カ

月連続で前年を上回った。リゾート型ホ

テルは、宿泊客室単価は増加したものの、

販売客室数は減少したことから、同0.3％

減と２カ月連続で前年を下回った。

（注）一部データの修正により、15年３月

の宿泊収入は前年比0.9％増加から0.1％

減少に訂正。

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

14カ月連続で増加
・主要観光施設の入場者数は、前年同月

比5.3％増となり、14カ月連続で前年を

上回った。

入場者数は６カ月連続で増加、
売上高は７カ月連続で増加
・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月

比3.5％増と６カ月連続で前年を上回っ

た。県内客、県外客ともに増加した。

・売上高は同4.0％増と７カ月連続で前年

を上回った。

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）
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31カ月連続で増加
・４月の入域観光客数は、前年同月比12.3％

増の63万5,400人と、31カ月連続で前年を
上回った。国内客,外国客ともに増加した。
国内客は、ＬＣＣを中心とした航空路線の
拡充などから同2.7％増の50万4,800人と
なり２カ月ぶりに前年を上回った。

・路線別でみると、空路は国内客、外国客と
もに増加し、58万4,600人（同9.3％増）と31
カ月連続で前年を上回った。海路は国内客
が減少したものの、外国客が増加し、５万
800人（同64.9％増）と３カ月連続で前年を
上回った。 出所：沖縄県観光政策課

1 入域観光客数（実数、前年同月比）

2 入域観光客数【外国客】（実数、前年同月比）

21カ月連続で増加
・4月の入域観光客数（外国客）は、新規航空
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増）、韓国２万600人（同110.2％増）、中国

本土２万2,200人（同296.4％増）、香港1万

4,700人(同37.4％増) 、アメリカ・その他

２万7,500人(同60.8％増)であった。

出所：沖縄県観光政策課
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売上高は２カ月ぶりに増加
・主要ホテルは、客室稼働率は79.6％となり、

前年同月比0.9％ポイント上昇し２カ月ぶ
りに前年を上回った。売上高は同1.2％増
と２カ月ぶりに前年を上回った。

・那覇市内ホテルは、客室稼働率は81.1％と
同2.9％ポイント上昇し２カ月ぶりに前年
を上回り、売上高は同5.2％増と３カ月ぶ
りに前年を上回った。リゾート型ホテルは、
客室稼働率は78.7％と同0.2％ポイント低
下し２カ月連続で前年を下回り、売上高は
同0.3％減と２カ月連続で前年を下回った。

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）14年10月より調査先を25ホテルから27ホテルとした。

出所：りゅうぎん総合研究所　（注）14年10月より調査先を25ホテルから27ホテルとした。

２カ月ぶりに増加
・主要ホテル売上高のうち宿泊収入は、販

売客室数（数量要因）、宿泊客室単価（価

格要因）いずれも増加したことから、前

年同月比2.7％増と２カ月ぶりに前年を

上回った。

・那覇市内ホテルは、販売客室数、宿泊客

室単価ともに増加し、同12.9％増と14カ

月連続で前年を上回った。リゾート型ホ

テルは、宿泊客室単価は増加したものの、

販売客室数は減少したことから、同0.3％

減と２カ月連続で前年を下回った。

（注）一部データの修正により、15年３月

の宿泊収入は前年比0.9％増加から0.1％

減少に訂正。

4 主要ホテル宿泊収入 （前年同月比） ※棒グラフは客室数・単価別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

出所：りゅうぎん総合研究所

5 主要観光施設の入場者数（前年同月比）

14カ月連続で増加
・主要観光施設の入場者数は、前年同月

比5.3％増となり、14カ月連続で前年を

上回った。

入場者数は６カ月連続で増加、
売上高は７カ月連続で増加
・主要ゴルフ場の入場者数は、前年同月

比3.5％増と６カ月連続で前年を上回っ

た。県内客、県外客ともに増加した。

・売上高は同4.0％増と７カ月連続で前年

を上回った。

6 主要ゴルフ場入場者数・売上高（前年同月比）

41



雇用関連・その他
新規求人数は増加、
有効求人倍率（季調値）は上昇
・新規求人数は、前年同月比28.5％増となり

５カ月連続で前年を上回った。産業別にみ

ると、医療・福祉、宿泊業・飲食サービス業、

生活関連サービス業・娯楽業などは増加し

たが、教育・学習支援業、金融業・保険業、複

合サービス事業などで減少した。有効求人

倍率（季調値）は0.80倍と、前月より0.01ポ

イント上昇し、初の0.8倍台を記録した。

・労働力人口は、70万４千人で同5.1％増とな

り、就業者数は、66万8,000人で同5.9％増と

なった。完全失業者数は３万5,000人で同

10.3％減となり、完全失業率（季調値）は

4.2％と前月より1.5％ポイント改善した。

出所：沖縄労働局

（注）有効求人倍率は、2014年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】（前年同月比）

23カ月連続で上昇
・消費者物価指数は、前年同月比0.1％増と23

カ月連続で前年を上回った。生鮮食品を除

く総合は同0.3％減と前年を下回った。

・品目別の動きをみると、食料などが上昇し、

交通・通信は下落した。

出所：沖縄県（注1）端数処理の関係で寄与度の合計は前年比と一致しないことがある。
　　　　　 （注2）2011年7月より2010年=100に改定された。

件数、負債総額ともに減少
・倒産件数は、１件で前年同月比２件減と

なり、単月の件数としては過去41年間で

最小を記録した。業種別では、小売業１件

（同１件増）となった。

・負債総額は6,200万円となり、同95.3％の

減少であった。

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比）

２カ月連続で減少
・広告収入（マスコミ：３月）は、前年同月比

4.3％減となり、消費税増税前の駆け込み

需要の反動減から２カ月連続で前年を下

回った。

※棒グラフはメディア別寄与度

県内の景気動向りゅうぎん調査　　　　　　　　　　　　　　　　　
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出所：沖縄気象台

・平均気温は22.2℃となり、平年（21.4℃) 、

前年同月（20.9℃）より高かった。降水量は

100.0ｍｍと前年同月（100.5ｍｍ）より少

なかった。

・沖縄地方の気温は、上旬は南からの暖気の

影響により気温の高い日が続いたが、中旬

から下旬にかけては前線や湿った空気の

影響を受け、曇りや雨となる日が多かった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参 考
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雇用関連・その他
新規求人数は増加、
有効求人倍率（季調値）は上昇
・新規求人数は、前年同月比28.5％増となり

５カ月連続で前年を上回った。産業別にみ

ると、医療・福祉、宿泊業・飲食サービス業、

生活関連サービス業・娯楽業などは増加し

たが、教育・学習支援業、金融業・保険業、複

合サービス事業などで減少した。有効求人

倍率（季調値）は0.80倍と、前月より0.01ポ

イント上昇し、初の0.8倍台を記録した。

・労働力人口は、70万４千人で同5.1％増とな

り、就業者数は、66万8,000人で同5.9％増と

なった。完全失業者数は３万5,000人で同

10.3％減となり、完全失業率（季調値）は

4.2％と前月より1.5％ポイント改善した。

出所：沖縄労働局

（注）有効求人倍率は、2014年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

出所：東京商工リサーチ沖縄支店

1 雇用関連 （新規求人数と有効求人倍率）

2 消費者物価指数【総合】（前年同月比）

23カ月連続で上昇
・消費者物価指数は、前年同月比0.1％増と23

カ月連続で前年を上回った。生鮮食品を除

く総合は同0.3％減と前年を下回った。

・品目別の動きをみると、食料などが上昇し、

交通・通信は下落した。

出所：沖縄県（注1）端数処理の関係で寄与度の合計は前年比と一致しないことがある。
　　　　　 （注2）2011年7月より2010年=100に改定された。

件数、負債総額ともに減少
・倒産件数は、１件で前年同月比２件減と

なり、単月の件数としては過去41年間で

最小を記録した。業種別では、小売業１件

（同１件増）となった。

・負債総額は6,200万円となり、同95.3％の

減少であった。

3 企業倒産

※棒グラフは品目別寄与度

出所：りゅうぎん総合研究所

4 広告収入【マスコミ】（前年同月比）

２カ月連続で減少
・広告収入（マスコミ：３月）は、前年同月比

4.3％減となり、消費税増税前の駆け込み

需要の反動減から２カ月連続で前年を下

回った。

※棒グラフはメディア別寄与度
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出所：沖縄気象台

・平均気温は22.2℃となり、平年（21.4℃) 、

前年同月（20.9℃）より高かった。降水量は

100.0ｍｍと前年同月（100.5ｍｍ）より少

なかった。

・沖縄地方の気温は、上旬は南からの暖気の

影響により気温の高い日が続いたが、中旬

から下旬にかけては前線や湿った空気の

影響を受け、曇りや雨となる日が多かった。

気象：平均気温・降水量【那覇】参 考
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沖縄タイムスに掲載のコラム
[注：所属部署、　役職は執筆時のものです。  ]

出所：全国銀行協会

学びバンク

りゅうぎん調査　学びバンク

36 3744

　アーサ汁、アーサ天ぷらの食材でおなじみの「アー
サ」は、北中城村の代表的な水産物です。アーサは
水産関係統計では「のり類」の中に含まれ、その県
内生産量は2012年で86トンとなっています（図）。
　生産の多くは北中城村と恩納村が占めています。
アーサは和名をヒトエグサと言い、全国では三重県、
愛媛県、徳島県、鹿児島県などで養殖が行われています。
　北中城村の海岸域は、強風の影響が比較的少なく
良好な干潟になっているため、アーサの生産に適し
ていると言われます。30年ほど前から養殖が行わ
れるようになりました。毎年１月から３月が収穫の
シーズンです。
　冷凍すると長期保存が可能なアーサは、乾燥処理
された後、スーパーや小売店に出荷されます。最近
は沖縄産のアーサが注目され、通信販売を通じて全
国の消費者に販売されるようになりました。
北中城村では、アーサを使った加工食品の開発・販
売にも力を入れています。すでに、地元の漁業協同
組合は水産加工メーカーとアーサの茶漬け、ふりか
け、佃煮などの商品を開発、新たな需要を掘り起こ
しています。
　北中城村は、07年に沖縄県から養殖拠点産地と
して認定を受けました。これは水産物の戦力品目の
形成を目的に県が地域をサポートする推進事業で
す。アーサのおきなわブランドの確立を目指します。
　北中城村はさらに、地域の観光振興につなげよう
とアーサの収穫体験を行っています。アーサを使っ
たチャレンジが続きます。

　銀行の貸し出し業務には、信用リスクという大事
な考え方があります。信用リスクとは、会社の倒産
や経営悪化などを要因に、貸出金の元本や利息が契
約どおりに返済されないなどの損失を被るリスクの
ことを言います。
　銀行の貸し出しは、お客さまからお預かりした預
金を原資に行われます。このとき銀行は、お客さま
の預金を安全に運用するため、信用リスクを適切に
管理することが求められます。
　信用リスクを定量化し、分析ツールとして活用す
る仕組みとして「信用格付制度」があります。これ
はさまざまな情報を使ってその会社の信用度を評価
し、客観化するものです。
　信用格付は一般に、①会社の決算内容を分析して
算出する定量的評価、②決算書では把握できない会
社の強みや特徴などを把握する定性的評価―の二つ
を組み合わせて最終的に決定します。
　お取引先への訪問や日頃の取引ぶりによって得ら
れる情報も、信用リスク管理には欠かせません。決
算書を用いた財務分析では、時によっては1年以上
も前の情報となることもあります。
　それを補うため、お取引先とのリレーションシッ
プの中から得られた最新の情報を信用リスク管理に
反映させます。一つの会社を数字だけでみるのでは
なく、多様な視点で把握することに努めるのです。
　最近は、これらの情報をシステム的に分析し信用
格付に反映させようという動きもみられ、信用リス
ク管理高度化の手法の一つとして期待されています。

信用リスクと
信用格付制度

「アーサ」産地の
北中城村

琉球銀行　審査部融資企画課
新垣　雄一

琉球銀行　北中城支店長
梅木　克代

信用リスクと信用格付制度 沖縄県内の「のり類」生産量の推移

・農林水産省等警部「海面漁業生産統計調査」

・アーサは「のり類」に含まれる

会社情報　多角的に分析 ブランド確立　続く挑戦
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沖縄タイムスに掲載のコラム
[注：所属部署、　役職は執筆時のものです。  ]

出所：全国銀行協会

学びバンク

りゅうぎん調査　学びバンク

36 3745

　2014年度の入域観光客数は2年連続で過去最
高を更新し、716 万 9,900 人と初の 700 万人
台を記録しました。円安の影響などにより、特に外
国人観光客が著しい伸びを示しました。外国人観光
客は消費活動も積極的です。ここではその動向を見
てみます。
　沖縄県の「13年度外国人観光客実態調査報告書」
によると、空路の場合、買い物をする最も多い場所
が「国際通り」となっています。購入した商品は多
い順に菓子類、医薬品、その他食料・飲料などです。
それぞれの国・地域で求める商品の傾向が異なるよ
うです。
　1人当たり観光消費額を見ると、中国・香港から
の観光客の消費額が他の地域と比較して多く、その
中でも特に土産買い物費については、中国からの観
光客の消費額が突出しています。
　観光庁の「14年訪日外国人消費動向調査」によ
ると、外国人観光客が消費税免税手続きを取った比
率は全体の26％。国・地域別に見ると中国が最も
高く46％、次いで香港36％、台湾29％となっ
ており、中国や香港からの外国人観光客が消費税免
税制度を利用しながら、高額の商品を購入している
状況がうかがえます。
　県内では、今後も外国人観光客が増加するものと
思われますが、売り上げ増加のためには、国・地域
別の商品ニーズを踏まえた品ぞろえを意識するとと
もに、免税店の認可取得や、外国語に対応できる従
業員を確保するなど、様々な対策を行っていく必要
があると思われます。

　マイホームの取得は高額な買い物です。そのため
長期間の借り入れが組める金融機関の住宅ローンが
よく利用されますが、このとき住宅に火災保険を掛
けるのが一般的です。
　住宅ローンは通常、10年から30年という長い
借り入れになるため、その間に火事や自然災害に見
舞われ、住宅が焼失、倒壊してしまうリスクを抱え
ます。こうしたリスクに備えて火災保険に加入しま
すが、火災保険に加入していれば、万が一被災して
も保険金によって住宅ローンの残りをすべて返済す
ることが可能です。
　火災保険に加入しないまま火事で全焼してしまう
と、住む場所がなくなるばかりでなく住宅ローンも
残ってしまうという不幸な事態を招きます。火災保
険は将来設計のうえでも大事な備えといえます。
　火災保険の契約期間は現在、最長36年ですが、
ことし10月から最長10年に短縮されます。この
背景には①台風や豪雨などの自然災害で保険金支払
いが増加している②温暖化により自然災害の将来予
測に不確実な要素が増している―などがあります。
　10年を超えて火災保険に加入するには、10年
ごとに更新する必要があります。なお、すでに契約
済みの10年を超える火災保険は、その期間中補償
されます。
　火災保険は自然災害のほかに、排水管の不具合に
よる水漏れ、空き巣による損害や盗難なども補償対
象としています。補償範囲は広いので、自分の生活
に適した組み合わせを選ぶのがこつといえます。

住宅ローンと火災保険 外国人観光客の
消費動向

琉球銀行　営業統括部リテール業務課　上席調査役
木竜　秀樹

琉球銀行　糸満支店長
大濱　範也

住宅の火災保険
外国人観光客の1人当たり消費額（土産買い物費）

将来設計に大事な備え 中国客の土産購入突出
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マイナンバー制度の概要と企業の対応

提供：太陽グラントソントン税理士法人

太陽グラントソントン

1. 概要
平成 27年 10月から「個人番号」（以下「マイナンバー」）の通知が始まり、平成 28年 1月から、順

次、マイナンバーの利用が開始されます。そこで、本稿では、マイナンバーの利用範囲及び民間企業に
おいて何が必要となるかの概要を説明します。

2. マイナンバーの利用範囲と適用時期
企業は、平成 28年 1月 1日以降、マイナンバーを利用する必要があります。現時点において、マイナ

ンバーが利用する範囲は、社会保障分野、税分野、災害対策分野となります。このうち、民間企業が一
般的に取り扱う社会保障分野と税分野の概要は下表のとおりになります。

分野 主な利用用途 想定される書類の代表例 適用時期 

社会保障 
雇用保険の資格取得・確認・給付 雇用保険被保険者資格取得届等 平成 28年 1月 1日提出分から

年金の資格取得・確認・給付 健康保険・厚生年金保険者資格取得届等 平成 29年 1月 1日提出分から

税 
申告書・申請書・届出書等 給与所得・退職所得の源泉徴収票 

報酬等の支払い調書等 

平成 28年 1月 1日提出分から

3. 利用にあたり注意すべき事項及び整備すべき内部統制
民間企業は、従業員（場合によっては家族も含む）からのマイナンバー取得に始まり、保管・利用、
廃棄において、下表のとおり注意をする必要があり、これに違反した場合の罰則も定められており、社
内に内部統制を整備する必要があります。

場面 主な注意事項 対応が必要となる内部統制 

取得 
・取得時には従業員の本人確認が必要（国民年金の第 3号被保 
険者の届出の場合は扶養親族の本人確認が必要） 

・利用目的の明示（通知又は公表）が必要等

・基本方針の策定及び取扱規程等の整備 

・管理者・責任者の明確化 

・制度の取扱いに関する教育研修等の整備 

・マイナンバー登録の正確性確保のための仕
組みの整備 

・安全措置（セキュリティー）の整備 

・廃棄処理を念頭においた、仕組みの整備 

・内部統制を監督する仕組みの整備 

保管 

利用 

・取得したマイナンバーの保管に関する安全措置が必要 

・取扱担当者以外の人が取扱えない仕組みが必要 

・利用にあたり外部へ委託している場合にも委託先の安全措置 
の整備状況の監督が必要 

廃棄 
・利用の必要性がなくなった場合で、所管法令において定めら 
れている保存期間を経過した場合には、速やかな廃棄・削除 
が必要 

お見逃しなく！
対象企業はすべての企業です。利用開始までの期間に猶予はあまりなく、自社の対応状況に応じて
速やな行動が必要となります。
保管・利用において、既存のシステムを利用する場合には、利用可能性を速やかに検討する必要が
あります。既存のシステムの利用が難しい場合には、システム投資が必要となることがあります。



47
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沖縄電力がローリー車によるLNG（液化

天然ガス）販売事業を開始した。同社は

吉の浦火力発電所構内で、LNG出荷設備

の運行管理を行い、グループ会社が販売

を行う。LNGは気化・付臭した上で導管

によりアワセゴルフ場跡地へ進出した

企業へ供給される。

東京商工リサーチ沖縄支店の14年県内

企業売上高ランキングによると、上位

100社の売上高は前年比4.1％増の２兆

1,184億5,600万円となり、４年連続で過

去最高を更新した。増収企業も11社増の

83社で過去最高となった。

観光庁が発表した免税店（輸出物品販売

場）の店舗数（15年４月１日時点）は、全

国で１万8,779店舗、沖縄県は347店舗で

あった。昨年10月1日時点と比較すると、

半年で全国は100.6％増加、沖縄県では

151.4％の増加となり、倍増した。

琉球銀行は、琉球大学と締結した「産学

連携の協力推進に関する協定書」に基づ

き、株式会社ゼロテクノ沖縄と「商品開

発に関する共同研究」を締結した。県内

金融機関と琉球大学の産学連携事業に

係る第１号の案件となり、今後、フライ

アッシュを用いたコンクリート用補修

材の製品開発を支援する。

県は大型MICE施設の建設地を与那原町、

西原町にまたがるマリンタウン東浜地

区に決定した。同地区は、13.9ヘクター

ルの敷地に多目的ホールや展示場など

を整備し、2020年度の供用開始を目指

す。

県文化観光スポーツ部の14年度外国人

観光客実態調査によると、外国客の１人

当たり消費額は前年度比9.8％増の10万

6,051円だった。一方、観光統計実態調査

による県外客の消費額は前年度比7.9％

増の７万2,613円となり、外国客が国内

客を３万円余り上回った。

5.1

5.1

5.20

5.21

5.22

5.27

欧州連合（EU）の春季経済見通しによる

と、15年のEU域内GDPは前年比1.5％増

になると予測した。欧州中央銀行による

量的金融緩和などが景気回復につな

がっていると分析し、1.3％増としてい

た２月の見通しを上方修正した。

世界経済フォーラムの「旅行・観光競争

力指数2015」によると、日本は141カ国

中、第９位となり、前年の14位から５つ

順位を上げた。文化資源やインフラ面、

発展したデジタル経済が評価され、旅

行・観光競争力がアジアで最も高い国と

なった。

ユー・エス・ジェイと日本航空がコーポ

レート・マーケティング・パートナー

シップ契約を提携した。JALスポンサー

ラウンジの提供やマイレージをテーマ

パークの入場券に交換可能とするサー

ビスの展開など、体験価値の高い商品や

サービスを開発する。

財務省の14年度国際収支速報によると、

経常収支は７兆8,100億円の黒字となり、

４年ぶりに増加した。また、訪日旅行者

の増加で旅行収支が2,099億円と、1959

年度以来55年ぶりに黒字となった。

台湾政府が福島第一原発事故を受けて

行っている日本産食品の輸入規制を強

化した。現在、福島や茨城など５県から

の食品輸入を停止しているが、残る42都

道府県にも酒類を除く全食品を対象に

産地証明添付を義務付けたほか、一部の

都府県では放射性物質検査の認証が必

要となる。

大阪市を廃止して５つの特別区に分割

する「大阪都構想」の是非を問う住民投

票が開票され、１万741票差で反対多数

により否決となった。都構想を推進した

橋下市長は市長任期を全うした上で政

界の引退を表明した。

5.5

5.6

5.11

5.13

5.15

5.17

沖　　縄 全国・海外

ECONOMIC DIARY 

【経済日誌　　　　　　　　　　】　

ECONOMIC DIARY 　　　　　　　　【経済日誌】

沖縄×日本全国・海外
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沖縄県内の主要経済指標   vo l .2沖縄県内の主要経済指標   vo l .1

沖縄県内の主要経済指標

40 41

注) 百貨店売上高は、2014年９月より調査先が一部変更となった。泡盛出荷量の2014年6月は未公表。

注) 新車販売台数の出所は沖縄県自動車販売協会、泡盛出荷量は沖縄県酒造組合。

注) ホテルは、2014年10月より調査先が25ホテルから27ホテルとなった。

注) 2012年5月より外国客の入域観光客数を掲載した。

注) 鉱工業生産指数の暦年値、前年比は原指数の増減率。　2013年11月より2010年＝100に改定された。

注) 消費者物価指数は、2011年7月より2010年＝100に改定された。

注) 失業率と有効求人倍率は、2014年12月以前の数値について新季節指数へ遡って改訂した。

注）入域観光客数は、2011年以降の数値について混在率の変更により遡及修正した。 Ｐは速報値。

注）観光施設入場者数は、2011年１月より調査先が６施設から５施設となった。
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沖縄県内の金融統計

沖縄県内の金融統計

42

注) 銀行券増減は、端数調整により一致しない場合がある。

注) 貸出金利は、暦年ベース。

注) 不渡発生率は、不渡実数（金額）÷手形交換高（金額）×100

注)県内金融機関の預金残高は、14年６月分より県内に所在する国内銀行および信用金庫の集計値へ変更になったため遡及改訂した。

　 なお、県内金融機関の預金残高は実質預金（総預金から切手・小切手を差し引いたもの）の集計値で、年度の残高は年度中の平残。



CON T E N T S
01

06

08

12

15

19

21

22

25

32

44

46

47
48
50

RRI No.107
6

No.548

2015

経営トップに聞く
株式会社南都
～沖縄の魅力ある自然を世界の人たちに伝えたい～

代表取締役社長　大城　宗直

起業家訪問　An Entrepreneur
的エンタープライズ株式会社
～県内14カ所でTシャツのプリントショップを展開する～

代表取締役社長　  伊佐　信広

寄稿　新時代の教育研究を切り拓く
～国際色豊かな地域振興：文化の発信地をめざして～

“北窯×OIST～伝統と科学～“
沖縄科学技術大学院大学コミュニケーション・広報ディビジョン

メディアセクションリーダー　名取　薫

OCVBの取り組みについて
～台湾人観光客数の増加要因について～
一般財団法人沖縄観光コンベンションビューロー

アジア便り 香港
～香港における不動産状況について～

レポーター：村井　俊秀（琉球銀行）
沖縄県香港事務所に出向中（副所長）

りゅうぎんビジネスクラブ
～「りゅうぎんビジネスクラブ」入会のご案内～

～「第5期りゅうぎんマネジメントスクール（第2回）」を開催しました～

行政情報66
沖縄総合事務局経済産業部の最近の取組等について
内閣府沖縄総合事務局経済産業部

県内大型プロジェクトの動向64

特別寄稿　県内の植物工場について
比嘉　盛樹（琉球銀行コンサルティング営業部）

沖縄県の景気動向（2015年4月）
～観光関連の入域観光客数や消費関連の百貨店売上等が前年を上回り、建設関連も
公共工事が好調に推移しており、県内景気拡大の動きは8カ月連続で強まっている～

学びバンク
・信用リスクと信用格付制度　～会社情報　多角的に分析～
琉球銀行審査部融資企画課　新垣　雄一（あらかき　ゆういち）

・「アーサ」産地の北中城村　～ブランド確立　続く挑戦～
琉球銀行北中城支店長　梅木　克代（うめき　かつよ）

・住宅ローンと火災保険　～将来設計に大事な備え～
琉球銀行営業統括部リテール業務課上席調査役　木竜　秀樹（きりゅう　ひでき）

・外国人観光客の消費動向　～中国客の土産購入突出～
琉球銀行糸満支店長　大濵　範也（おおはま　のりや）

経営情報 マイナンバー制度の概要と企業の対応
～平成28年1月から開始されるマイナンバーの利用範囲及び民間企業における必要事項等～
　　　　　　　　　　 提供　太陽グラントソントン税理士法人

経済日誌 2015年5月
県内の主要経済指標
県内の金融統計

おおしろ むねなお

い　さ のぶひろ

■平成25年

７月（No.525）　An Entrepreneur　株式会社 Ｚenエンタープライズ
　　　　　　　特集　沖縄県内における2013年プロ野球
　　　　　　　　　　春季キャンプの経済効果

８月（No.526）　経営トップに聞く　株式会社仲本工業
　　　　　　　An Entrepreneur　タイヤランド沖縄　
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１月（No.531）　経営トップに聞く　沖縄ツーリスト株式会社
　　　　　　　An Entrepreneur　株式会社スペースチャイナ
　　　　　　　特集　沖縄県経済2013年の回顧と2014年の展望

２月（No.532）　経営トップに聞く　株式会社島袋
　　　　　　　An Entrepreneur　有限会社丸玉製菓

３月（No.533）　経営トップに聞く　株式会社レキオス
　　　　　　　An Entrepreneur　農業生産法人株式会社
　　　　　　　　　　　　　　　　　アセローラフレッシュ

４月（No.534）　経営トップに聞く　有限会社金武酒造　
　　　　　　　An Entrepreneur　錦屋旗店株式会社
５月（No.535）　経営トップに聞く　株式会社T&T
　　　　　　　An Entrepreneur　有限会社グリーンフィールド
　　　　　　　特集１　沖縄県の主要経済指標
　　　　　　　特集２　2013年度の沖縄県経済の動向
６月（No.536）　経営トップに聞く　沖縄県花卉園芸農業協同組合
　　　　　　　An Entrepreneur　株式会社PBコミュニケーションズ

７月（No.537）　経営トップに聞く　沖縄港運株式会社
　　　　　　　An Entrepreneur　農業生産法人株式会社マルシェ沖縄

８月（No.538）　経営トップに聞く　沖縄テクノクリート株式会社
　　　　　　　An Entrepreneur　株式会社　幸

９月（No.539）　経営トップに聞く　株式会社前田産業
　　　　　　　An Entrepreneur　天妃前まんじゅう「ペーチン屋」
　　　　　　　特集　宮古アイランドロックフェスティバル　
　　　　　　　　　  2014の経済効果

10月（No.540）　経営トップに聞く　株式会社照正組
　　　　　　　An Entrepreneur　株式会社シュガートレイン
　　　　　　　特集　県内女性の社会進出

11月（No.541）　経営トップに聞く　沖縄メディカルグループ
　　　　　　　An Entrepreneur　DIRECT CHINA株式会社
　　　　　　　特集　県内におけるレンタカー需要の動向

12月（No.542）　経営トップに聞く　株式会社新垣通商
　　　　　　　An Entrepreneur　株式会社グラスアート藍

■平成27年

１月（No.543）　経営トップに聞く　特定医療法人葦の会
　　　　　　　An Entrepreneur　有限会社水実
　　　　　　　特集　沖縄県経済2014年の回顧と2015年の展望

２月（No.544）　経営トップに聞く　株式会社石垣エスエスグループ
　　　　　　　An Entrepreneur　有限会社ペンギン食堂

３月（No.545）　経営トップに聞く　住宅情報センター株式会社
　　　　　　　An Entrepreneur　株式会社ビザライ

４月（No.546）　経営トップに聞く　株式会社久米島の久米仙
　　　　　　　An Entrepreneur　株式会社ポイントピュール

５月（No.547）　経営トップに聞く　学校法人みのり学園
　　　　　　　An Entrepreneur　株式会社インターナショナリー・ローカル

特集レポートバックナンバー

とくとく特典とくとく特典

ポイントサービス
ポイント数に応じてサービスいろいろ！

ポイントサービスとは！ ポイントサービスのお申
込みがまだの方は、店頭
のポイントサービス申込
み用紙にご記入のうえ、
窓口または郵便にてお申
込み下さい。シルバーコース 50point 以上 ゴールドコース100point以上 エクセレントコース200point 以上

※商品についての詳しいお問い合せは、りゅうぎん窓口かフリーコールまで。

フリー
コール

検 索琉球銀行　ポイントサービス

http：//www.ryugin.co.jp/

ATM時間外
手数料が

（当行ATM利用時のみ）

無料！ 当行本支店間の
振込手数料が
（キャッシュカード使用時のみ）

無料！ スーパー定期の
金利を上乗せ！

（※店頭表示金利＋0.05％）

特典1 特典2 特典3 

日頃お世話になっているお客様に対し、毎月のお取引内容をポイント化し、
その合計ポイントに応じて手数料割引または金利優遇等の特典が
受けられるサービスのことをいいます。

な  とり かおる

むら  い としひで
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